
基本目標１

活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 高松東工業団地事業 担当課 商工観光課 記入日 平成30年6月15日

①企業誘致の推進と流出防止 目

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

10 商工業振興費

財源内訳

基本施策 1 (1) 企業誘致の推進 項

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

05 商工費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款 35 商工費

主要施策 ①

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

事業費計

―

0 4,948

―0 0 7,632 7,632

0 0

H28

地元の管理組合と連携しながら、高松東ファクトリーパーク内
の景観を考慮して、法面や調整池周辺の草刈・伐採を行うとと
もに、調整池の水質検査を行うことで、下流への水質保全に
努める。企業が継続して、快適に運営できるような工業団地づ
くりを実施する。

高松東ファクトリーパーク内の草刈り
及び伐採作業を実施した。年２回調
整池の水質検査を行い、環境保持に
努めた。また、高松東ファクトリー
パーク内の散策マップを作成した。

計画額

計画額 0

当初予算額

計画額 0

H27
|

H30

H27

具
体
的
取
組

企業が継続して、快適に運営できるような工業団地づくりを目
指し、地元の管理組合と連携しながら、高松東ファクトリーパー
ク内の法面や調整池周辺の草刈・伐採を行うとともに、調整池
の水質検査を行い、下流の水質保全に努めた。

・高松東ファクトリーパーク内の草刈
り及び伐採作業を実施した。　　・年２
回調整池の水質検査を行い、環境保
持に努めた。また、平成２８年度から
草刈の時期・範囲を見直し、効率良く
実施することとした。

H29

地元の管理組合と連携しながら、高松東工業団地内の景観を
考慮し、法面や調整池周辺の草刈、伐採を実施した。各調整
池の水質検査を春と秋に実施し、水質保全に努めた。企業が
倒産したことから、弁護士及び破産管財人、地元管理組合と
の調整を行った。

高松東工業団地内の草刈り及び伐採
作業を実施した。調整池の水質検査
を春、秋に実施した。倒産企業が出
たため、企業の誘致を行う必要があ
る。

事
業
概
要

企業立地による産業振興を目的に香川県が整備した工業団
地であり、さぬき市の所有物件についての維持管理を行って
いる。企業が立地することで産業の振興と雇用の確保を図る
ための事業である。
開発区域面積79.9ha（全体）　　分譲面積33.2ha（全体）
分譲区画10区画（さぬき市）

草刈や、５つの調整池の水質検査を
実施し、高松東ファクトリーパーク内
の維持管理を行っている。さぬき市側
の１０区画全てに企業が立地すること
で、産業の振興と雇用の確保を図
る。

1,314

4,921

4,948

決算額 0

0

4,921

0

0

0 0 1,237

当初予算額 0 0 0 1,314

0 0

0

0.0

0

決算額 0 0 0 1,206 1,206

0

0.0

0 0 0 1,230

1,237

0.2

1,237

1,237

1,237

決算額 1,230

1,237

0.2当初予算額

2,503

0.02,578 2,578

2,485 2,485決算額 0 0 0

当初予算額

計画額 0 0 0

0.20 0 0

1,237 1,237

H30

高松東工業団地内の景観を考慮し、法面や調整池周辺の草
刈、伐採を実施する。
・調整池等水質検査実施（春及び秋）
・市有地法面及び市道沿い樹木伐採
・市道法面草刈（２回実施）

計画額 0 0

決算額

0 1,237 1,237

当初予算額 0 0 0 2,503



6

H30

計画値

活
動
指
標

草刈回数 ファクトリーパーク内の美観に配慮し、立地企業の獲
得を目指す

実績値 2

水質検査回数

H29指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

実績値 7 実績値 9

計画値

2

回

2

単位 H27 H28

実績値 12 実績値

計画値 2 計画値 2

100 100 計画値 100

立地企業及び調整池の水質検査を実施し、環境に配
慮した工業団地を目指す

回
計画値 2 計画値

2 実績値

6 計画値 6

実績値

計画値 計画値

％
計画値 100 計画値

実績値 100

実績値

計画値

実績値

6

計画値

評価点 評価点合計

成
果
指
標

区画利用率 さぬき市が分譲する10区画の利用状況

実績値 100

実績値 実績値 実績値

評
価

点

⇒ 必要はない
3／25点

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

余地がある 18 点

必要性低い ⇒ 必要性高い

二次評価（所属長）

実績値 90 実績値

計画値 計画値

なっていない ⇒ なっている

4 点

4 点

4

3 点３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3
優先度高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点
優先度低い ⇒

評価点 評価点合計

点

点

チェック項目（１～５点で評価）

⇒ 余地はない 16４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

高松東工業団地は地元の産業振興及び雇用にとって重要な役割を担っておりますが、平成２９
年６月に企業が１社倒産したことから、香川県と協力しながら積極的に企業誘致に取り組まなけ
ればならないと考えております。また、企業が参入しやすいよう、他企業及び地元管理組合と協
議を行い、円滑に進むよう調整を行います。次に、地元管理組合がサクラやヤマモモの植樹及
び調整池等の管理、シルバー人材センターが法面及び緑地帯の管理を行っており、工業団地
の美観に尽力して参ります。また、市道の草刈りについては、建設課で行うとともに、新たに原
課においても２回実施をいたします。
今後も引き続き、環境及び水質の保全を図り、企業が継続して操業しやすい工業団地づくりを
進めていきたいと考えております。

高松東工業団地は平成２６年度にすべての区画が埋まり、地元の産業振興と雇用が順調に進
んでいたが、昨年度、倒産企業が出たことから、香川県と協力して積極的に企業誘致を行う必
要がある。
区域内の法面及び緑地、調整池の管理については、シルバー人材センター及び地元の管理組
合に対し、一部委託して環境整備を行っているものの、作業範囲が広範囲であることや会員の
高齢化が進んでおり、作業が遅れ気味になっていることから、三木町側と差が生じている。
また、同パークが完成し１５年以上が経過していることから雑木が法面等に生え、法面への影響
が懸念される。そのため、幹線道を含め、沿線の樹木の伐採を行い、パーク内の景観保全を行
う必要がある。

点 ／25点
必要がある

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 企業立地推進事業 担当課 商工観光課 記入日 平成30年6月15日

款 35 商工費

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 1 (1) 企業誘致の推進 項 05 商工費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

主要施策 ① ①中小企業の振興 目 10 商工業振興費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

H27
|

H30

事
業
概
要

企業立地は、財源及び雇用の確保などの面で重要な役割を
担っていることから、新たな企業の誘致や市内企業の規模拡
大等のための支援を行う事業である。

地域経済の活性化のため、製造業を
はじめ多様な企業を誘致し、雇用の
創出および安定的な財源の確保を図
る。

計画額 0

当初予算額 15,148

決算額 0

決算額

0 0

H30

香川県企業立地推進協議会において、県と連携して誘致活動
を行うほか、引合いに応じて、市の制度及び用地情報の提供
を行う。また、さぬき市企業立地促進条例の見直しによる新た
な制度の創設と周知を行う。

H27

具
体
的
取
組

計画額 0

当初予算額

0

H28

計画額

11,400 35,022 101 46,523

― ―

0

10,900 153,000 869 179,917

0 0 0

0 0 0

当初予算額

0 0

決算額

0 0 0

H29

香川県企業立地推進協議会において、県と連携して誘致活動
を行うほか、引合いに応じて、市の制度及び用地情報の提供
を行う。また、さぬき市企業立地促進条例が期限を迎えること
から、更なる企業立地の推進を図るため、次年度以降の新た
な制度を検討する。

都市圏でのフェアで県と連携して県外
企業の誘致活動のほか、市の優遇制
度の案内を行った。また、旧松尾小
学校跡地の利便性を高めるため、
プール解体工事と進入路拡幅の設計
を行った。

計画額 0 0

決算額 0 11,400

0.3 0.0当初予算額 15,148 10,900 57,851 869 84,768

35,022 101 46,523

0 0 0

95,149

決算額

当初予算額 0 0 95,149 0

計画額 0 0 0



H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

単位 H27

計画値 1 計画値 1

1

企業誘致フェアへの出展 県外企業の誘致に向けた都市圏でのフェアへの出展
件数

件
計画値

実績値 実績値 実績値

計画値

実績値

相談・協議件数 企業立地促進助成金に係る相談・協議件数

件
計画値 計画値 計画値 20

実績値 実績値 実績値 7 実績値

20計画値

計画値

活
動
指
標

さぬき市企業立地促進条
例に基づく助成金対象企
業数

新たにさぬき市企業立地促進条例に基づく助成金対
象指定を行った企業数

社
計画値 計画値

成
果
指
標

企業立地件数 市有地への工場等の新規立地及び増設件数（累計）

件
計画値

実績値 実績値

実績値 実績値

計画値 8 計画値 10

実績値

計画値 2 計画値 2

18
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

実績値 6

4 実績値実績値

必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 3 点

点 4

点

3 点
余地がある ⇒

点

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

19
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

5

点

必要性低い ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 ／25点 3

理
由

市外からの企業誘致や地元企業の事業規模拡大等に助成することは、市内の商工業振興及び
雇用の創出につながるものです。平成２９年度は、企業立地促進助成金の根拠条例であるさぬ
き市企業立地促進条例の期間を延長しました。引き続き、助成制度についての丁寧な説明を行
い、企業の投資意欲の喚起を促していきたいと考えています。また、市有地への工場等の立地
については、情報発信に伴う引き合いに対して、丁寧かつ速やかな対応に努め、新規立地の実
現を図っていきたいと考えています。

企業立地促進助成金は、地元企業の新工場建設や増設に対して助成しており、生産力の向上
などの事業規模の拡大と新規雇用の創出に関して、一定程度の効果が出ていると考えられる。
しかし、市有地への誘致については、企業側の求める面積や金額といった条件面が整わない事
例が多く、立地件数が伸びていない状況である。廃校になった旧学校用地を含め、市が企業誘
致を考えている土地への立地を実現していく方策について、更なる検討をしていきたい。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 商工業振興事業①(中小企業振興関係） 担当課 商工観光課 記入日 平成30年6月15日

款 35 商工費

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 2 (2) 商工業の振興と産学官の連携強化 項 05 商工費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

主要施策 ① ①中小企業の振興 目 10 商工業振興費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

H27
|

H30

事
業
概
要

商工業の振興・地域社会の発展と活性化のための事業支援を
行う。
また、新規事業者、誘致に伴う企業立地助成を行う。

既存の商工業事業者に対しての事業
支援や新規事業者、市外からの企業
誘致を行うことで、さぬき市内の商工
業の振興や地域社会の発展と活性化
を目指す。

計画額 0

当初予算額 600

決算額 121,804

決算額 121,304 0 239,351 23,006 383,661

72,127 17,670

H30

商工会の育成と事業支援を目的とした各種助成、商工関係各
種団体の事業支援を目的とした助成、中小企業支援策として
金融機関に預託し低金利による融資業務を行う。

H27

具
体
的
取
組

商工会の育成と事業支援を目的とした各種助成、商工関係各
種団体の事業支援を目的とした助成、工場誘致及び企業立地
促進を図るための奨励金、中小企業支援策として金融機関に
預託し低金利による融資業務を行う。なお、平成２７年度は、さ
ぬき市企業立地促進条例に基づく助成金対象指定を４件行っ
た。

新たに設備投資を検討している企業
に対し、当市の助成制度の案内だけ
でなく、香川県の助成制度やさぬき市
地域就職サポートセンター等の利用
案内を併せて行うなど、様々な事業支
援の提案を行った。

計画額 0

当初予算額 0

284,628

H28

商工会の育成と事業支援を目的とした各種助成、商工関係各
種団体の事業支援を目的とした助成、工場誘致及び企業立地
促進を図るための奨励金、中小企業支援策として金融機関に
預託し低金利による融資業務を行った。

新たに設備投資を検討している企業
に対し、当市の助成制度の案内だけ
でなく、香川県の助成制度やさぬき市
地域就職サポートセンター等の利用
案内を併せて行うなど、様々な事業支
援の提案を行った。

計画額

0.6 0.0

0 485,673 55,231 662,708

― ―

0 266,958 17,670 284,628

634,140

0 562,677 68,200 631,477

0 563,460 70,680

0 266,958 17,670

0.0当初予算額 0 0 175,119 17,096 192,215

186,322 17,029 203,851

0 0

決算額 500 0

0.5

152,248 17,670 169,918

H29

商工会の育成と事業支援を目的とした各種助成、商工関係各
種団体の事業支援を目的とした助成、中小企業支援策として
金融機関に預託し低金利による融資業務を行う。

商工会に対する助成金については、
補助対象経費の見直しを図るなど、
適正化に努めた。また、これに伴う補
助金交付要綱の改正を行った。

計画額 0 0

決算額 0 0

0.1 0.0当初予算額 600 0 60,600 16,263 77,463

60,000 15,196 75,196

72,127 17,670 89,797

77,171

決算額

当初予算額 0 0 60,000 17,171

計画額 0 0 89,797



H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

20 計画値 20 計画値 20
相談・協議件数 企業立地促進助成金に係る相談・協議件数

件
計画値 20

実績値 17 実績値 8 実績値

132

実績値

実績値

商工会経営改善普及事業
相談指導件数

商工会経営指導員による巡回・窓口相談指導件数

回
計画値 6,616計画値 計画値 6,616

実績値 実績値 実績値

－ 実績値

2 計画値 2 計画値 2

4 実績値 3 実績値

事業所
計画値

計画値

活
動
指
標

市内事業所数（製造業） 工業統計調査を基に、これまでの調査結果から推計
なお、平成27年度、平成28年度は、工業統計調査が
実施されていないため、平成26年度調査結果を記載

事業所
計画値 140 計画値

計画値

成
果
指
標

さぬき市企業立地促進条
例に基づく助成金対象企
業数

新たにさぬき市企業立地促進条例に基づく助成金対
象指定を行った企業数 社

計画値 2

実績値

計画値

計画値

実績値 実績値 132 実績値 138

1,038 実績値

140 計画値 138 計画値 138

実績値

計画値 1,037 計画値 1,037

実績値 実績値 実績値

16
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

4 点

2 点
余地がある ⇒ 余地はない

点 3 点

点 4

商工会会員数 地域における商工業の発展を図ることを目的に組織さ
れた商工会の会員数

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

16
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
2 点

3

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 ／25点 3

理
由

商工会への助成金については、平成26年度より事業費補助金として交付していますが、平成２８
年１０月に実施された本市監査委員による財政援助団体等監査において、一部の補助対象経費
等について見直しの指摘を受けました。指摘事項については、これまでに補助金交付要綱の改
正等の対応を行うなど改善してきましたが、今後も商工会と協議の上で事業内容や補助対象経
費の見直しを行うなど、適正化に努めます。

商工会への助成金については、商工会自体はもとより市内商工事業者の育成、支援に寄与する
ものであると考えるが、今後も監査等の指摘に関わらず、双方協議の上で事業内容や補助対象
経費の見直しに努めたい。また、他の商工関係各種団体への助成金についても同様に対応した
い。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

必要性低い ⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 商工業経営支援事業 担当課 商工観光課 記入日 平成30年6月15日

款 35 商工費

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 2 (2) 商工業の振興と産学官の連携強化 項 05 商工費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

主要施策 ① ①中小企業の振興 目 10 商工業振興費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

H27
|

H30

事
業
概
要

小規模事業者の新分野進出や新商品開発に係る設備投資な
どを支援するため、小規模事業者経営改善資金（マル経融
資）の貸付を受けた小規模事業者に対し、支払利子の一部を
補給する。商工事業者等の経営活動等を支援するため、（公
財）かがわ産業支援財団所属の専門家による中小企業者向
けの相談会を開催する。

マル経融資の貸付を受けた事業者に
利子補給を行うことで、新分野進出や
新商品開発など幅広い事業展開の
促進を図る。また、中小企業等経営
支援相談事業を実施することにより、
中小企業の成長・発展を支援する。

計画額 0

当初予算額 209

決算額 1,174

決算額 631 0 0 0 631

1,723 0

H30

・マル経融資を受けた小規模事業者に対し、支払利子の一部
を補給
・中小企業者向けの定期相談会を年６回開催、専門家派遣を
随時実施

H27

具
体
的
取
組

・マル経融資を受けた小規模事業者に対し、支払利子の一部
を補給　　継続６件、新規１９件
・中小企業者向けの定期相談会を年６回開催、臨時相談会を
２回開催　　相談件数１７件

・平成28年度申請分よりマル経融資
の対象借入限度額を利用実態に合
わせて、500万円から1,000万円に引
き上げた。　　・平成28年度より相談
会の開催に加えて、希望に応じて専
門家を企業に派遣することとした。

計画額 0

当初予算額 0

1,717

H28

・マル経融資を受けた小規模事業者に対し、支払利子の一部
を補給
・中小企業者向けの定期相談会を年６回開催、専門家派遣を
随時実施

※平成28年度については、平成27年
度補正予算計上分を全額繰越したこ
とから当初予算額を「0」としている。
・相談事業については、これまでの商
工会のほか、金融機関との連携も強
化した。

計画額

0.2 0.0

0 2,181 2 3,357

― ―

0 1,717 0 1,717

6,880

0 5,812 0 6,021

0 6,880 0

0 1,717 0

0.0当初予算額 0 0 0 0 0

771 1 1,315

0 0

決算額 543 0

0.3

1,717 0 1,717

H29

・マル経融資を受けた小規模事業者に対し、支払利子の一部
を補給
・中小企業者向けの定期相談会を年６回開催、専門家派遣を
随時実施

・相談事業については、創業支援に
係る個別指導に本事業を活用するこ
ととした。

計画額 0 0

決算額 0 0

0.3 0.0当初予算額 209 0 1,969 0 2,178

1,410 1 1,411

1,723 0 1,723

2,126

決算額

当初予算額 0 0 2,126 0

計画額 0 0 1,723



H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

単位 H27

5 計画値 5 計画値 5

5

小規模事業者経営改善資
金利子補給事業を市内事
業所に周知・ＰＲするため
の広報活動の回数

市及び商工会による制度周知のための情報発信の回
数

回
計画値 5

実績値 5 実績値 5 実績値

計画値

実績値

中小企業等経営支援相談
事業を市内事業所等に周
知・ＰＲするための広報活
動の回数

市及び商工会による事業周知のための情報発信の回
数

回
計画値 5 計画値 計画値 5

実績値 5 実績値 5 実績値 5 実績値

55 計画値

10 計画値

活
動
指
標

中小企業等経営支援相談
事業相談支援件数

中小企業等経営支援相談事業における相談支援件
数

件
計画値 12 計画値

成
果
指
標

さぬき市小規模事業者経
営改善資金利子補給の新
規取扱件数

さぬき市小規模事業者経営改善資金利子補給の新
規の交付申請件数

件
計画値

実績値 19 実績値

実績値 17 実績値

10 計画値 10 計画値 10

実績値

15 計画値 15 計画値 15

23
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

24 実績値 16

41 実績値40 実績値

必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 5 点

点 5

点

4 点
余地がある ⇒

点

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

23
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

5

点

必要性低い ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点 4

理
由

中小企業・小規模事業者は地域経済や雇用において重要な役割を担っていますが、それらを取
り巻く状況は需要の減少や競争の激化などにより一層厳しいものとなっております。本市におい
ても例外ではなく、設備投資はもとより運転資金の確保にも苦慮している事業所も珍しくありま
せん。このような状況に歯止めをかけることを目的として商工会との連携の下、設備投資資金な
どマル経融資を受けた事業所に対してその利子の一部を市が助成することは、市内の中小企
業・小規模事業者の振興に寄与するものと考えます。
市内中小企業の経営等における諸課題を解決に導くために実施している中小企業等経営相談
事業については、平成２９年度より創業支援に係る個別指導を本事業で実施するなど、他事業
との組み合わせた取組を行いました。

マル経融資を受けた事業者への支払利子の助成制度については、平成２９年度は新規申請件
数が前年度を下回ったものの、依然高いニーズがあると考えられる。
中小企業等経営相談事業については、大幅に相談件数が増加した昨年度の水準を維持してい
ることから、市内事業所に定着しつつあると考えている。今後も、必要に応じて中小企業・小規
模事業者のニーズ沿った見直しを随時行いたい。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 商工業等活性化支援事業 担当課 商工観光課 記入日 平成30年6月15日

款 35 商工費

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 2 (2) 商工業の振興と産学官の連携強化 項 05 商工費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

主要施策 ② ②産学官連携の推進による地域企業の支援 目 10 商工業振興費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

H27
|

H30

事
業
概
要

地域の豊富な農林水産物や優れた地場産業技術などの資源
を活用した地域特産品となる新商品の開発やその新商品を含
む地域特産品の販路開拓に係る取組みを支援する。また、平
成２８年度からは国内最大級の食品見本市にさぬき市ブース
を出展する。

地域資源を活用した新商品開発や販
路開拓を支援することにより、市内中
小企業者等の振興及び地域の活性
化を図る。国内最大級の食品見本市
に出展することにより、本市食品の魅
力を全国に発信する。

計画額 0

当初予算額 2,550

決算額 6,172

決算額 1,700 0 0 7 1,707

0 3,380

H30

・地域資源活用新商品開発等支援事業の実施
　新商品開発支援事業2～3社程度
　販売力強化・販路開拓支援事業2社程度
・国内最大級の食品見本市「スーパーマーケット・トレード
ショー」にさぬき市ブース（４社）を出展。
・関西圏販路開拓支援事業の実施4社程度

H27

具
体
的
取
組

・地域資源活用新商品開発等支援事業を実施
実施企業３社「さぬき市産のジャージー牛乳を使った手作りソ
フトクリームコーンの開発」「さぬき市特産の桑の葉を使ったス
イーツの開発」「さぬき市のミニトマトを使った土産物づくり」

・平成２８年度より新商品の開発に加
えて、地域資源を活用した商品の販
売力を強化し、販路開拓を図るため
の事業を追加した。　　・本市食品の
魅力を全国に発信するため、国内最
大級の食品見本市に出展した。

計画額 0

当初予算額 0

3,380

H28

・地域資源活用新商品開発等支援事業の実施
　新商品開発支援事業実施企業3社
　販売力強化・販路開拓支援事業実施企業2社
・国内最大級の食品見本市「スーパーマーケット・トレード
ショー」にさぬき市ブース（４社）を出展。

・平成29年度においてこれまでに本
事業で開発した商品を中心に関西圏
で販路開拓やＰＲを行う機会を関係
機関と調整・検討した。

計画額

0.2 0.0

0 0 5,392 11,564

― ―

0 0 3,380 3,380

13,520

0 6,353 6,240 15,143

0 0 13,520

0 0 3,380

0.0当初予算額 0 0 0 0 0

0 146 4,618

0 0

決算額 4,472 0

0.3

0 3,380 3,380

H29

・地域資源活用新商品開発等支援事業の実施
　新商品開発支援事業2～3社程度
　販売力強化・販路開拓支援事業2社程度
・国内最大級の食品見本市「スーパーマーケット・トレード
ショー」にさぬき市ブース（４社）を出展。
・関西圏販路開拓支援事業の実施4社程度

・本事業で開発した商品を中心に関
西圏で販売、ＰＲを行うため、関西圏
販路開拓支援事業を実施した。また、
丸亀市と連携して骨付鳥とさぬきワイ
ンの販路開拓、ＰＲを行う機会を関係
機関と調整・検討した。

計画額 0 0

決算額 0 0

0.5 0.0当初予算額 2,550 0 0 2,860 5,410

0 5,239 5,239

0 3,380 3,380

6,353

決算額

当初予算額 0 0 6,353 0

計画額 0 0 3,380



H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

単位 H27

10 計画値 10 計画値 10

15

地域資源活用新商品開発
等支援事業の案件発掘の
ための企業等訪問件数

市及び商工会が地域資源活用新商品開発等支援事
業の周知及び案件発掘のために企業等を訪問した件
数

件
計画値 10

実績値 11 実績値 14 実績値

計画値

実績値

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

3 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

地域資源活用新商品開発
等支援事業による開発商
品数

地域資源活用新商品開発支援事業による開発商品
数

種類
計画値

実績値 5 実績値

実績値 実績値

3 計画値 3 計画値 3

実績値

計画値 計画値

23
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

4 実績値 16

実績値実績値

必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 5 点

点 5

点

4 点
余地がある ⇒

点

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

23
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

5

点

必要性低い ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点 4

理
由

本事業は、地域の豊富な農林水産物や優れた地場産業技術などの資源を活用した地域特産
品となる新商品の開発や新商品を含む地域特産品の販路開拓に係る取組みを支援するもので
あり、市内中小企業者等の振興及び地域の活性化に大きく寄与するとともに、さらに、本事業で
開発した商品を県内外に広くPRすることにより本市の知名度向上にも貢献するものであります。
平成２９年度においては初めて食品以外の案件２社を採択し、最終的には手袋７点、鞄６点の
新商品が誕生しています。今後も、幅広い業種へのアプローチを行い、新商品開発や販路開拓
を支援することで地元企業の競争力強化に繋げていきます。

平成27年度に創設した地域資源活用新商品開発等支援事業により、これまでに10事業者25種
類の新商品が誕生した。中には販売を開始したところ想定以上の販売を記録したり、早くも市外
や県外で販売を行っている事業者もいるとの報告を受けている。このような商品をさぬき市の
「地域特産品」として育てていくためにも、継続した支援として市観光協会など関係機関と連携し
た情報発信等に取組むとともに、県外での販路開拓を希望する事業者向けに、平成28年度から
取組んでいる国内最大級の食品見本市への市ブース出展のほか、平成29年度は阪急梅田駅
エキナカで開催された催事にも出店した。今後も、商工会や地域金融機関などと連携して、本事
業に取組む事業者や開発案件の発掘に努めるとともに、「地域特産品」の開発や販路開拓を通
じた地域の活性化や市の知名度向上を推進したい。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 創業支援事業 担当課 商工観光課 記入日 平成30年6月15日

款 35 商工費

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 2 (2) 商工業の振興と産学官の連携強化 項 05 商工費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

主要施策 ② ②産学官連携の推進による地域企業の支援 目 10 商工業振興費

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

H27
|

H30

事
業
概
要

市内において新たに創業、第二創業を行う者に対して、創業
に要する経費の一部を支援する。

市内における創業、第二創業に係る
取組みを支援することにより、新たな
需要や地域経済の活性化を図る。

計画額 812

当初予算額 812

決算額 0

決算額

1,557 0

H30

・さぬき市創業支援事業の実施　　採択予定件数３件

H27

具
体
的
取
組

計画額

当初予算額

H28

計画額

0 500 1 501

― ―

3,188

0 2,376 0 3,188

0 2,376 0

当初予算額

決算額

H29

・さぬき市創業支援事業の実施　　採択予定件数３件 金融機関や支援機関を訪問するなど
して周知に努めたが、申請は１件に
留まったことから、事業内容の充実等
について検討を行った。

計画額 812 0

決算額 0 0

0.2 0.0当初予算額 812 0 819 0 1,631

500 1 501

819 0 1,631

1,557

決算額

当初予算額 0 0 1,557 0

計画額 0 0 1,557



H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

単位 H27

計画値 6 計画値 6

6

創業セミナー・塾開催日数 市創業セミナー及び商工会における「さぬき創業塾」
開催日数

日
計画値

実績値 実績値 実績値

計画値

実績値

計画値 計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

成
果
指
標

創業件数 創業支援事業計画に基づく創業件数

件
計画値

実績値 実績値

実績値 実績値

計画値 12 計画値 12

実績値

計画値 計画値

18
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

実績値 11

実績値実績値

必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

点 3 点

点 4

点

3 点
余地がある ⇒

点

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

18
点

優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

点

4

点

必要性低い ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点 4

理
由

市内において新たに創業する者や第二創業を行う者を支援することで、新たな需要や雇用を促
し、地域経済の活性化を図ることを目的に平成２９年度に創設した事業であるが、初年度は、事
業要件等についての問い合わせは数件あったものの申請に至ったのは１件のみとなりました。
事業主が別会社等を立ち上げて他の事業に進出するケースが対象になるのかとの問い合わせ
が数件あったが、現行制度では対象としていないことから、申請を断念する事案がありました。
他の自治体では対象としているところもあることから、今後検討すべき課題の一つではないかと
考えています。

市内における創業や第二創業を推進することは、雇用の創出や地域の活性化に資するもので
あることから、今後も重点的に取組んでいく必要がある。そのツールの一つである本補助金につ
いては、初年度の募集の結果、申請が１件に留まったことから、原因を分析し創業者が利用し
やすい制度に改める必要があると考える。また、周知方法についても、改善点を検討すべきで
はないか。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



3,4000 100,000

当初予算額 0 0 100,000 6,500

計画額 0 103,400

106,500

決算額

0.0当初予算額 0 0 100,000 11,000

0 0

111,000

計画額

決算額

0.1

67,639

100,000 3,400 103,400

0 0 65,618 2,021

103,400

0 0 78,158 2,671

当初予算額 0 0 100,000 4,722

0 0計画額

当初予算額 0

103,400

―

0 400,000 13,600

0.0104,722

0.8

0 775,290 128,030 903,320

0 631,514 123,338 754,852

0

決算額

0.3

80,829

100,000 3,400

さぬき市共通商品券を発行することで、市内の消費拡大及び
市外への購買力流出の歯止めとなり、市内商業の活性化を図
る。

特に改善はないが、商品券発行によ
る市内での消費拡大を図り、市内商
工業の振興と活性化に努めた。

決算額 0

413,600

―0 400,000 25,622 425,622

100,000 3,400 0.6

0 100,000 3,400

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

項

事業費（千円）

H28

さぬき市共通商品券を発行することで、市内の消費拡大及び
市外への購買力流出の歯止めとなり、市内商業の活性化を図
る。

特に改善はないが、商品券発行によ
る市内での消費拡大を図り、市内商
工業の振興と活性化に努めた。

事
業
概
要

さぬき市共通商品券を発行することで、市内の消費拡大及び
市外への購買力流出の歯止めとなり、市内商業の活性化を図
る。

さぬき市内における消費拡大を促す
とともに商工業の振興及び活性化に
寄与することを目的とする。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

103,400

具
体
的
取
組

さぬき市共通商品券を発行することで、市内の消費拡大及び
市外への購買力流出の歯止めとなり、市内商業の活性化を
図った。

プレミアム付き商品券を発行したこと
により市内の消費拡大に寄与したほ
か商品券取扱指定店が増加した(Ｈ
26年度末402店舗→Ｈ27年度末477
店舗)ため、より商品券が利用しやす
い環境となった。

H30

さぬき市共通商品券を発行することで、市内の消費拡大及び
市外への購買力流出の歯止めとなり、市内商業の活性化を図
る。

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ③ ③魅力ある商業の振興

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 共通商品券発行事業特別会計 担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 70 共通商品券発行事業特別会計

記入日 平成30年6月15日

款

基本施策 2 (2) 商工業の振興と産学官の連携強化



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

さぬき市共通商品券は、個人がさぬき市商工会で購入するもの以外に、市の施策である高齢者
運転免許証自主返納事業や結婚定住奨励事業等の助成金として利用されています。平成１８
年度の事業開始以降、総販売額は１２億円弱、換金率は９７％以上となっており、市内の消費拡
大並びに市外への購買力流出の抑制に寄与しているものと考えます。販売額が減少傾向にあ
るものの、市内における一定の購買額を維持する一因となることが期待されることから、現状の
制度を継続していく必要があると考えます。

平成１８年度より開始した本事業は、市内の商工業振興及び消費拡大に貢献してきたところで
ある。しかしながら、近年の商品券販売額は、プレミアム商品券の発売時を除き、緩やかに減少
している状況となっている。事業の効果や経費の検証並びに商工会との協議により、市内の商
工業振興に一層寄与するものとしていきたい。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

4 点点

点17

点

点

3 点

4

16

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

2

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

3

評価点

点 3

実績値

評価点合計

点

１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

実績値 617,906 実績値 59,977 実績値

実績値

4

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

実績値

760,000 計画値

実績値

100,000 計画値 100,000 計画値 100,000

741,304 実績値 76,402 実績値 58,563

43,853

活
動
指
標

千円
計画値

商品券の発行枚数 商品券を発行することで市内の商業の活性化を図れ
るので、発行した枚数を指標とする。(1000円券)

計画値

成
果
指
標

商品券の換金申請額 商品券を利用することで市内の商業の活性化を図れ
るので、換金額を指標とする。

計画値

枚

実績値

商品券の発行枚数 商品券を発行することで市内の商業の活性化を図れ
るので、発行した枚数を指標とする。(500円券)

枚
計画値 計画値 10,000

645,000 計画値 95,000 計画値 95,000計画値 95,000

実績値32,498 実績値 32,851 実績値 29,421

単位 H27

10,000 計画値 10,000計画値10,000

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



主要施策

基本施策

0

3

H29

24,592

0

1,024

0

0

0

0

止水栓の開閉による計画的な配水と
老朽化した施設修繕の実施。

止水栓の開閉による計画的な配水を
行うとともに、地元の要望に沿うよう
調整を行った。また、施設の故障、
管・空気弁の漏水等の修繕を行っ
た。

Ⅰ

①農業生産基盤の充実

(3) 農林業の振興

Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

その他地方債

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

H27

H28

年度

事業名

総合計画上の位置付け

基本目標

担当職員数(人）

①

具
体
的
取
組

986

988

971

0

0

香川用水事業

0

0

0

991

26,071

23,622

77,701

25,805

24,613

24,580

24,801

991

970決算額

計画額

98,452

24,613

24,613

3,969

2,965

991

27,095

24,613

非正規
（臨時･嘱託

等）

正規
(再任用含む）

農業費

財源内訳

国県支出金

――

24,549

24,835

23,622

991

0

0

会計

農林水産業費

香川用水費

0

99,338

事業目的 / 改善内容

0

0

0

0 94,488

23,622

23,622

23,622

0

0

0

74,736

95,369

3,964

0

0

0

0

23,592

23,830

23,563

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

H30

H27
|

H30

事
業
概
要

決算額

計画額

当初予算額

決算額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

香川用水施設の維持管理及び配水管理の実施。

香川用水事業については、県全体受益面積2.3万ha、水路延
長106km、農業用水98,000千㎥、農業用分水工179箇所の内、
さぬき市の管理として鴨部川沿岸支線、津田川沿岸支線の各
分水工24箇所、併せて7,400千㎥の農業用水を既設のため
池、水路等に配水している。

香川用水事業については、県全体受益面積2.3万ha、水路延
長106km、農業用水98,000千㎥、農業用分水工179箇所の内、
さぬき市の管理として鴨部川沿岸支線、津田川沿岸支線の各
分水工24箇所、併せて7,400千㎥の農業用水を既設のため
池、水路等に配水している。

香川用水事業については、県全体受益面積2.3万ha、水路延
長106km、農業用水98,000千㎥、農業用分水工179箇所の内、
さぬき市の管理として鴨部川沿岸支線、津田川沿岸支線の各
分水工24箇所、併せて7,400千㎥の農業用水を既設のため
池、水路等に配水している。

香川用水事業については、県全体受益面積2.3万ha、水路延
長106km、農業用水98,000千㎥、農業用分水工179箇所の内、
さぬき市の管理として鴨部川沿岸支線、津田川沿岸支線の各
分水工24箇所、併せて7,400千㎥の農業用水を既設のため
池、水路等に配水している。

記入日 平成30年6月18日

0.7 0.0

事業費（千円）

0

担当課

35

05

30

01

土地改良課

一般会計

目

項

款

一般財源
事業費計

24,613

事業内容

1,004

止水栓の開閉による計画的な配水を
行うとともに、地元の要望に沿うよう
調整を行った。また、施設の故障、
管・空気弁の漏水等の修繕を行っ
た。

止水栓の開閉による計画的な配水を
行うとともに、地元の要望に沿うよう
調整を行った。また、施設の故障、
管・空気弁の漏水等の修繕を行っ
た。

0 991

25,5960

0.5 0.0

0.4 0.0



100

点5 点

評価点

⇒

計画値

18 点

チェック項目（１～５点で評価）
評価点評価点合計

18,185

18,185

10

6

100

18,185

％
100

円滑な配水

⇒

総合計画・
総合戦略指標

ｍ
計画値

計画値
箇所

施設の機能保持による適正な配水管理事業

実績値

なっている

優先度高い

管路の修繕

なっていない

必要性低い

二次評価（所属長）

⇒

⇒

優先度低い

余地がある

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５
／25点

3 点 3 点

19

5 点
⇒

余地はない

必要性高い
5

2

3

評価点合計

計画値

実績値

3 点

点

実績値

計画値

実績値

計画値

実績値

二次評価（所属長）一次評価（担当者）

／25点点
必要はない

5 点

活
動
指
標

H28H27指標名

管路の管理 津田川沿岸支線6,221m
鴨部川沿岸支線11,964m
分水管路の管理

管路・空気弁・仕切弁等の修繕

単位

実績値

指標の説明

評
価

今
後
の
方
向
性

成
果
指
標

実績値

計画値

実績値

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値

実績値

計画値

18,185

10

H29

実績値

18,185

実績値

方
向
性

理
由

香川用水事業は農業用水として市内の主要なため池・水路に配水しており、さぬき市農業の根
幹をなす事業であり、計画的な配水を行うことはもとより、地元ニーズに沿った形での配水量の
調整を実施する必要がある。
また、香川用水の施設・管路設置から４０年近くが経過し、老朽化が著しいことから、計画的な
修繕・更新を行いながら、平行して突発的な故障個所について、速やかに対応することが必要
であると考える。

一次評価（担当者）

100

10

実績値実績値 100

香川用水事業により、県内の水事情は大幅に改善され、安定的な配水は農業生産基盤を確保
し、農業の生産性の向上に貢献していることから、今後も管路の老朽化に対する修繕につい
て、速やかに対応するとともに、計画的な修繕・更新が必要であると考える。

点 3 点４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
必要がある

100

計画値

実績値

計画値

10計画値

18,185

H30

計画値

実績値

計画値

実績値

計画値

5

100

10

18,185

計画値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

平成30年6月18日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 3 (3) 農林業の振興 項 05

事業費（千円）

土地改良費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 土地改良維持管理事業 担当課 土地改良課 記入日

担当職員数(人）

① ①農業生産基盤の充実

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

40主要施策

財源内訳

農業費

事業費計

款 30 農林水産業費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

○県単独補助土地改良事業（ため池1箇所、水路6箇所）
○多面的機能支払交付金
○小規模ため池防災対策特別事業(1箇所)
○県営中山間地域総合整備事業
○県営農村地域防災減災事業（志度東）

H29

○県単独補助土地改良事業（ため池1箇所、水路7箇所）
○多面的機能支払交付金
○県営中山間地域総合整備事業
○県営農村地域防災減災事業（白川原大池、花の山池）
○県営農業用河川工作物等応急対策事業（野間池井堰）

農業用施設の老朽化に伴う補修、更
新を土地改良事業により、実施すると
ともに、地域での保全管理を推進す
る。

H28

○県単独補助土地改良事業（ため池2箇所、水路7箇所）
○多面的機能支払交付金
○小規模ため池防災対策特別事業(1箇所)
○県営中山間地域総合整備事業
○県営農村地域防災減災事業（白川原大池）
○県営農業用河川工作物等応急対策事業（野間池井堰）

農業用施設の老朽化に伴う補修、更
新を土地改良事業により、実施すると
ともに、地域での保全管理を推進す
る。

事
業
概
要

農業用排水機場ならびに農道等の管理のほか、農道、ため
池、農業用用排水路、ほ場整備など農業生産基盤の整備や
農村生活環境整備を実施するとともに、農業用施設を地域ぐ
るみで管理する多面的機能支払交付金制度を推進する。
さらに、防災の観点から県営農村地域防災減災事業を実施す
る。

土地改良法に基づき、農業の生産性
向上や農業構造の改善を目的に事
業を実施する。

H27

具
体
的
取
組

○県単独補助土地改良事業（ため池2箇所、水路2箇所）
○多面的機能支払交付金
○県営中山間地域総合整備事業
○県営農村地域防災減災事業（弥勒池）
○小規模ため池防災対策特別事業（2箇所）

農業用施設の老朽化に伴う補修、更
新を土地改良事業により、実施すると
ともに、地域での保全管理を推進す
る。

H27
|

H30

261,524

5.4

100,500 22,286 48,978

決算額 177,234

当初予算額 89,760

計画額 89,760

決算額 64,600

956,058

―361,000 102,251 258,872 1,020,424

計画額 340,440

当初予算額 298,301

0.0

239,800 57,051 158,373 632,458

71,200 15,876

102,900

273,297 0.0

―

366,300 63,355 185,963

41,228 192,904

100,500 22,286 48,978 261,524

84,800 14,578 64,054

計画額

決算額

6.0

228,906

14,938 46,420 247,818

65,474

83,800 26,597 53,091

当初予算額 76,349 98,200 29,598 69,150

83,560

101,900

280,101

計画額

決算額

5.7

210,648

14,849 46,364 246,673

47,160

44,20161,000 11,282

0.0当初予算額 73,340 105,100 34,111 67,550

83,560

当初予算額 58,852 57,200 16,256 73,194

計画額 83,560 200,043

205,502

決算額



件
計画値 30

実績値

30

H28 H29 H30単位 H27

29 計画値 30計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
県費補助と市費補助の土
地改良事業実施件数

香川県の農業生産基盤整備における補助事業。
　事業費100万円以上、受益戸数2戸以上。
市の農業生産基盤整備における補助事業
　事業費10万円以上100万円未満で受益戸数2戸以

組織

活
動
指
標

実績値26 実績値 26 実績値 28

34

実績値 36 実績値

750

430

実績値

計画値

実績値 34

実績値 657 実績値

680 計画値 720 計画値650 計画値

多面的機能支払制度実施
活動組織数

農村環境の保全を図るために多面的機能支払制度を
活用し、共同で農地や農業用施設の維持管理を行っ
た組織数

425 計画値

実績値

430 計画値 430 計画値

36

414 実績値 489 実績値 315

実績値

計画値 36 43計画値 40計画値

優先度低い

成
果
指
標

農業生産基盤整備面積 土地改良事業実施による受益地面積

ｈａ
計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

多面的機能支払制度協定
面積

農村環境の保全を図るために地域の活動組織が共同
で農地や農業用施設の維持管理を行った面積。

ha
計画値

実績値 629

21

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

4

⇒

4
必要性低い

優先度高い

20

4

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

評価点合計

点

5 点

点

点 3 点

実績値658

点

点 5

点

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

農業用施設の老朽化が進行しているため、これらの補修と更新を計画的に実施していく中、農
業生産力の維持に加え地域防災力の観点からも、所有者と管理者が連携を図りつつ、効果的
な長寿命化対策の実施を円滑に進めていくことが必要である。
また、近年の農村地域の過疎化、高齢化等による農業構造の変化に伴い、地域の共同活動に
より支えられている多面的機能の発揮に支障が生じつつあり、農用地や水路、農道等の地域資
源の保全管理に対する担い手農家の負担増大が懸念されている。
このような状況の中、多面的機能支払交付金事業を活用し、農業・農村の有する多面的機能の
維持・発揮を図るための地域の共同活動に係る支援を行い、地域資源の適切な保全管理を推
進するものである。

生産性の高い農業を推進するためには、農業用施設の整備・改修など生産基盤の強化が必要
であり、併せて農業用のみならず地域防災の観点からもため池整備が重要であると考える。
また、農村地域は農業従事者の高齢化、後継者不足および混住化等から農業生産と施設管理
を取り巻く環境が厳しくなっていることから、土地改良区の組織体制を強化することで農業・農村
を守る力強い組織を作る必要があると考える。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

平成30年6月18日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 3 (3) 農林業の振興 項 05

事業費（千円）

土地改良費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 農業基盤整備促進事業 担当課 土地改良課 記入日

担当職員数(人）

① ①農業生産基盤の充実

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

40主要施策

財源内訳

農業費

事業費計

款 30 農林水産業費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

※29年度で事業終了

H29

○初音・川東地区(実施年度:平成27～29年度)
○換地処分登記等
○パイプラインL=1,166m（幹線）
※事業終了予定

区画整理後の農地について、換地処
分登記を行った。
また、受益地全てのパイプライン工事
が完了し、用水の安定供給と営農の
効率化が図られた。

H28

○初音・川東地区(実施年度:平成27～29年度)
○区画整理 A=1.9ha
○パイプライン L=974m(幹線)
○換地設計

区画整理後の農地について、換地計
画により登記ができるまでの間の一
時利用地指定を行った。また、パイプ
ライン（幹線）工事を実施した。翌年
度以降においても早期工事の着手を
行い、早期効果の発現を図る。

事
業
概
要

不整形な圃地や未整備な農道、また排水路等も老朽化が進
んでいることから、将来、営農計画や農地の流動化に多大な
影響を及ぼすため、ほ場整備、パイプラインの整備を実施し、
農業経営の安定化と維持管理の節減を図るとともに、農業経
営の担い手を確保することを目的とする。

当地域における農業経営の安定化と
維持管理の節減を図るとともに、農業
経営の担い手を確保することを目的
とする。

H27

具
体
的
取
組

○初音・川東地区（実施年度：平成27～29年度）
○区画整理Ａ＝1.9ha
○パイプラインＬ＝360m（幹線）
○ポンプ場1箇所
○換地設計

換地計画を策定し、区画整理（面整
備）を完了した。また、ポンプ施設を
設置しパイプライン（幹線）工事を実
施した。翌年度以降においても早期
工事の着手を行い、早期効果の発現
を図る。

H27
|

H30

71,120

1.1

10,800 7,112 708

決算額 93,750

当初予算額 52,500

計画額 52,500

決算額 22,326

121,186

―17,400 11,770 1,169 117,714

計画額 90,000

当初予算額 87,375

0.0

19,300 12,629 1,933 127,612

8,000 0

6,600

31,056 0.0

―

17,800 12,118 1,268

422 30,748

10,800 7,112 708 71,120

7,300 10,008 1,044

計画額

決算額

0.8

70,651

4,705 499 47,054

52,299

4,000 2,621 467

当初予算額 23,250 4,400 3,105 301

35,250

400

15,538

計画額

決算額

0.6

26,213

301 61 3,012

19,125

00 0

0.0当初予算額 11,625 2,200 1,553 160

2,250

当初予算額

計画額 0 0

決算額



ｍ
計画値 800

実績値

H28 H29 H30単位 H27

800 計画値 900計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
パイプライン整備延長 整備を計画している農業用施設の延長

ha

活
動
指
標

実績値360 実績値 974 実績値 1,124

2

実績値 実績値

実績値

計画値

実績値 2

実績値 実績値

計画値 計画値100 計画値

区画整理整備面積 整備を計画している区画整理の面積

32 計画値

実績値

64 計画値 100 計画値

14 実績値 53 実績値 100

実績値

計画値 計画値計画値

優先度低い

成
果
指
標

パイプライン整備進捗率 整備を計画している農業用施設の整備率

％
計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

区画整理整備進捗率 整備を計画している区画整理の整備率

％
計画値

実績値 100

23

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

5

⇒

4
必要性低い

優先度高い

23

4

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

評価点合計

点

5 点

点

点 4 点

実績値

点

点 4

点

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

農業従事者の減少や高齢化、農業所得の減少等の厳しい状況の中、食料自給率の向上を図る
とともに、農業の有する多面的機能が将来にわたって発揮されるために、担い手への農地集積
の加速や農業の高付加価値化の推進等により、意欲ある農業者が農業を継続できる環境の整
備や、農業生産効率の向上に成果が期待できるため、現状のまま継続する。

農業競争力の強化に向けた取り組みを行うためには、担い手への農地集積の加速化や農業の
高付加価値の推進等により競争力のある「攻めの農業」を展開する必要がある。
当事業を活用することにより、多様なニーズに沿ったきめ細やかな耕作条件の改善を機動的に
進めるとともに、農地集積を図りつつ高収益性作物への転換を図る必要があると考える。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



基本目標

担当職員数(人）

非正規
（臨時･嘱託

等）

正規
(再任用含む）

その他

0

0

5,017

4,310

H30

款

3,535

3,535

3,500

4,084

0

0

0

0

0

14,035

0

0

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

H27

H28

H29

年度

事業名

総合計画上の位置付け

――

4,084

H27
|

H30

14,035

3,535

3,535

財源内訳

0

0

3,884

地方債

主要施策

基本施策

一般会計

目

項

②

3

Ⅰ

②多様な担い手の育成・確保

(3) 農林業の振興

Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

農業委員会事務局 記入日 平成30年6月11日

会計

農林水産業費

農業委員会費

農業費

0計画額

担当課

05

05

30

01

農業委員会事業

事
業
概
要

具
体
的
取
組

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

国県支出金

決算額

計画額

農業委員会は、市町村に設置される行政機関であり、農業及
び農業者の利益を代表する機関であり、農業者の地位向上並
びに農業生産力の発展及び農業経営の合理化を図ることを目
的とし事業を展開する。市内の土地利用等について無秩序な
開発等を防止し、農業経営の安定を今後とも図る。

農業委員会における各種事務事業において、交付金事業に
属さない事項について計上する予定。農家台帳・農地管理シ
ステムの維持管理や県農業会議等への負担金等の費用を計
上する予定。

0

0

0

事業内容

3,884

3,500

7,779

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

決算額

0 0

0

0

0

0

0

3,478

3,500

0

0

農業委員会における各種事務事業において、交付金事業に
属さない事項について計上している。農家台帳・農地管理シス
テムの維持管理や県農業会議等への負担金等の費用を計上
している。

農業委員会における各種事務事業において、交付金事業に
属さない事項について計上している。農家台帳・農地管理シス
テムの維持管理や県農業会議等への負担金等の費用を計上
している。農業委員会法改正により、農業委員会改革を行って
いる先進地への視察研修費を計上している。

農業委員会における各種事務事業において、交付金事業に
属さない事項について計上している。農家台帳・農地管理シス
テムの維持管理や県農業会議等への負担金等の費用を計上
している。

農家台帳システムに関する機器の
リース代及び農家データの保守業務
に係る委託料の支出を行った。また、
県農業会議等への負担金等の支出
を行った。

農家台帳システムに関する機器の
リース代及び農家データの保守業務
に係る委託料の支出を行った。また、
県農業会議等への負担金等の支出
を行い、また、先進地視察として１市1
町現地研修を行った。
農家台帳システムに関する機器の
リース代及び農家データの保守業務
に係る委託料や県農業会議等への
負担金支出を行った。また、新たな農
業委員及び推進委員への実務研修
を積極的に行った。

当初予算額

決算額

0

0

0

0.0

事業費（千円）

事業目的 / 改善内容

農業現場での担い手不足、鳥獣害被
害等による耕作放棄地の増加など厳
しい状況であるが、農業者の利益代
表機関として農業環境等の改善に向
けた取り組み・推進を図り、農業経営
の安定化を図る。

一般財源

11,672

20,415

事業費計

11,672

0.7 0.0

0.7 0.0

0.7

20,415

3,500

3,478

3,500

5,017

4,310

0

0

0

3,500

7,7790



実績値

／25点

点5 点

計画値

実績値

評価点評価点合計 評価点合計

計画値

実績値

二次評価（所属長）

計画値

実績値

5

評価点

点5

チェック項目（１～５点で評価）

4 点

一次評価（担当者）

必要性低い 必要性高い

なっている

計画値

実績値

H28H27

農家台帳システムの機器のリースおよび農家データ
の保守業務を行う

各種団体へ負担金の納付

さぬき市産農産物のJAが把握している農産物販売
額。
（農林水産課の農業振興事業と成果指標を共有）

指標の説明 単位
総合計画・
総合戦略指標

件

計画値

実績値

活
動
指
標

評
価

農業者の代表機関としての責務を農業委員自らが自覚し積極的に活動できる体制が整った。ま
た、新たに農地利用最適化推進委員が加わり、各種研修会への参加により、地域農業者への
関わりなど意識改革が芽生え、重要なことであると認識している。さらには、農業委員会の多様
な業務遂行に当たっては、迅速かつ正確な農地情報を活用することから、農家台帳システムは
必要不可欠なものである。

成
果
指
標

2

2

指標名

農家台帳システム維持管
理

計画値

計画値

今
後
の
方
向
性

3

3

負担金支出

実績値

さぬき市産農産品の販売
額（JA報告による）

優先度低い

なっていない

余地がある

⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

2

実績値

１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない
点

実績値

計画値

23

⇒

⇒

計画値

１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 3

実績値

実績値

計画値

2実績値

3

3

2

実績値

3計画値

方
向
性

5 点

点5

3 点

⇒

優先度高い

／25点 点
必要はない

5 点

5 点

4

理
由

農家台帳システムにより、膨大な農地関係情報を素早く検索し活用ができた。また、市内の農
地情報と税制情報のリンクにより、遊休農地の発生抑制や違反転用の早期に発見することが出
来る。しかしながら、現農家台帳システムから移行しなければいけない新システム（フェーズ２）
には不具合が多く発生していることから、移行には細心の注意が必要である。

件

二次評価（所属長）

点 23
必要がある ⇒

一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値

実績値

実績値

計画値

3

2

H30

計画値 計画値2

H29

実績値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



基本目標

担当職員数(人）

非正規
（臨時･嘱託

等）

正規
(再任用含む）

その他

0

0

646

597

H30

款

661

661

660

763

0

0

0

0

0

2,641

0

0

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

H27

H28

H29

年度

事業名

総合計画上の位置付け

――

913

H27
|

H30

2,641

661

661

財源内訳

0

0

800

地方債

主要施策

基本施策

一般会計

目

項

②

3

Ⅰ

②多様な担い手の育成・確保

(3) 農林業の振興

Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

農林水産課 記入日 平成30年6月15日

会計

農林水産業費

農業振興費

農業費

0計画額

担当課

15

05

30

01

農業振興事業

事
業
概
要

具
体
的
取
組

0

0

0

0

150

1,127

0

0

0

134

150

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

国県支出金

決算額

計画額

東讃農業改良普及協議会等に対する負担金等。
農業振興地域システム保守業務。

○東讃農業改良普及協議会等に対する負担金等。
○農業振興地域整備計画の基礎調査
○農産物販売促進活動に対する助成

0

0

0

事業内容

800

660

11,518

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

決算額

0 0

0

0

0

993

0

1,187

660

0

0

○東讃農業改良普及協議会等に対する負担金等。
○農業振興地域システム保守業務
○大阪で実施したトップセールスの活動に対する助成

○東讃農業改良普及協議会等に対する負担金等。
○農業振興地域システム保守業務
○高松市で行ったトップセールスによる農産物販売促進活動
に対する助成

東讃農業改良普及協議会へ参画し、農業的課題等の研究や
普及啓発を実施している。農業振興地域の適正管理のため、
農業振興地域システムを保守し、土地異動データを入力・更新
した。さぬき市産農産物の販売促進活動として市長のトップ
セールスを神戸・大阪で実施した。台風で被災した農業用施設
（ビニールハウス）の復旧に対する助成を実施した。

新たにさぬき市産農産物の販売促進
活動に取り組んだ。台風で被災した
農業用施設に対する助成を行った。
H28年度も引き続き、販売促進活動を
支援する。

普及協議会を通じて、地域の農業の
課題・研究及び啓発活動を実施。農
業振興地域の適切な管理を図った。
市長のﾄｯﾌﾟｾｰﾙｽによりさぬき市産農
産物の販売促進を図った。

普及協議会を通じて、さぬき市農業
の状況を把握し、課題を検討する。大
消費地の大阪での市長のトップセー
ルスによる農産物の販売促進を図っ
た。

当初予算額

決算額

0

0

0

0.0

事業費（千円）

事業目的 / 改善内容

市の農業振興について、関係機関と
農業課題の研究、啓発活動を実施す
る。また、農業振興地域の適正管理、
農産物の販売促進活動を補助した
り、台風等で被災した農業用施設の
復旧に対する助成を実施。

一般財源

2,584

13,588

事業費計

3,711

0.5 0.0

0.5 0.0

0.5

13,738

660

2,180

660

646

731

0

0

0

660

11,5180



実績値

115,000

／25点

点4 点

計画値

実績値

評価点評価点合計 評価点合計

計画値

実績値

二次評価（所属長）

計画値

実績値

4

評価点

点4

チェック項目（１～５点で評価）

3 点

一次評価（担当者）

必要性低い 必要性高い

なっている

計画値

実績値

H28H27

さぬき市産農産物のPR活動を実施する回数。

さぬき市産農産物のJAが把握している農産物販売
額。

指標の説明 単位
総合計画・
総合戦略指標

回

計画値

実績値

111,000

129,000109,000

活
動
指
標

評
価

　さぬき市の農業情勢を把握し、課題を検討するとともに、トップセールスによる販売先への情
報発信は、さぬき市特産物の販売促進にとても重要である。また、農業振興地域整備計画につ
いても、今後のさぬき市の農業振興計画として重要である。

成
果
指
標

1

1

指標名

さぬき市産農産品のPR活
動数（トップセールスを含
む）

計画値

計画値

今
後
の
方
向
性

実績値

109,000
さぬき市産農産品の販売
額（JA報告による）

優先度低い

なっていない

余地がある

⇒

１ → ２ → ３ → ４ → ５

2

実績値

１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない
点

実績値

計画値

18

⇒

⇒

計画値 113,000

１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値

実績値

実績値

計画値

1実績値 1

実績値

計画値

方
向
性

4 点

点4

3 点

⇒

優先度高い

／25点 点
必要はない

4 点

4 点

3

理
由

さぬき市の農業を取り巻く情勢は、農業者の減少や高齢化、これらに伴う生産額の減少や耕作
放棄地の増加など厳しい状況にあり、相対的な農業の活力低下が懸念されている。
　こうしたことから、本事業では、協議会による農業課題の検討を行うとともに、トップセールス等
による販売促進活動を実施し、さぬき市農業の活性化を図っていくため必要である。また、さぬ
き市農業振興地域整備計画を見直す時期となっており、さぬき市の情勢に合ったより良い計画
を策定するための基礎調査を実施する。

万円

二次評価（所属長）

点 19
必要がある ⇒

一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値

実績値

実績値

計画値

117,000

2

H30

計画値 計画値2

H29

実績値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

農林水産業費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 みろくふれあい農園事業 担当課 農林水産課 記入日 平成30年6月15日

30

15 農業振興費

基本施策 3 (3) 農林業の振興 項 05

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ② ②多様な担い手の育成・確保 目

Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款

農業費

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

1,740 2,814

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

市内外の野菜づくりに意欲のある市民に対し農作業の場を提
供し、農作業、利用者間の交流を通して市民の健康で文化的
な生活の実現を図る。

市内外の農業者以外の住民等が、自
然とのふれあいを通じて住民等相互
の交流を促進し、地域の活性化や農
業に対する理解を深めることを目的と
する。

―0 1,801 30,162

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H29

施設、機械等の管理業務
地権者の事情で平成29年度末をもって閉園することになり、閉
園に向けた準備をした。

必要に応じ機械の修理をした。また、
閉園に向けた使用者への説明・周知
や地権者との協議に努めた。

計画額

0

0

0

H28

施設、機械等の管理業務 必要に応じ機械・器具の修理、また鳥
獣害対策の１つとしてワイヤメッシュ
柵を設置するなど環境の整備に努め
た。

計画額

決算額

H30

当初予算額 0

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

0

当初予算額 0

0

当初予算額 641

0

施設、機械等の管理業務
原形復旧のための工事をし、地権者に土地を返還する。

決算額

施設、機械等の管理業務 必要に応じ機械・器具の修理、また鳥
獣害対策の１つとしてワイヤメッシュ
柵を購入するなど環境の整備に努め
た。

計画額 0

0

―

0 510 616

1,126616

503

4,554

1,126

0.1

31,963

0

0 510

0 1,002

498 460

1,1210 480

0

1,1150 450 665

28,601

0.0

0 1,389 1,420 2,809

499

0.1 0.0

958

1,126460 666

1,151

1,151360 791

0.0

当初予算額 0 0 361 28,240

0 388 461

計画額 0 0

0.1

849

410 741

決算額



H30

回
計画値 2

0

1 計画値 1

実績値 0

計画値 1

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値計画値 計画値

計画値
広報掲載数

単位 H27 H28 H29

実績値 実績値 実績値 実績値

実績値実績値 実績値

実績値 0 実績値
活
動
指
標

区画
計画値

広報等を利用し、農園利用者の増加を図る。

計画値

実績値

成
果
指
標

利用区画数 みろくふれあい農園に設置してある農園全９０区画の
うちの使用区画数。

計画値 計画値

80 計画値

計画値

計画値 70 70

実績値 53 実績値 50 実績値 39 実績値

70 計画値

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
2

12
優先度高い

点 13 点

3 点

3 点

計画値

今
後
の
方
向
性

点

2 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
2

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
2 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

みろくふれあい農園はサルによる農作物被害が酷く使用者が減少しており、サル対策を検討し
ていたが地権者の都合により平成29年度末をもって閉園した。
平成30年度は土地の原形復旧のための工事をし、地権者に土地を返還する。

　年々深刻化する鳥獣害被害に対し随時捕獲や防止柵等の対応をしているが、利用率が低下
し、空区画が増加している。
　地権者の都合により平成２９年度末をもって閉園、平成３０年度において土地の原形復旧を
し、地権者へ返還する。

／25点 2 点 ／25点
必要がある

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

農林水産業費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 農地流動化推進事業 担当課 農業委員会事務局 記入日 平成30年6月11日

30

15 農業振興費

基本施策 3 (3) 農林業の振興 項 05

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ② ②多様な担い手の育成・確保 目

Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款

農業費

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

0 363

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

農地中間管理機構と農業委員会が連携して、意欲ある担い手
農業者や農業生産法人への農地集積を図ることにより、遊休
農地・耕作放棄地の解消を目指すとともに効率的・安定的な農
業経営体の育成を図り、さぬき市の農業振興の発展に寄与す
るものである。

担い手へ農地を集積し効率的・安定
的な農業推進を図ることを目的とす
る。 ―0 0 321

計画額 400

当初予算額 300

決算額 280

H29

農地流動化の推進事業について計上。農業経営基盤強化促
進法に基づく貸借に係る事務費計上。
および香川県農地機構との連絡・調整事務を行う。

農地流動化の推進事業について、農
業経営基盤強化促進法に基づく貸借
に係る事務を実施した。また、香川県
農地機構との事務連絡を図り、担い
手への農地集積・集約化への事務や
制度周知を行った。

計画額

100

100

100

H28

農地流動化の推進事業について計上。農業経営基盤強化促
進法に基づく貸借に係る事務費計上。
および香川県農地機構との連絡・調整事務を行う。

農地流動化の推進事業について、農
業経営基盤強化促進法に基づく貸借
に係る事務を実施した。また、香川県
農地機構との事務連絡を図り、制度
の周知を行った。

計画額

決算額

H30

当初予算額 100

決算額 100

H27

具
体
的
取
組

80

当初予算額 100

100

当初予算額 178

0

農地流動化の推進事業について計上する予定。農業経営基
盤強化促進法に基づく貸借に係る事務費計上予定。
および香川県農地機構との連絡・調整事務を予定。

決算額

農地流動化の推進事業について計上。農業経営基盤強化促
進法に基づく貸借に係る事務費計上。
および香川県農地機構との連絡・調整事務を行う。

農地流動化の推進事業について、農
業経営基盤強化促進法に基づく貸借
に係る事務を実施した。

計画額 100

0

―

0 0 93

19393

0

763

193

1.1

621

0

0 0

0 194

0 100

2780 0

0

1040 0 4

46

0.0

0 0 202 482

94

1.0 0.0

200

1900 90

190

1900 90

0.0

当初予算額 0 0 0 46

0 0 8

計画額 100 0

0.7

88

0 90

決算額



H30

件
計画値 500

394

500 計画値 500

実績値 387

計画値 500

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

300 計画値 300
件

計画値 300 計画値

計画値
農用地利用集積計画確認
事務

単位 H27 H28 H29

300

実績値 630 実績値 273 実績値 397 実績値

実績値実績値 実績値

実績値 271 実績値
活
動
指
標

件
計画値

利用権設定契約期間満了
者への再設定通知

農地の貸し借りの期間が終了する者に通知する事務

農地の貸し借り契約書の内容確認

計画値

実績値

成
果
指
標

利用集積の成立件数 農地の賃貸借が成立したもの

計画値 計画値

500 計画値

計画値

計画値 500 500

実績値 271 実績値 394 実績値 387 実績値

500 計画値

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

23
優先度高い

点 20 点

4 点

5 点

計画値

今
後
の
方
向
性

点

4 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
5

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

農業従事者の高齢化等による農地の貸付を希望する者は増加しているものの、担い手不足か
ら農地の利用集積が図り難い状況である中、香川県農地機構を活用した農地集積や新規就農
の促進、認定農業者による担い手が拡充できる環境を機構集積員と連携・強化を図っていく。

利用集積の成立件数において前年度より若干減少したものの、農業委員会に新たに必須業務
となった「農地利用の最適化の推進」に、より重点を置いた活動が求められていることから、今
後も引き続き農業委員と推進委員が二人三脚の体制で、さらに農地機構集積員との連携のも
と、担い手への農地の集積・集約化などを進め、担い手への経営規模の安定・拡大に努めるこ
とが重要である。

／25点 5 点 ／25点
必要がある

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



当初予算額 62,141 0 300 2,118

計画額 30,000 0

64,559

決算額

32,450

0.4 0.0当初予算額 31,944 0 350 2,006H29

人・農地プラン作成、県農地機構負担金、農業共済組合助
成、農業経営基盤強化資金利子助成、担い手育成助成、農地
中間管理事業、香川６次産業化促進事業、新規就農者ｻﾎﾟｰﾄ
事業、機構集積協力金、地域を支える集落営農推進事業、農
地集積補助金、農業次世代人材投資資金、経営体育成支援
事業

担い手となる農業者に対し、機械及
び施設導入補助をすることにより、経
営改善の促進を図った。また、新規
就農者に対する給付事業や農地の
利用集積に関する助成を実施した。

計画額 30,000 0

34,300

決算額 33,040 0 312 1,658 35,010

300 2,150 32,450

0.4 0.0当初予算額 41,518 0 350 2,036H28

人・農地プラン作成、県農地機構負担金、農業共済組合助
成、農業経営基盤強化資金利子助成、担い手育成助成、農地
中間管理事業、香川６次産業化促進事業、新規就農者ｻﾎﾟｰﾄ
事業、さぬき讃ﾌﾙｰﾂ生産拡大事業、機構集積協力金、地域を
支える集落営農推進事業、施設園芸推進事業、農地集積補
助金、青年就農給付金、担い手確保・経営強化支援事業

担い手となる農業者に対し、機械及
び施設導入補助をすることにより、経
営改善の促進を図った。また、新規
就農者に対する給付事業や農地の
利用集積に関する助成を実施した。

計画額 30,000 0

43,904

決算額 48,019 0 499 1,696 50,214

300 2,150 32,450

45,642

0.5 0.0

0 1,330 4,842 121,140

決算額 33,909 0 519 1,488 35,916

当初予算額 43,168 0 300 2,174 45,642H27

具
体
的
取
組

・人・農地プラン作成　・県農地機構負担金・農業共済組合助
成・農業経営基盤強化資金利子助成・担い手育成助成・農地
中間管理事業・高品質園芸作物生産拡大条件整備事業・さぬ
き讃フルーツ生産拡大事業・農地有効活用推進事業・地域を
支える集落営農推進強化事業・施設園芸推進事業・青年就農
給付金交付事業・規模拡大交付金

担い手となる農業者に対し、機械及
び施設導入補助をすることにより、経
営改善の促進を図った。また、新規
就農者に対する給付事業や農地の
利用集積に関する助成を実施した。

計画額 43,168

0 1,200 8,624

0 300 2,174

300 2,150

H30

○県農地機構負担金、農業共済組合等助成金
○新規就農者への補助事業
○担い手への農地集積事業及び施設整備導入支援
○集落営農組織への設立支援及び施設整備導入支援

142,992

― ―0 1,300 8,334 188,405
H27

|
H30

事
業
概
要

地域の担い手と位置付けられた経営体（認定農業者等）、及び
集落営農組織等の確保・育成や農地中間管理事業を活用し
た経営改善の促進を図るとともに、兼業、高齢農家、女性農業
者、新規就農者など、小規模な農業者に対しても支援を行い、
農家総参加の農業基盤の確立を図る。

さぬき市農業の担い手となる経営体
に対する国等の補助事業を実施する
ことにより、経営の改善や生産基盤
の強化を図る。

計画額 133,168

当初予算額 178,771

決算額 114,968

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計

主要施策 ② ②多様な担い手の育成・確保 目 15 農業振興費

基本施策 3 (3) 農林業の振興 項 05 農業費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款 30 農林水産業費

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 担い手育成事業 担当課 農林水産課 記入日 平成30年6月15日



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点 4

理
由

　本市の農業者の減少や高齢化が顕著であり、さぬき市の農業、農地を活性化するためには担
い手の育成が必要不可欠である。
　こうしたことから、意欲ある多様な担い手を育成・確保することや集落営農の組織化を推進す
る。また、農業者の持続可能な経営体制を整備するため、農地の利用集積や機械設備の導入
や需要のある農産物への作付転換を推奨し、農業経営基盤を強化することで農業経営の安定
化、効率化を図っていく必要がある。
　
　
　

　地域の担い手と位置づけられた経営体及び集落営農組織等の確保・育成や経営改善の促進
を図るとともに、農業の担い手育成・確保のために新規就農者など農業者に対しても支援を
行っており重要な事業である。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 4 点
余地がある ⇒ 余地はない

点 4 点

点 4 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

19 点

4 点

20
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

500 計画値 550 計画値 600

実績値 452 実績値 545 実績値 552 実績値

94 計画値 96 計画値 98

実績値 100 実績値 102 実績値 107 実績値
成
果
指
標

認定農業者数 さぬき市農業の担い手となる認定農家の経営体数。
担いてとなる農業者の確保・育成を行なう。

経営体
計画値 92 計画値

活
動
指
標

担い手の耕作農地面積 担い手となる認定農業者が交錯する農地の面積。担
い手への農地集積が進むことで、耕作農地の保全並
びに耕作放棄地の発生を防いでいる。

ha
計画値 450 計画値

計画値

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

実績値

計画値 計画値

実績値 0 実績値 0 実績値 1

人農地プラン作成件数 今後の農業施策上の基礎となる【人・農地プラン】を市
内の集落単位で作成する。
※国の政策転換により集落単位に拘らず、さぬき市全
域のプランを作成。

集落
計画値 1

計画値

1 計画値 1 計画値 1

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

農林水産業費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 農業委員会交付金事業 担当課 農業委員会事務局 記入日 平成30年6月11日

30

05 農業委員会費

基本施策 3 (3) 農林業の振興 項 05

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ③ ③農地保全と耕作放棄地対策の推進 目

Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款

農業費

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

0 53,280

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

農業委員会は、市町村に設置される行政機関であり、農業及
び農業者の利益を代表する機関であり、農業者の地位向上並
びに農業生産力の発展及び農業経営の合理化を図ることを目
的とし事業を展開する。
市内の土地利用等について無秩序な開発等を防止し、農業経
営の安定を今後とも図る。

農地法に基づく法令業務を適正に執
行するとともに、農業者の公的代表
機関として農政活動を行い、農業委
員会を円滑に運営する。

―0 0 60,787

計画額 6,707

当初予算額 7,066

決算額 4,929

H29

農業委員会における各種事務事業において、交付金事業に
属する事項について計上している。農業委員の委員報酬、農
地の適正な利用・耕作放棄地などを巡視するための費用を計
上している。

農業委員会における各種事業をはじ
め、新旧農業委員及び新たな推進委
員の報酬などの支出を行った。また、
円滑な定例会が開催されるよう各地
区農業委員が中心となり許認可に伴
う現地確認や議論を重ねた。

計画額

2,054

1,700

1,700

H28

農業委員会における各種事務事業において、交付金事業に
属する事項について計上している。農業委員の委員報酬、農
地の適正な利用・耕作放棄地などを巡視するための費用を計
上している。

農業委員会における各種事務事業、
農業委員の委員報酬、農地制度実施
円滑化事業に関する事務費の支出
等をした。
事前に小委員会を開催し円滑な定例
会が開催されるように努めた。

計画額

決算額

H30

当初予算額 1,607

決算額 1,607

H27

具
体
的
取
組

1,664

当初予算額 1,250

1,658

当初予算額 14,067

0

農業委員会における各種事務事業において、交付金事業に
属する事項について予定。農業委員の委員報酬、農地の適正
な利用・耕作放棄地などを巡視するための費用を予定。

決算額

農業委員会における各種事務事業において、交付金事業に
属する事項について計上している。農業委員の委員報酬、農
地の適正な利用・耕作放棄地などを巡視するための費用を計
上している。

農業委員会における各種事務事業、
農業委員の委員報酬、農地制度実施
円滑化事業に関する事務費の支出
等をした。
全農業委員による会議を定期的に開
催した。

計画額 1,607

0

―

0 0 14,280

15,88714,280

0

59,987

15,887

0.7

67,853

0

0 0

0 15,206

0 13,923

16,1210 0

0

18,6690 0 17,419

17,176

0.0

0 0 40,072 45,001

13,599

1.1 0.6

15,581

15,7000 14,000

14,700

13,7000 12,000

0.0

当初予算額 2,155 0 0 15,021

0 0 12,550

計画額 1,700 0

1.1

14,214

0 13,000

決算額



H30

回
計画値 13

13

13 計画値 13

実績値 14

計画値 13

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

200 計画値 200
件

計画値 200 計画値

計画値
全体会の開催

単位 H27 H28 H29

200

実績値 146 実績値 171 実績値 171 実績値

実績値実績値 実績値

実績値 13 実績値
活
動
指
標

計画値

各種申請審査 農地法等に基づく申請の審査、許可、県への進達

全農業委員による会議

計画値

実績値

成
果
指
標

農地面積または耕作放棄地面積

計画値 計画値

計画値

計画値

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

計画値

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

23
優先度高い

点 19 点

5 点

5 点

計画値

今
後
の
方
向
性

点

4 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
5

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

毎月定例会を開催することにより、幅広い意見の集約が出来るものである。また、農地法に基
づく農地の権利移動の許可等法令に基づく業務を実施するとともに、優良農地の流動化、担い
手農業者育成支援など農業行政推進に必要な機能を発揮するものである。

平成28年4月から農業委員会法、農地法等の改正が施行され、農業委員会の指揮の下で、地
域における農地利用の最適化や担い手の育成、発展の支援を推進する農地利用最適化への
推進のための法整備がされ、平成29年7月20日には本市農業委員会も新体制に移行した。こう
した中、当委員会でも、農業委員会に与えられている「優良農地の確保とその有効利用」、「担
い手の確保・育成」といった重要な使命と役割を進めていくと共に「関係機関・団体」との連携強
化・地域農業者との積極的な話し合い活動を進めることが重要であるとの認識に基づき、許認
可等意欲・行動する農業委員会として継続して取り組むことが重要である。

／25点 4 点 ／25点
必要がある

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

農林水産業費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 耕作放棄地対策事業 担当課 農林水産課 記入日 平成30年6月15日

30

15 農業振興費

基本施策 3 (3) 農林業の振興 項 05

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ③ ③農地保全と耕作放棄地対策の推進 目

Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款

農業費

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

0 0

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

国の制度を活用し、市内にある耕作放棄地を耕作可能な状態
に再生することで、地域の農業を守るとともに、将来の担い手
への農地集積の加速化を図る。

耕作放棄地の解消を図り、担い手へ
の農地集積を図る。

―0 0 2,500

計画額 3,500

当初予算額 2,500

決算額 0

H29

遊休農地の再生利用に対する取り組みを支援し、耕作放棄地
の発生を防ぐ。

さぬき市遊休農地活用事業補助金交
付要綱を制定した。また、事業に取り
組んだ農業者に対し、補助金を交付
した。

計画額

0

500

500

H28

オリーブや市が指定する作物の栽培の普及推進を図り、地域
の農地を保全するとともに遊休農地化の発生防止対策を目的
とする。
国の制度を活用し、市内にある耕作放棄地を再生利用する取
り組みを支援する。

当初予定していた事業者が事業を行
わなかったため、実績なし。

計画額

決算額

H30

当初予算額 2,000

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

0

当初予算額 500

0

当初予算額 1,000

0

遊休農地の再生利用に対する取り組みを支援し、耕作放棄地
の発生を防ぐ。

決算額

国の制度を活用し、市内にある耕作放棄地を再生利用する取
り組みを支援する。

当初予定していた事業者が事業を行
わなかったため、実績なし。

計画額 2,000

0

―

0 0 0

2,0000

0

3,500

2,000

0.2

5,000

0

0 0

0 0

0 0

1,0000 0

0

1,0000 0 500

1,000

0.0

0 0 124 124

0

0.2 0.0

0

5000 0

500

5000 0

0.0

当初予算額 0 0 0 1,000

0 0 124

計画額 500 0

0.2

124

0 0

決算額



H30

件
計画値 1

0

1 計画値 1

実績値 1

計画値 1

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値計画値 計画値

計画値
耕作放棄地の再生支援件
数

単位 H27 H28 H29

実績値 実績値 実績値 実績値

実績値実績値 実績値

実績値 0 実績値
活
動
指
標

㎡
計画値

耕作放棄地の再生を支援した件数。

計画値

実績値

成
果
指
標

オリーブ栽培面積 オリーブの作付による耕作放棄地の解消を図る。

計画値 計画値

5,200 計画値

計画値

計画値 15,000 20,000

実績値 5,200 実績値 0 実績値 14,500 実績値

10,000 計画値

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

19
優先度高い

点 18 点

4 点

4 点

計画値

今
後
の
方
向
性

点

4 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
3

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

特に集落の農地保全を目的とする集落営農組織に事業の目的及び概要について周知を行い、
集落内の遊休地対策を推進する。

増加し続ける耕作放棄地を未然に防ぐ本事業は有効である。今後、制度の活用状況により、現
状に即した事業として推進する必要がある。

／25点 4 点 ／25点
必要がある

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

平成30年6月18日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 3 (3) 農林業の振興 項 05

事業費（千円）

中山間地域直接支払事業費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 中山間地域等直接支払制度事業 担当課 土地改良課 記入日

担当職員数(人）

③ ③農地保全と耕作放棄地対策の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

55主要施策

財源内訳

農業費

事業費計

款 30 農林水産業費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

市内28集落、160haの農家に対し助成するものである
採択要件としては、対象地域として５法指定地域ならびに特認
地域であること。対象農用地は1ha以上。

H29

市内28集落、160haの農家に対し助成するものである
採択要件としては、対象地域として５法指定地域ならびに特認
地域であること。対象農用地は1ha以上。

協定農用地の追加整備が4集落、超
急傾斜農地保全管理加算の新規取
組要望が1集落あり、協定を結び直し
た。全集落について協定に基づいた
活動が実施されていることを確認し
た。

H28

市内28集落、160haの農家に対し助成するものである
採択要件としては、対象地域として５法指定地域ならびに特認
地域であること。対象農用地は1ha以上。

協定農用地の追加整備が2集落、体
制整備活動の新規取組要望が1集落
あり、協定を結び直した。全集落につ
いて協定に基づいた活動が実施され
ていることを確認した。

事
業
概
要

中山間地域等における集落と農用地を維持・管理していくため
の協定を締結し、地目及び傾斜区分毎に設定された交付単価
に基づいて協定農用地面積に応じた金額を交付する。

急傾斜地など生産コストがかかる中
山間地域における平地との農業生産
条件の不利補正策として、農業生産
活動の維持・活性化を図り、多面的
機能の確保や耕作放棄を未然に防ぐ
ことを目的とした事業である。

H27

具
体
的
取
組

市内28集落、160haの農家に対し助成するものである
採択要件としては、対象地域として５法指定地域ならびに特認
地域であること。対象農用地は1ha以上。

4期開始年度であり、新規に2集落と
協定を結び、協定継続集落について
も協定農用地の見直し等を行った。
※H28年度以降の協定農用地の追加
と体制整備活動の新規取組の要望
があるので1部集落協定を結び直す。

H27
|

H30

25,443

0.9

0 0 7,585

決算額 43,393

当初予算額 17,858

計画額 17,858

決算額 14,310

90,213

―0 0 24,948 86,901

計画額 65,078

当初予算額 61,953

0.0

0 2 19,843 63,238

0 0

0

20,733 0.0

―

0 0 25,135

8,377 22,687

0 0 7,585 25,443

0 2 5,677

計画額

決算額

0.7

20,135

0 5,850 21,590

14,456

0 0 5,789

当初予算額 15,165 0 0 5,568

15,740

0

20,207

計画額

決算額

0.5

20,416

0 5,850 21,590

14,627

5,8500 0

0.0当初予算額 14,379 0 0 5,828

15,740

当初予算額 14,551 0 0 5,967

計画額 15,740 21,590

20,518

決算額



件
計画値 28

実績値

28

H28 H29 H30単位 H27

28 計画値 28計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
集落協定数 5年間事業に取り組む集落とその活動内容について

協定を締結する。

ha

活
動
指
標

実績値28 実績値 28 実績値 28

147

実績値 148 実績値

8

実績値

計画値

実績値 147

実績値 実績値

計画値 計画値計画値

対象農用地面積 協定に記載され事業対象となっている農用地。

8 計画値

実績値

8 計画値 8 計画値

148

8 実績値 8 実績値 8

実績値

計画値 147 147計画値 147計画値

優先度低い

成
果
指
標

耕作放棄地防止効果 農用地減少防止面積＝対象農用地×11.6%（国の率）
耕作放棄地防止面積＝農用地減少防止面積×46%
（かい廃率）
※第3期対策最終評価（農林水産省）参照

計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

ha
計画値

実績値

22

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

5

⇒

4
必要性低い

優先度高い

20

4

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

評価点合計

点

5 点

点

点 4 点

実績値

点

点 4

点

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

中山間地域は流域の上流部に位置し、その地域における農業生産活動は下流域に対して水源
涵養機能、洪水防止機能等の多面的機能を有しています。しかし、中山間地域は農業生産活
動において自然的・経済的・社会的条件が不利な地域であり、特に担い手の減少、耕作放棄地
の増大が進みやすい地域でもあります。
本事業により中山間地域における農業生産活動の支援を行うことは、中山間地域の有する水
源涵養、災害防止といった役割を維持することに対して大いに効果があると考えています。対象
地域が制限され、また農業生産活動に不利な地域であることから事業対象となる集落、農用地
の大幅な増大が見込まれないこともあり、現在協定を締結している集落、農用地に引き続き支
援を続けていくことが重要であると考えます。

中山間地域の農業従事者の高齢化による深刻な担い手不足や耕作放棄地の増大に対して、こ
の制度を有効に活用し、農業生産の維持を通じて多面的機能の確保や地域の活性化に繋げて
いく必要があると考える。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

農林水産業費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 有害鳥獣被害防止対策事業 担当課 農林水産課 記入日 平成30年6月15日

30

15 農業振興費

基本施策 3 (3) 農林業の振興 項 05

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ④ ④鳥獣被害対策の推進 目

Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款

農業費

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

6,840 25,068

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

鳥獣の保護、及び狩猟の適正化に関する法律第9条、及び第
19条の規定に基づく事務、並びに有害鳥獣による農作物の被
害を防止するための事業である。

侵入防止柵の設置補助等の農地防
衛と地区猟友会による適切な個体数
調整を組み合わせて行うことで、市内
における有害鳥獣（イノシシ・ニホン
ザル等）による農作物等への被害を
防止・軽減するための事業である。

―0 1,710 36,645

計画額 7,183

当初予算額 23,689

決算額 18,593

H29

・侵入防止柵設置に係る県農業共済組合との合同補助
　（防除ネット　21セット・電気柵　15セット・金網柵　1,363枚）
・侵入防止柵（電気柵等）設置に係る市補助　（1セット）
・狩猟免許申請手数料補助　（夏期9名・冬期 4名　計13名）
・有害鳥獣捕獲に対する捕獲奨励金　（イノシシ　1,148頭
・ニホンザル　91頭・シカ　45頭・アライグマ　7頭・ハクビシン

さぬき市鳥獣被害対策実施隊に市職
員含め62名を任命し、迅速な鳥獣捕
獲に向けた対応をとった。
さぬき市鳥獣害対策協議会のイノシ
シ用捕獲檻及びセンサーカメラ等の
購入に補助を行った。

計画額

5,827

1,795

1,798

H28

・侵入防止柵設置に係る県農業共済組合との合同補助
・狩猟免許申請手数料補助
・集落における鳥獣被害防止対策推進への補助
・有害鳥獣捕獲に対する捕獲奨励金
・さぬき市鳥獣被害対策実施隊の設置
・さぬき市鳥獣害対策協議会の事業執行に係る補助　等

有害鳥獣捕獲に対する捕獲奨励金
の対象鳥獣にシカを追加し、鳥獣捕
獲の拡充を図った。
さぬき市鳥獣被害防止計画に定める
被害防止施策を適切に実施するた
め、さぬき市鳥獣被害対策実施隊を

計画額

決算額

H30

当初予算額 1,795

決算額 4,969

H27

具
体
的
取
組

8,450

当初予算額 6,890

5,174

当初予算額 8,121

0

鳥獣害被害発生対策としての事務と団体に対する補助、被害
防止のための補助等を行う。

決算額

・侵入防止柵設置に係る県農業共済組合との合同補助
　（防除ネット　26セット・電気柵　21セット・金網柵　3,029枚）
・侵入防止柵（電気柵等）設置に係る市補助　（3セット）
・狩猟免許申請手数料補助　（夏期 24名・冬期 5名　計29名）
・有害鳥獣捕獲に対する捕獲奨励金　（イノシシ　548頭
・ニホンザル　129頭・アライグマ　13頭・ハクビシン　11頭）　等

狩猟免許新規取得者への補助とし
て、従来対象としてきた夏期試験合
格者に加え、H27年度からは冬期試
験合格者についても狩猟免許申請手
数料（上限5,200円）と予備講習会受
講料（全額補助）の補助を行った。

計画額 1,795

0

―

0 1,710 6,267

9,7726,267

0

39,091

9,772

1.2

62,044

0

0 1,710

0 11,711

0 5,264

13,9480 0

0

17,1780 0 10,288

21,146

0.0

0 0 19,767 38,360

6,742

0.9 0.0

10,438

9,7721,710 6,267

9,775

9,7721,710 6,267

0.0

当初予算額 9,177 0 0 11,969

0 0 7,761

計画額 1,795 0

0.9

16,211

1,710 6,267

決算額



H30

頭
計画値 450

600

400 計画値 400

実績値 1,239

計画値 350

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

20 計画値 20
セット

計画値 20 計画値

計画値
有害鳥獣捕獲件数

単位 H27 H28 H29

20

実績値 3 実績値 0 実績値 1 実績値

実績値実績値 実績値

実績値 677 実績値
活
動
指
標

万円
計画値

侵入防止柵（電気柵等）設
置数

市の補助事業を活用して設置された侵入防止柵（電
気柵等）の設置数。

市内地区猟友会等により有害鳥獣捕獲され捕獲奨励
金の対象になったイノシシ及びニホンザルの頭数。

計画値

実績値

成
果
指
標

さぬき市産農産品の販売
額（JA報告による）

有害鳥獣による農作物被害額（減少していれば事業
の効果が認められる）、これが不明なら農産品販売額
（農業振興事業と成果指標を共有）。

計画値 計画値

109,000 計画値

計画値

計画値 113,000 115,000

実績値 109,000 実績値 129,000 実績値 117,000 実績値

111,000 計画値

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

19
優先度高い

点 19 点

4 点

4 点

計画値

今
後
の
方
向
性

点

4 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　市内における有害鳥獣（イノシシ・ニホンザル等）による農作物等への被害は年度によって増
減があるものの、有害鳥獣の生息数自体は増加傾向にあるため、今後も侵入防止柵の設置補
助等の農地防衛と市内地区猟友会による適切な捕獲・個体数調整を組み合わせて継続的に行
う必要があると認められる。
　ただし、将来的には、今まで継続して行ってきた対策の効果が表れ、市内農作物等への被害
が逓減していくことを目指しているため、本事業自体も縮小していくことが望ましいと考えられ
る。

　年々深刻化する農作物被害を最小限に抑える役割を果たしているため、必要であると考え
る。自主防衛（電気柵等）と捕獲を組み合わせることで、農作物を有害鳥獣から守ることを強化
できている。

／25点 3 点 ／25点
必要がある

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



2200 0

当初予算額 597 0 0 3,945

計画額 0 220

4,542

決算額

0.0当初予算額 708 0 0 4,017

0 0

4,725

計画額

決算額

0.6

3,603

0 220 220

422 0 0 3,181

220

380 0 0 3,860

当初予算額 523 0 0 3,994

0 0計画額

当初予算額 1,828

8,446

―

0 0 9,106

0.04,517

0.0

0 0 15,022 15,824

0 0 7,981 7,981

0

決算額

0.7

4,240

0 220

○市生活研究グループ連絡協議会への補助
○産地づくり補助金
○産地育成強化推進事業（農業協同組合・農事組合法人等へ
の機械整備等補助）
○環境保全型農業直接支払交付金

さぬき市の重点推進作物の出荷支援
や集落営農法人等への機械導入支
援、農業者の経営能力向上を支援し
た。また、環境に配慮した農業に取り
組む事業者に対する支援を行った。

決算額 0

9,106

―0 0 20,402 22,230

0 8,446 0.6

0 0 8,446

決算額 802

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

項 05

事業費（千円）

農業振興費

H28

○市生活研究グループ連絡協議会への補助
○産地づくり補助金
○産地育成強化推進事業（農業協同組合・認定農業者・農事
組合法人等への機械整備等補助）
○環境保全型農業直接支払交付金

特産品研究・産直活動や重点推進作
物の出荷支援や集落営農法人等へ
の機械導入支援、農業者の経営能力
向上を支援した。

事
業
概
要

消費者ニーズに対応した付加価値の高い農産物を安定的に
生産し、多様な流通・販売体制により産地づくりを図る。また、
地産地消や食育の推進、さらに食の安全・安心の確保に向け
た取り組みにより、消費者との信頼関係を深める。

農作物生産に対する支援を行い、安
定的な生産及び健全な経営を図る。
また、食への意識を高めるため、親
子参加型の食育推進活動等を行う。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

8,446

具
体
的
取
組

○市生活研究グループ連絡協議会への補助
○産地づくり補助金
○大串ぶどう園撤去事業
○大串ぶどう園土地借上料

・農業者団体の農産物生産価値を高
める活動に対し支援した。
・大串ぶどう園の土地賃貸借契約期
間満了のため、地権者へ土地を返還
した。

H30

○市生活研究グループ連絡協議会への補助
○産地育成強化推進事業（農業協同組合・農事組合法人等へ
の機械整備等補助）
○環境保全型農業直接支払交付金

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ⑤ ⑤農産物のブランド化と６次産業化の推進、地産地消の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

15

農業費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 産地づくり事業 担当課 農林水産課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 平成30年6月15日

款 30 農林水産業費

基本施策 3 (3) 農林業の振興



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

消費者のニーズに対応した付加価値の高い農産物を安定的、効率的に生産するための支援を
行い、農産物の産地としての基盤を強化する。また、環境に配慮した環境保全型農業の取り組
みを支援する。

　特色ある農作物の産地を育成し、また、地域の特性を生かした個性的な生産・販売ができる
環境を整備し、さぬき市ならではのきめ細やかな支援対策を推進するために必要な事業であ
る。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

3 点点

点19

点

点

5 点

3

19

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

3

評価点

点 3

実績値

評価点合計

点

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

実績値 実績値 実績値

実績値

3

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

実績値

200 計画値

実績値

205 計画値 210 計画値 215

216 実績値 219 実績値 216

活
動
指
標

人
計画値

計画値

成
果
指
標

市内に農作物直売所に出
品している農業者数

地産地消を促進するため、市内の農産物直売所に農
産物を出品している農業者の総数。

計画値

実績値

さぬき市生活研究グルー
プ連絡協議会活動回数

生活研究グループ員相互の連絡と親睦を密にし、グ
ループ活動の促進と地域の発展に寄与する。

回
計画値 計画値 12

計画値 計画値計画値

実績値14 実績値 12 実績値 12

単位 H27

12 計画値 12計画値12

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



3,9750 0

当初予算額 8,350 0 0 0

計画額 7,075 11,050

8,350

決算額

0.0当初予算額 7,000 0 0 0

7,075 0

7,000

計画額

決算額

0.3

7,803

0 3,975 11,050

7,803 0 0 0

11,050

6,581 0 0 0

当初予算額 7,500 0 0 0

7,075 0計画額

当初予算額 30,422

11,545

―

0 0 15,898

0.07,500

0.0

0 0 2,991 24,439

0 0 2,991 10,055

0

決算額

0.3

6,581

0 3,975

○経営所得安定対策等推進事業 水稲の生産管理を行うとともに、国が
実施する有効な水田活用の方策に則
り、農業者の所得の安定化を図った。

決算額 7,064

44,695

―0 0 3,973 34,395

0 3,973 0.5

0 0 3,973

決算額 21,448

当初予算額 7,572

計画額 7,572

計画額 28,797

項 05

事業費（千円）

農業振興費

H28

○経営所得安定対策等推進事業 ・水稲の生産管理を行うことにより、
農業者の経営所得安定を図った。

事
業
概
要

国の農業政策については、大きな転換期を迎えている中、農
産物の安定供給、産地育成強化を図る。

地域協議会と連携し、農産物の安定
供給及び経営所得の改善を図る。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

11,545

具
体
的
取
組

○産地育成強化推進事業（農業協同組合・認定農業者・農事
組合法人等への機械整備等補助）
○経営所得安定対策等推進事業
○環境保全型農業直接支援事業

・集落営農組織等に対し、新たな機械
の導入支援をした。
・水稲の生産管理を行うことにより、
農業者の経営所得安定を図った。
・環境保全に効果の高い営農活動促
進支援を行った。

H30

○経営所得安定対策等推進事業

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ⑤ ⑤農産物のブランド化と６次産業化の推進、地産地消の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

15

農業費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 米政策改革支援事業 担当課 農林水産課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 平成30年6月15日

款 30 農林水産業費

基本施策 3 (3) 農林業の振興



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

国の農業施策である経営所得安定対策事業を実施し、米麦を中心に経営している農業者の農
業経営の安定を図る。今後、主食用米の水稲生産については国からの生産数量の提示がなく
なり、各農業者が需要に応じた生産量を判断し経営することとなることから、本事業による農業
者への啓発が重要となる。

　国の農業施策については、大きな転換期を迎え、米の生産調整等について各農業者の適切
な判断が必要とされ、本事業での取り組みが重要となる。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

4 点点

点21

点

点

4 点

4

21

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

4

評価点

点 4

実績値

評価点合計

点

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

実績値 実績値 実績値

実績値

4

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

実績値

90 計画値

実績値

90 計画値 90 計画値 -

94 実績値 91 実績値 91

活
動
指
標

％
計画値

計画値

成
果
指
標

生産調整への取り組み成
果

県から割り当てられた作付け面積に対する達成率。

計画値

実績値

生産調整の説明会開催回
数

生産調整に伴う説明会の開催回数。

回
計画値 計画値 -

計画値 計画値計画値

実績値20 実績値 19 実績値 5

単位 H27

20 計画値 20計画値20

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



13,1000 0

当初予算額 0 0 0 2,732

計画額 0 13,100

2,732

決算額

0.0当初予算額 0 0 0 1,783

0 0

1,783

計画額

決算額

0.4

677

0 2,500 2,500

0 0 0 677

1,100

0 0 0 14,278

当初予算額 0 0 0 16,368

0 0計画額

当初予算額 0

5,942

―

0 0 22,642

0.016,368

0.0

0 0 20,409 20,409

0 0 5,454 5,454

0

決算額

0.4

14,278

0 1,100

○ワイン加工施設電気設備（ＬＢＳ及びトランス・コンデンサー）
交換

電気設備（LBS及びコンデンサー）の
更新を行い、施設の適正管理に努め
た。

決算額 0

22,642

―0 0 26,825 26,825

0 5,942 0.2

0 0 5,942

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

項 05

事業費（千円）

農業農村施設費

H28

○ワイン加工施設屋根修繕 ・加工施設の屋根の防水シートを改
修し、建物内の雨漏りを防ぐととも
に、建物の外観風景等の回復を図っ
た。

事
業
概
要

老朽化している施設を適切に管理し、良質なさぬき市産ワイン
の生産に寄与する。また、老朽化による電気・機械設備のトラ
ブルを防止するため、計画的に機器交換を実施する。

老朽化している施設の適正管理を行
うことにより、安心、安全で良質なワ
インの製造を図る。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

5,942

具
体
的
取
組

○ワイン加工施設貯酒冷却器更新
○ワイン加工施設電気設備（ＰＡＳ）交換

・ワイン貯酒冷却器更新により、ワイ
ンの品質向上を図った。
・電気設備（ＰＡＳ）を修繕し、施設及
び周辺地域への安全確保を行なっ
た。

H30

○ワイン等アルコール測定装置更新

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ⑤ ⑤農産物のブランド化と６次産業化の推進、地産地消の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

22

農業費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 ワイン加工施設管理事業 担当課 農林水産課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 平成30年6月15日

款 30 農林水産業費

基本施策 3 (3) 農林業の振興



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

当該施設は県内唯一のワイン加工施設であり、大串自然公園の入口付近に位置する。建物は
建設以来２８年を経過しており、建物の経年劣化が顕著となっている。屋根の改修工事を行い、
建物外観風景を回復させ、来客者の印象や、大串半島全体の印象が良くするとともに、安心、
安全で良質なワインを生産する環境を確保することにより、さぬきワインの品質を向上させ、消
費者の満足度を高める。アルコール測定装置を導入し、品質のチェックを正確に実施し、加工施
設として適切な品質管理を実施する。

県内唯一のワイン加工施設であるが、建築以来２８年を経過しており、経年劣化、また電気・機
械設備等の痛みが顕著となってきている。屋根の改修工事により、大串半島のロケーションに
見合う建物外観風景を回復させ、来客者の印象や、大串半島全体の印象をよくしている。今後、
適切な施設管理により安心・安全で品質の良いワインの生産を図る。また、商工観光課とも連
携をとり、大串半島全体としての在り方の検討が必要である。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

3 点点

点18

点

点

4 点

3

18

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

↑32444 計画値 計画値

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

4

評価点

点 4

実績値

評価点合計

点

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

実績値 実績値 実績値

実績値

3

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

実績値

34,870 計画値

実績値

33,306 計画値 33,306 計画値 33,306

32,404 実績値 33,444 実績値 32,884

活
動
指
標

千円
計画値

計画値

成
果
指
標

ワイン売上 ワインの売上高。

計画値

実績値

ワイン加工施設修繕件数 施設の適正管理係る修理件数。

件
計画値 計画値 3

計画値 計画値計画値

実績値2 実績値 1 実績値 1

単位 H27

1 計画値 3計画値2

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

農林水産業費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 地域活性化複合施設管理事業①（施設管理・運営関係） 担当課 農林水産課 記入日 平成30年6月15日

30

22 農業農村施設費

基本施策 3 (3) 農林業の振興 項 05

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ⑤ ⑤農産物のブランド化と６次産業化の推進、地産地消の推進 目

Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款

農業費

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

1,000 11,093

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

旧多和小学校施設を活用し、天体望遠鏡博物館を核とした地
域活性化複合施設を整備して運営していくことで、市の観光及
び産業の振興、定住促進など、地域活性化のための取組を推
進していく事業である。

産直、どぶろく、天体望遠鏡博物館と
地域活性化複合施設を整備し、市の
観光等に推進していく。 ―0 1,000 19,155

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H29

指定管理者とともに、地域活性化複合施設「結願の里」の施設
の運営管理を行う。

施設の適切な維持管理のため、天体
望遠鏡博物館の網戸や排煙オペレー
ター等の修繕を行った。

計画額

0

0

0

H28

指定管理者とともに、地域活性化複合施設「結願の里」の施設
の運営管理を行う。

天体望遠鏡収納庫の整備により、天
体望遠鏡博物館の施設の充実を図っ
た。
また、施設の老朽化に伴う屋上防水
修繕工事等を行い、施設の適切な維
持管理に努めた。

計画額

決算額

H30

当初予算額 0

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

0

当初予算額 0

0

当初予算額 7,188

0

指定管理者とともに、地域活性化複合施設「結願の里」の施設
の運営管理を行う。

決算額

指定管理者とともに、地域活性化複合施設「結願の里」の施設
の運営管理を行う。

平成28年3月13日からの天体望遠鏡
博物館開館に向けて、役員会等で協
議を重ねた。指定管理者、天体望遠
鏡関係者、政策課と協力して式典を
成功させた。

計画額 0

0

―

0 1,000 2,843

3,8432,843

1,000

12,093

3,843

0.2

20,155

0

0 1,000

0 3,908

0 13,331

7,1880 0

0

4,9820 0 4,982

4,142

0.0

0 1,000 21,591 22,591

2,908

0.4 0.0

13,331

2,7500 2,750

2,750

2,7500 2,750

0.0

当初予算額 0 0 0 4,142

0 0 5,352

計画額 0 0

0.3

5,352

0 2,750

決算額



H30

箇所
計画値 0

3

2 計画値 2

実績値 5

計画値 2

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値計画値 計画値

計画値
修繕箇所数

単位 H27 H28 H29

実績値 実績値 実績値 実績値

実績値実績値 実績値

実績値 0 実績値
活
動
指
標

人
計画値

施設の機能維持を図り、利用者が快適に利用できる
ように適宜修繕を施す。

計画値

実績値

成
果
指
標

施設入場者数（天体望遠
鏡博物館）

土日、土日に係る祝日の施設入場者数。

計画値 計画値

500 計画値

計画値

計画値 3,000 3,000

実績値 401 実績値 3,017 実績値 3,183 実績値

3,000 計画値

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

16
優先度高い

点 16 点

4 点

2 点

計画値

今
後
の
方
向
性

点

3 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
2

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　天体望遠鏡博物館は老朽化と寒冷地であるため施設の故障が多いため、必要に応じて修繕
する。
　また、市の観光及び産業の振興など地域活性化のため、指定管理者とともに施設の管理運営
を行う。。

旧多和小学校施設を活用し、地域活性化複合施設を整備して運営していくことで、市の観光及
び産業の振興等、地域活性化のための取組を推進していく重要な事業である。天体望遠鏡博
物館も開館し、今後さぬき市の観光の１つとして重要な役割を担う施設である。

／25点 3 点 ／25点
必要がある

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



1200 0

当初予算額 0 0 0 210

計画額 0 120

210

決算額

0.0当初予算額 0 0 0 210

0 0

210

計画額

決算額

0.3

118

0 120 120

0 0 0 118

120

21,140 0 0 118

当初予算額 0 0 0 210

0 0計画額

当初予算額 0

120

―

0 0 480

0.0210

0.0

0 0 350 21,490

0 0 114 114

0

決算額

0.2

21,258

0 120

○県畜産協会負担
○県畜産共進会補助
○鳥インフルエンザ発生に伴う防疫事業

・さぬき市が加盟している公益社団法
人香川県畜産協会に対して負担金を
拠出した。
・農家の生産意欲及び市内畜産物の
品質の向上を図るため、香川県畜産
共進会への出品補助を行った。

決算額 0

480

―0 0 750 750

0 120 0.2

0 0 120

決算額 21,140

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

項 05

事業費（千円）

畜産業費

H28

○県畜産協会負担
○県畜産共進会補助
○畜産競争力強化対策整備事業補助

搾乳作業や堆肥生産の効率化を通じ
て規模拡大を図るモデル的な酪農経
営を育成・支援することを目的に、家
畜飼養管理施設（ミルキングパー
ラー）の導入に対する補助を行った。

事
業
概
要

外国産食肉の輸入拡大、食の安全性の問題など、取り巻く環
境が非常に厳しい畜産農家の意欲拡大を図るための事業。

高齢化・後継者不足及び飼料価格高
騰等の複数の要因により、経営環境
が厳しさを増している市内酪農・畜産
農家に対し、県畜産共進会への出品
補助等を行い、農家の生産意欲の向
上に資するための事業である。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

120

具
体
的
取
組

○県畜産協会負担　（負担金　110千円）
○県畜産共進会補助　（家畜搬入運賃補助　１頭分）

・さぬき市が加盟している公益社団法
人香川県畜産協会に対して負担金を
拠出した。
・農家の生産意欲及び市内畜産物の
品質の向上を図るため、香川県畜産
共進会への出品補助を行った。

H30

○県畜産協会負担
○県畜産共進会補助
○農協各部会（酪農部会・肉牛部会）等補助

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ⑤ ⑤農産物のブランド化と６次産業化の推進、地産地消の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

30

農業費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 畜産振興事業 担当課 農林水産課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 平成30年6月15日

款 30 農林水産業費

基本施策 3 (3) 農林業の振興



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

122

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　さぬき市が加盟している公益社団法人香川県畜産協会は、畜産経営の安定向上と良質な畜
産物の生産、消費等の事業を推進して、畜産の振興に寄与することを目的としているものであ
り、今後も事業を継続していく必要がある。
　また、高齢化・後継者不足及び飼料価格高騰等の複数の要因により、厳しい経営状況に置か
れている市内酪農・畜産農家に対しては、今後とも県畜産共進会への出品補助等を行い、農家
の生産意欲の向上を継続的に図っていく必要がある。

畜産農家は、厳しい経営状態にあるため、畜産共進会への支援は減少する畜産農家及び畜産
業活性化のために必要であると思われる。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

4 点点

点17

点

点

3 点

3

17

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

130 計画値 140 計画値 140

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

4

評価点

点 4

実績値

評価点合計

点

１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

実績値 実績値 実績値

実績値

4

なっていない ⇒

実績値 117

100 計画値

実績値 105 実績値

実績値

12 計画値

実績値

12 計画値 12 計画値 12

10 実績値 13 実績値 11

活
動
指
標

農協畜産部会（酪農部会・
肉牛部会）の会員数

農協畜産部会（酪農部会・肉牛部会）の会員数。

頭
計画値

計画値

成
果
指
標

県畜産共進会への出品頭
数

牛・豚等の改良の成果と肉の品質を競う県畜産共進
会に出品された家畜頭数。

人
計画値

実績値

県畜産共進会への出品頭
数

県畜産共進会への出品頭数。

頭
計画値 計画値 12

計画値 計画値計画値

実績値10 実績値 13 実績値 11

単位 H27

12 計画値 12計画値12

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



8,4910 0

当初予算額 920 0 0 15,813

計画額 4,688 13,179

16,733

決算額

0.0当初予算額 1,852 0 0 15,963

4,688 0

17,815

計画額

決算額

0.6

14,698

0 9,009 13,697

1,127 0 0 13,571

13,179

1,657 0 0 13,060

当初予算額 3,775 0 0 18,170

4,688 0計画額

当初予算額 10,737

14,790

―

0 0 36,591

0.021,945

0.0

0 0 37,763 43,343

0 0 11,132 13,928

0

決算額

0.6

14,717

0 8,491

○森林の管理並びに施業（植栽、保育等）への補助金
○市有林の管理及び施業（除間伐）

さぬき市森林整備計画に基づき、市
有林の適正な維持管理に努めた。ま
た、同様に私有林についても経営計
画に基づき、保育施業等を行い、県
査定額の１割以内を上限とし、補助を
行った。

決算額 2,796

54,845

―0 0 60,546 71,283

0 10,600 0.7

0 0 10,600

決算額 5,580

当初予算額 4,190

計画額 4,190

計画額 18,254

項 10

事業費（千円）

林業振興費

H28

○森林の管理並びに施業（植栽、保育等）への補助金
○市有林の管理及び施業（除間伐）

さぬき市森林整備計画に基づき、保
育間伐、竹林伐採等を行い、適正な
維持管理に努めた。また、同様に私
有林についても保育施業を行い、県
査定額の１割以内を上限とし、補助を
行った。

事
業
概
要

森林施業の振興と森林の公益的機能の充実を図る。 森林の適切な維持管理及び保全を
行うことにより自然環境の維持を目的
とする。さぬき市森林経営計画に基
づき適切な施業を推進し、森林資源
の育成と多面的機能の維持管理を図
る。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

14,790

具
体
的
取
組

○森林の管理並びに施業（植栽、保育等）への補助金
○市有林の管理及び施業（搬出間伐）

さぬき市森林経営計画に基づき、計
画的に下刈り、間伐等の保育施業を
行った。また、私有林についても同様
に保育施業を行う者に県査定額の１
割を補助金として交付した。

H30

○森林の管理並びに施業（植栽、保育等）への補助金
○市有林の管理及び施業（除間伐）

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ⑥ ⑥林業基盤の整備

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

05

林業費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 林業振興事業 担当課 農林水産課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 平成30年6月15日

款 30 農林水産業費

基本施策 3 (3) 農林業の振興



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

さぬき市森林経営計画に基づき、森林の適正な整備・保全を行い、森林を健全な状態で維持・
管理し、本来の森林が有する多面的機能を十全に発揮させる。また、私有林についても経営計
画に基づき施業を行った。今後も国県補助金等を含め、他事業と連携し各種様々な面で効率的
に維持管理を行う。

木材価格の長期低落傾向から脱する見通しがつけにくく、また所有者の山林に対する投資意識
は薄く、今後の森林の荒廃が危惧されるところである。しかし、森林環境保全のため、市森林経
営計画に基づく施業、私有林施業に対し補助金交付することにより所有者負担の軽減を図り、
森林荒廃を少しでもくいとめる必要がある。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

4 点点

点18

点

点

4 点

3

18

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

3

評価点

点 3

実績値

評価点合計

点

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

実績値 7 実績値 5 実績値

実績値

4

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

実績値

63 計画値

実績値

46 計画値 41 計画値 39

56 実績値 58 実績値 40

5

活
動
指
標

ha
計画値

市有林整備 さぬき市森林経営計画の基づき、市有林整備を施業
する。

計画値

成
果
指
標

森林施業の効率化 整備を終えた森林の面積または比率。

計画値

ha

実績値

私有林整備補助 私有林の整備（植栽・保育等）に対し補助金を交付し、
森林環境改善等を目的とした施業の集約化を促進す
る。

ha
計画値 計画値 35

14 計画値 11 計画値 4計画値 6

実績値49 実績値 53 実績値 35

単位 H27

35 計画値 35計画値49

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



5,1699,600 1,911

当初予算額 20,963 9,000 2,209 11,774

計画額 13,826 30,506

43,946

決算額

0.0当初予算額 2,225 1,800 950 6,648

13,826 9,600

11,623

計画額

決算額

0.5

8,762

1,911 5,169 30,506

1,128 1,200 638 5,796

30,506

3,394 3,800 373 4,699

当初予算額 7,521 0 430 5,181

13,826 9,600計画額

当初予算額 35,110

14,862

―

32,000 6,143 22,358

0.013,132

0.0

8,200 1,613 16,802 35,479

3,200 602 6,307 14,451

3,200

決算額

0.5

12,266

1,911 5,169

○国庫補助林道整備事業1路線
○県単独補助林道整備事業2路線
○林道維持修繕

林道長尾谷鈴竹線路肩改良、林道矢
筈太郎兵衛線法面改良（モルタル吹
付工）を行った。林道改良を行うこと
により、災害に強く、安全で安心して
走行できる林道整備を目指す。

決算額 4,342

106,380

―14,000 3,999 30,454 83,563

410 6,851 0.6

3,200 410 6,851

決算額 8,864

当初予算額 4,401

計画額 4,401

計画額 45,879

項 10

事業費（千円）

治山林道建設費

H28

○国庫補助林道整備事業1路線
○県単独補助林道整備事業2路線
○林道維持修繕

林道長尾谷杖立線法面改良（モルタ
ル吹付工）を行った。改良を行うこと
により、土砂崩れ等の防止を行い、事
故を未然に防ぐ。また、今後も定期的
な改良を行い安全で適正な林道管理
を行う。

事
業
概
要

林道の改良及び維持管理並びに治山 さぬき市林道は42路線あり、解説後
長い年月が経っており損傷が大きく
なっている個所が見受けられる。通行
時等の安全性を保持し、事故等を未
然に防ぐため危険と判断される路線
について治山事業を施業する。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

14,862

具
体
的
取
組

○県単独補助林道整備事業2路線県単独補助治山事業1ヶ所
○林道維持修繕

林道改良事業として2路線、橋梁改修
1ヶ所及び維持修繕を行った。また、
林道の状況を調査することにより今
後の改良、維持修繕の計画的施業の
推進につとめる。

H30

○国庫補助林道整備事業1路線
○県単独補助林道整備事業2路線
○林道維持修繕

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ⑥ ⑥林業基盤の整備

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

10

林業費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 治山林道事業 担当課 農林水産課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 平成30年6月15日

款 30 農林水産業費

基本施策 3 (3) 農林業の振興



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

林道は、木材生産機能、森林の保全・水源かん養、森林管理等において重要な道路である。ま
た、山村地域の生活や産業活動のためにも利用され生活道の一部としても有効利用されてい
る。そのため、維持管理は必要不可欠なものであり、今後も定期的な改良事業を行う。また、計
画的に林道改良を行うことにより、山地災害等を未然に防ぎ、安全で安心して利用できる林道
管理を目指す。

市内における林業振興には、植栽、枝打ち、間伐材搬出等施業の基幹となる林道整備は必要
不可欠であり、継続的に維持管理し、また生活道的役割も担っているため、林道の通行の安全
を確保するための適正管理であることから、継続的な事業の遂行が必要である。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

4 点点

点18

点

点

3 点

4

18

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

4

評価点

点 4

実績値

評価点合計

点

１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

実績値 12 実績値 11 実績値

実績値

4

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

実績値

12 計画値

実績値

12 計画値 12 計画値 12

15 実績値 12 実績値 11

10

活
動
指
標

整備数
計画値

林道維持修繕 林道通行時に支障となる雑草木、崩土の除去等の修
繕を行う。

計画値

成
果
指
標

林道施設の保全 適切に保全されている林道施設の数。

計画値

修繕数

実績値

林道施設等の改良 老朽化した林道の修繕を行い、適正な維持管理を行
う。

改良数
計画値 計画値 2

10 計画値 10 計画値 10計画値 10

実績値3 実績値 1 実績値 1

単位 H27

2 計画値 2計画値2

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



決算額

当初予算額 0 0 0 322

計画額 0 0

322

281

0

0

715 715

715

○教育のもり維持管理 Ｈ28末の前山小学校の廃止に伴い、
椎茸植菌の体験学習については開
催していないが、教育のもり施設につ
いては適正な維持管理を行った。

計画額 0 0

502

決算額 0 0 0

0 715

0.1

0 686 686

0.0当初予算額 0 0 0 502

686

決算額 0 0 0 363 363

0.1 0.0当初予算額 0 0 0 686

281

710

0.1 0.0

0 0 1,133 1,133

0 0 489

0 0 710

489

0 0 710 710

H30

○教育のもり維持管理

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

○教育のもり維持管理
○椎茸植菌等の体験学習会実施

教育のもりの適切な維持管理を行
い、地域の児童に向けて、椎茸植菌
の体験学習を開催する。

計画額 0

H28

○教育のもり維持管理
○椎茸植菌等の体験学習会実施

教育のもりの適切な維持管理を行
い、地域の児童に向けて、椎茸植菌
の体験学習を開催する。H28末に前
山小学校が閉校することに伴い、H29
年度より椎茸植菌の体験学習を休止
する。

H29

計画額 0

当初予算額 0

H27
|

H30

事
業
概
要

地域住民、一般利用者が森林とのふれあいや体験学習を通じ
て、森林や山村に対する理解を深め、地域の再発見、地域づ
くりへの参加、及び世代間、地域間交流の促進を図る。

多和地区にある施設（教育のもり）の
適切な維持管理を行い、炭焼き施設
を利用した、炭焼きやシイタケの植菌
を地域の児童に体験学習をさせるこ
とにより、森林への親しみを深める。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

2,826

― ―0 0 2,220 2,220

0 0 2,826

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ⑦ ⑦森林への総合理解の浸透 目 05 林業振興費

基本施策 3 (3) 農林業の振興 項 10 林業費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款 30 農林水産業費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 教育のもり管理事業 担当課 農林水産課 記入日 平成30年6月15日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計



必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

3

理
由

　椎茸植菌等の体験学習会は、前山小学校が平成28年度末を持って閉校したので、平成29年
度以降は休止している。
　教育のもり施設の利用が無くなることに伴い、本施設の休止について、香川県みどり整備課と
協議した結果、施設を建設するに当たって国及び県の補助金を活用していることから“休止する
ことが出来ない”との回答であった。
　本施設に設置されているトイレのみ日常的に利用されていることから、現状どおり適切な維持
管理に努める。
　ただし、民間等による施設の利用要望により有効活用が見込める場合は協議・検討の上、活
用するものとする。

前山小学校は閉校したが、施設を休止することはできない為、現状どおりの維持管理が必要で
ある。

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 ／25点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

7４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 1 点
余地がある ⇒ 余地はない

1 点

点

1 点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 1 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

15

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

実績値

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

計画値

計画値 0

計画値 0

実績値 11 実績値 12 実績値 0 実績値

計画値

実績値 実績値 実績値

実績値

成
果
指
標

体験学習の参加者数 体験学習の参加者数。

人
計画値 10 計画値

日
計画値 10 計画値 10

10 計画値 0

計画値

活
動
指
標

計画値 0

実績値 7 実績値 6 実績値 0

教育のもり体験学習実施
回数

炭焼窯を利用した炭焼きや椎茸の植菌などの体験学
習を行った回数。

回
計画値 1

実績値 1 実績値 1 実績値 0 実績値

遊歩道整備業務日数 遊歩道の草刈りや路肩修繕等の土木作業を行った日
数。

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

単位 H27

1 計画値 0計画値 計画値 0

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



決算額

当初予算額 0 0 455 4,154

計画額 0 0

4,609

3,512

486

0

2,210 2,696

2,696

○漁港施設維持管理
○漁港埋立地調査測量業務

漁港施設の修繕を実施し、適切な管
理、運営を図った。
また、未登記の漁港について、調査
測量の上、登記することで適切な管
理を図った。

計画額 0 0

3,641

決算額 0 0 486

486 2,210

0.2

486 2,795 3,281

0.0当初予算額 0 0 486 3,155

3,281

決算額 0 0 486 2,522 3,008

0.2 0.0当初予算額 0 0 486 2,795

3,026

2,696

0.4 0.0

0 1,458 8,280 9,738

0 486 2,732

0 486 2,210

3,218

0 486 2,210 2,696

H30

○漁港施設維持管理
○漁港埋立地調査測量業務

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

○漁港施設維持管理
○漁港埋立地調査測量業務

漁港施設の修繕を実施し、適切な管
理、運営を図った。
また、未登記の漁港について、調査
測量の上、登記することで適切な管
理を図った。

計画額 0

H28

○漁港施設維持管理
○漁港埋立地調査測量業務

漁港施設の修繕を実施し、適切な管
理、運営を図った。
また、未登記の漁港について、調査
測量の上、登記することで適切な管
理を図った。

H29

計画額 0

当初予算額 0

H27
|

H30

事
業
概
要

市内11漁港区域内における施設の維持、保全並びに施設利
用について、適切な管理、運営を図る。

漁港施設の円滑な利用を維持するた
め、継続的かつ適切な維持管理に努
めていく。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

11,369

― ―0 1,913 12,314 14,227

0 1,944 9,425

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ① ①漁業生産基盤の整備 目 10 漁港管理費

基本施策 4 (4) 水産業の振興 項 15 水産業費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款 30 農林水産業費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 漁港管理事業 担当課 農林水産課 記入日 平成30年6月15日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計



必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

5

理
由

漁港施設の円滑な利用を維持するため、継続的かつ適切な維持管理に努めていく。 施設の円滑な利用を維持するため今後も継続していく必要があると思われる。

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

20４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 5 点
余地がある ⇒ 余地はない

3 点

点

4 点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 3 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

20

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

実績値

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

計画値

計画値

計画値 405

実績値 420 実績値 394 実績値 395 実績値

計画値

実績値 実績値 実績値

実績値

成
果
指
標

漁港の登録漁船数 漁港に登録している漁船数。

隻
計画値 420 計画値

計画値 計画値

415 計画値 410

計画値

活
動
指
標

計画値

実績値 実績値 実績値

修繕箇所数 施設の機能を維持するための年間の修繕箇所数を指
標とする。

箇所
計画値 10

実績値 9 実績値 7 実績値 7 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

単位 H27

10 計画値 10計画値 計画値 10

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



決算額

当初予算額 37,500 22,800 4,520 17,916

計画額 54,000 25,200

82,736

49,073

0

17,600

3,794 83,644

80,700

○地震・津波対策事業　地質調査・測量設計（脇元）（H28繰越
分）
○水産物供給基盤機能保全計画書作成事業2漁港（白方、
泊）
○単独事業　海岸保全区域の見直し（白方、長浜）
○単独事業　深浅測量・潜水探査（泊）

高潮・地震・津波対策等を図り、漁港
背後集落の安全、安心を確保すると
ともに、漁港施設の機能保全を図り、
施設の長寿命化を図るための計画及
び区域の見直しを行った。

計画額 55,750 24,100

85,307

決算額 23,896 8,200 530

0 1,500

0.4

1,095 4,415 73,055

0.0当初予算額 47,350 18,100 971 18,886

73,055

決算額 13,393 7,300 502 3,973 25,168

0.4 0.0当初予算額 49,945 17,600 1,095 4,415

16,447

17,299

0.4 0.0

19,300 1,032 26,894 90,147

3,800 0 6,474

7,200 436 2,413

15,906

7,200 436 2,413 17,299

H30

○県単独補助漁港整備事業2漁港（脇元・泊）
○地震・津波対策事業（脇元）
○単独事業　地震・津波対策事業（脇元）に伴う電柱・物件移
転補償

決算額 5,632

H27

具
体
的
取
組

○県単独補助漁港整備事業1漁港（小田浦）
○水産物供給基盤機能保全調査事業4漁港（脇元、小田浦、
白方、泊）

高潮・地震・津波対策等を図り、漁港
背後集落の安全、安心を確保すると
ともに、漁港施設の機能保全を図り、
施設の長寿命化を図るための調査を
行った。

計画額 7,250

H28

○県単独補助漁港整備事業1漁港（小田浦）（H27繰越分）
○県単独補助漁港整備事業2漁港（小田浦、室沖）
○水産物供給基盤機能保全計画書作成事業2漁港（脇元、小
田浦）
○地震・津波対策事業　地質調査（脇元）

高潮・地震・津波対策等を図り、漁港
背後集落の安全、安心を確保すると
ともに、漁港施設の機能保全を図り、
施設の長寿命化を図るための計画を
行った。

H29

計画額 49,945

当初予算額 7,250

H27
|

H30

事
業
概
要

水産物の生産、流通の拠点づくりを推進し、水産物の安定供
給に資するため、漁場漁港施設を整備する。

漁港背後集落の安全、安心を確保す
るため、継続して漁港施設の適切な
整備に努めていく。

計画額 166,945

当初予算額 142,045

決算額 42,921

254,698

― ―65,700 7,022 43,630 258,397

74,100 1,531 12,122

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ① ①漁業生産基盤の整備 目 15 漁港建設費

基本施策 4 (4) 水産業の振興 項 15 水産業費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款 30 農林水産業費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 漁港建設事業 担当課 農林水産課 記入日 平成30年6月15日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計



必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

5

理
由

漁港背後集落の安全、安心の確保や水産振興を図るために、老朽化に伴う漁港施設の長寿命
化を図るとともに、高潮・地震・津波対策、施設等改良工事を実施していくことは必要不可欠で
あることから、適切な事業の実施に努めていく。

施設の円滑な利用を維持するため今後も継続していく必要があると思われる。

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

25４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 5 点
余地がある ⇒ 余地はない

5 点

点

5 点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 5 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

25

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

実績値

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

計画値

計画値

計画値 405

実績値 420 実績値 394 実績値 395 実績値

計画値

実績値 実績値 実績値

実績値

成
果
指
標

漁港の登録漁船数 漁港に登録している漁船数。

隻
計画値 420 計画値

計画値 計画値

415 計画値 410

計画値

活
動
指
標

計画値

実績値 実績値 実績値

単独県費補助事業計画箇
所数

漁港の整備及び高潮対策を実施する。

箇所
計画値 2

実績値 1 実績値 3 実績値 0 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

単位 H27

2 計画値 1計画値 計画値 1

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



決算額

当初予算額 1,800 0 0 6,544

計画額 100 0

8,344

4,501

0

0

3,178 3,278

3,278

○漁村センター管理委託
○香川県水産振興協会、栽培漁業事業化促進事業、水産多
面的機能発揮対策地域協議会への負担金
○各種水産振興事業への補助金（種苗放流事業等）
○水産業振興基礎調査

漁村センターを適切に維持管理し、
各種事業への負担金、補助金を適切
に執行し、漁業生産の増大を図った。
また、今後の水産振興のための海洋
水質調査を継続的に実施した。

計画額 100 0

5,463

決算額 100 0 0

0 3,178

0.1

0 4,439 4,539

0.0当初予算額 100 0 0 5,363

4,539

決算額 1,099 0 0 3,361 4,460

0.1 0.0当初予算額 100 0 0 4,439

4,401

3,498

0.1 0.0

0 0 10,560 11,859

0 0 2,798

0 0 3,398

2,898

0 0 3,178 3,278

H30

○漁村センター管理委託
○香川県水産振興協会、栽培漁業事業化促進事業、水産多
面的機能発揮対策地域協議会への負担金
○各種水産振興事業への補助金（種苗放流事業等）
○水産業振興基礎調査

決算額 100

H27

具
体
的
取
組

○漁村センター管理委託
○香川県水産振興協会、栽培漁業事業化促進事業への負担
金
○各種水産振興事業への補助金（種苗放流事業等）

漁村センターを適切に維持管理し、
各種事業への負担金、補助金を適切
に執行し、漁業生産の増大を図った。

計画額 100

H28

○水産業振興基礎調査（H27繰越分）
○漁村センター管理委託
○香川県水産振興協会、栽培漁業事業化促進事業、水産多
面的機能発揮対策地域協議会への負担金
○各種水産振興事業への補助金（種苗放流事業等）

漁村センターを適切に維持管理し、
各種事業への負担金、補助金を適切
に執行し、漁業生産の増大を図った。
また、海洋水質調査を実施し、今後
の水産業の振興のあり方を検討し
た。

H29

計画額 100

当初予算額 100

H27
|

H30

事
業
概
要

水産関係団体と連携し、種苗放流や栽培漁業を推進すること
により、水産資源の維持増大に努める。また、水産食育教室
や漁業体験活動を通して、水産物への理解と関心を高め、魚
食の普及を推進する。

資源と漁獲量の減少、種苗供給の不
安定、漁協の弱体化、漁業就業者の
減少・高齢化など、厳しい現実に直面
している中で、漁業生産の増大並び
に漁業者の福祉の増進を図る。

計画額 400

当初予算額 2,100

決算額 1,299

14,593

― ―0 0 19,524 21,624

0 0 14,193

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ② ②水産資源の確保と地産地消の推進 目 05 水産業振興費

基本施策 4 (4) 水産業の振興 項 15 水産業費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款 30 農林水産業費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 水産業振興事業①（水産資源関係） 担当課 農林水産課 記入日 平成30年6月15日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計



必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

5

理
由

資源と漁獲量の減少、種苗供給の不安定、漁協の弱体化、漁業就業者の減少・高齢化など、厳
しい現実に直面している中で、漁業生産の増大並びに漁業者の福祉の増進に努めていく。

漁業就業者の高齢化及び減少等厳しい現実に直面している中で、水産業振興に対し、必要な
事業である。

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

21４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 5 点
余地がある ⇒ 余地はない

3 点

点

5 点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 3 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

21

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

実績値

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

計画値

計画値

計画値 2,550

実績値 2,744 実績値 2,317 実績値 2,180 実績値

計画値

実績値 実績値 実績値

実績値

成
果
指
標

水産物の属人漁獲量 漁港の水産物の属人漁獲量の総トン数。

ｔ
計画値 2,700 計画値

計画値 計画値

2,650 計画値 2,600

計画値

活
動
指
標

計画値

実績値 実績値 実績値

水産振興対策事業交付件
数

水産業の振興を図るため漁協が行う事業に補助金を
交付した件数。

件
計画値 5

実績値 5 実績値 5 実績値 5 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

単位 H27

5 計画値 5計画値 計画値 5

H28 H29 H30

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止



決算額

当初予算額 0 0 0 132

計画額 0 0

132

148

0

0

185 185

167

○香川県地区小型船安全協会への負担金
○漁業者緊急支援資金利子補給金

協会への負担金を適切に執行し、漁
業者緊急支援資金利子補給を実施
し、漁業者の経営体制を支援した。

計画額 0 0

148

決算額 0 0 0

0 167

0.1

0 165 165

0.0当初予算額 0 0 0 148

165

決算額 0 0 0 165 165

0.1 0.0当初予算額 0 0 0 165

148

220

0.1 0.0

0 0 494 494

0 0 181

0 0 220

181

0 0 220 220

H30

○香川県地区小型船安全協会への負担金
○漁業者緊急支援資金利子補給金

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

○香川県地区小型船安全協会への負担金
○東讃地域マリノベーション推進協議会への負担金
○漁業者緊急支援資金利子補給金

協会への負担金を適切に執行し、漁
業者緊急支援資金利子補給を実施
し、漁業者の経営体制を支援した。

計画額 0

H28

○香川県地区小型船安全協会への負担金
○漁業者緊急支援資金利子補給金

協会への負担金を適切に執行し、漁
業者緊急支援資金利子補給を実施
し、漁業者の経営体制を支援した。
活動実績の無い東讃地域マリノベー
ション推進協議会をH28に解散した。

H29

計画額 0

当初予算額 0

H27
|

H30

事
業
概
要

漁業者の財政基盤の強化を図るための支援を行うとともに、
担い手の育成・確保のために、漁業経営の近代化や安定化な
ど漁業者の経営環境向上のための支援を行う。

資源と漁獲量の減少、種苗供給の不
安定、漁協の弱体化、漁業就業者の
減少・高齢化など、厳しい現実に直面
している中で、漁業者が将来にわ
たって安定した経営を維持・存続でき
る環境の整備を図る。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

737

― ―0 0 665 665

0 0 737

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 ③ ③経営体制の強化と担い手の確保 目 05 水産業振興費

基本施策 4 (4) 水産業の振興 項 15 水産業費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款 30 農林水産業費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 水産業振興事業②（漁業者関係） 担当課 農林水産課 記入日 平成30年6月15日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計



必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

5

理
由

資源と漁獲量の減少、種苗供給の不安定、漁協の弱体化、漁業就業者の減少・高齢化など、厳
しい現実に直面している中で、市内の漁業者が将来にわたって安定した経営を維持・存続でき
る環境の整備に努めていく。

漁業生産の増大並びに漁業者の福祉の増進を図るために有効であると思われる。

点 ／25点
必要がある ⇒

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

21４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 5 点
余地がある ⇒ 余地はない

3 点

点

5 点

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 3 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

21

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

実績値

計画値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

計画値

計画値

計画値 405

実績値 421 実績値 371 実績値 357 実績値

計画値

実績値 実績値 実績値

実績値

成
果
指
標

漁業協同組合の組合員数 市内の漁業協同組合の組合員数。

人
計画値 420 計画値

計画値 計画値

415 計画値 410

計画値

活
動
指
標

計画値

実績値 実績値 実績値

漁業者緊急支援資金利子
補給件数

市内の漁業者が将来にわたって安定した経営を維
持・存続できる環境を整えるため、漁業者緊急支援資
金の貸付けを行った融資機関に対し、漁業者緊急支
援資金利子補給金を交付する。

件
計画値 25

実績値 25 実績値 22 実績値 21 実績値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

単位 H27

25 計画値 25計画値 計画値 25

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



4,0390 269

当初予算額 12,000 0 1,492 2,201

計画額 9,672 13,980

15,693

決算額

0.0当初予算額 12,000 0 1,529 1,789

9,972 0

15,318

計画額

決算額

0.3

13,384

269 4,039 14,280

11,577 0 1,484 323

14,589

12,267 0 318 1,156

当初予算額 10,025 0 316 3,896

10,281 0計画額

当初予算額 44,624

14,907

―

0 1,076 16,156

0.014,237

0.0

0 2,143 5,418 42,004

0 341 3,939 14,879

0

決算額

0.2

13,741

269 4,039

公園内の松葉の清掃や草刈、公衆トイレの清掃など、公園内
の維持管理業務を行い、景観の保持に努める。また、七福神
と称する７本の松の周辺に柵を設置する。

修繕対応を要する箇所については、
香川県と協議の上、対応を行った。清
掃や草刈など、観光客の方が再訪し
たいと思えるような環境整備を行っ
た。

決算額 10,599

57,756

―0 3,606 11,925 60,155

269 4,039 0.2

0 269 4,039

決算額 34,443

当初予算額 10,599

計画額 10,599

計画額 40,524

項 05

事業費（千円）

観光費

H28

公園内の松葉の清掃や草刈、公衆トイレの清掃など、公園内
の維持管理業務を行い、景観の保持に努める。

清掃や草刈など、観光客の方が再訪
したいと思えるような環境整備を行っ
た。

事
業
概
要

瀬戸内海国立公園及び県立公園に指定されている津田の松
原の維持管理を行い、観光客の誘致を図ることを目的とした
事業である。

施設内の維持管理業務を行うことで、
来場者が再度訪れたいと思うような
施設とする。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

14,907

具
体
的
取
組

公園内の松葉の清掃や草刈、公衆トイレの清掃など、公園内
の維持管理業務のほか、塗装が薄くなっていた道の駅駐車場
の区画線の再塗装や台風によって破損したベンチの改修を実
施するなど、家族で公園を利用できるよう環境整備を行った。

道の駅の駐車場の区画線の再塗装
を行い、観光客が道の駅を利用しや
すい環境を整えた。今後、利用者が
安心、安全に公園を利用できるように
定期的な点検を行う。

H30

公園内の松葉の清掃や草刈、公衆トイレの清掃など、公園内
の維持管理業務を行い、景観の保持に努める。また、園内トイ
レで手洗い設備整備が不十分な箇所について対応を行う。

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ① ①魅力ある観光振興対策の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

15

商工費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 津田松原維持管理事業 担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 平成30年6月15日

款 35 商工費

基本施策 5 (5) 観光の振興



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

さぬき市は香川県から公園内の清掃業務等の業務委託を受け、維持管理を行っておりますが、
園内改修工事等の施設整備事業については香川県が実施主体となっています。そのため、施
設の安全衛生面や利便性の向上といったことについては、香川県との間で緊密に連携を取り、
施設整備で何が必要とされるか、どの案件の優先順位が高いかなどの協議を進めており、平成
29年度は七福神と称する７本の松の周辺に柵の設置を数箇所行い、貴重な松の保護のための
取組を行いました。今後も、園内施設整備を県と共に取り組むことで、施設利用者が再度訪れ
たいと思えるような環境整備に務めます。

当公園施設は、瀬戸内海国立公園及び県立公園に指定されている県内有数の景勝地であり、
園内に群生する松は、樹齢が数百年となるものもある。そういった松の管理については、香川県
が枯れ松の伐採、さぬき市が園内清掃といった形態で維持管理業務を行っているところである。
担当者記載のとおり、園内施設整備についても、県と協議を行いながら進めているところである
が、園内の松についても、樹齢の数百年を超えるものがあるために、維持管理がおろそかに
なってしまうと、景観の悪化となるだけでなく、松によって人命が脅かされる危険性もあることか
ら、利用者の安全を確保するには、より一層の連携が必要である。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

3 点点

点15

点

点

3 点

3

14

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

2

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

3

評価点

点 3

実績値

評価点合計

点

１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

実績値 9 実績値 9 実績値

実績値

3

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

実績値

200,000 計画値

実績値

200,000 計画値 200,000 計画値 200,000

191,820 実績値 187,749 実績値 202,055

18

活
動
指
標

人
計画値

修繕件数 施設に係る修繕件数
計画値

成
果
指
標

利用者数 施設利用者数

計画値

件

実績値

津田の松原関連広告数 津田の松原に係る観光雑誌等への無料広告数

回
計画値 計画値 10

12 計画値 12 計画値 12計画値 12

実績値19 実績値 14 実績値 13

単位 H27

10 計画値 10計画値10

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



11,9690 4,082

当初予算額 0 0 1,193 15,753

計画額 0 16,051

16,946

決算額

0.0当初予算額 0 0 1,178 9,423

0 0

10,601

計画額

決算額

0.4

9,717

4,082 13,969 18,051

0 0 1,038 8,679

21,051

0 0 965 8,063

当初予算額 0 0 1,356 6,687

0 0計画額

当初予算額 0

21,051

―

0 16,328 59,876

0.08,043

0.0

0 3,686 29,538 35,224

0 1,683 12,796 16,479

0

決算額

0.3

9,028

4,082 16,969

公園内で利用者に危険が及ぶ可能性がある場所の洗出を行
い、危険の解消又は回避に向けた取り組みを行う。また、野外
音楽広場や芝生広場等の草刈、公衆トイレの清掃など、恒常
的に実施している、自然公園維持管理業務について、事業効
果が高い効率で現れるよう前年事業の再点検を行う。

野外音楽広場や芝生広場等の草刈、
公衆トイレの清掃などについて、委託
事業者と連携して、来場者が再訪し
たいと思えるような環境作りに努め
た。

決算額 2,000

76,204

―0 7,809 48,832 56,641

4,082 16,969 0.2

0 4,082 16,969

決算額 2,000

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

項 05

事業費（千円）

観光費

H28

公園内で利用者に危険が及ぶ可能性がある場所の洗出を行
い、危険の解消又は回避に向けた取り組みを行う。また、野外
音楽広場や芝生広場等の草刈、公衆トイレの清掃など、恒常
的に実施している、自然公園維持管理業務について、事業効
果が高い効率で現れるよう事業の再点検を行う。

維持管理業務の実施とともに、大串
半島活性化対策検討プロジェクトチー
ムにおいて、大串半島活性化対策の
今後の方向性について検討を行っ
た。

事
業
概
要

瀬戸内海国立公園内に位置し、市民の憩いの場であり、観光
スポットである大串自然公園及びさぬき市野外音楽広場の維
持管理を行い、本市の観光振興に寄与することを目的とする
事業である。

大串自然公園の眺望を活かすため、
周辺環境の整備を順次実施し、来場
者へ安全と安心、そして快適な空間
を提供する。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

21,051

具
体
的
取
組

宿泊施設の火災報知器をリニューアルし、来場者へ安全を提
供したほか、共用部分に空調機を整備し、来場者の快適性を
向上させた。また、来場者が気持ちよく景観を楽めるよう、野
外音楽広場や芝生広場等の草刈、公衆トイレの清掃など維持
管理に努めた。このほか、市町定住・交流促進事業としてピザ
窯を設置し、市内外からの誘客効果を向上させた。

宿泊施設の火災報知器のリニューア
ルと共用部分の空調機整備が完了し
た。今後は恒常的に実施している維
持管理業務の再点検を行い、事業の
効率化を目指す。　　※市町定住・交
流促進事業はH27年度単年事業

H30

野外音楽広場や芝生広場等の草刈、公衆トイレの清掃など、
恒常的に実施している、自然公園維持管理業務について、事
業効果が高い効率で現れるよう前年事業の再点検を行う。野
外音楽広場の公衆トイレの改修、車椅子席の整備など、施設
利用者が快適に利用できるような改修工事を行う。

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ① ①魅力ある観光振興対策の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

15

商工費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 大串自然公園管理事業 担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 平成30年6月15日

款 35 商工費

基本施策 5 (5) 観光の振興



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

2 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

公共施設及び設備の安全性と快適性に対して、利用者のニーズの質が年々向上して行くのに
反し、実際の施設は老朽化が着実に進んでいます。老朽施設は何も手を打たなければ急激に
その安全性を失って行くものであり、それは大串自然公園の施設についても同様です。課題に
優先順位を設け、出来ることと出来ないことを精査し、それぞれに対処の方法を決定し、効率的
に維持管理を実施して行きます。また、テアトロンでのコンサートには、市内外から数多くの方が
来られますが、障害者や高齢者の方が利用しやすいような施設整備が遅れている状況にあるこ
とから、観客席、場内公衆トイレなどの改修工事の実施が必要です。加えて、大串自然公園でイ
ベントなどが開催される際の来場者用の駐車場不足に対応するために、現在使用していないテ
ニスコートのフェンス等を撤去することで、テニスコートを駐車場として活用できるような工事を実
施します。

大串自然公園は、その半島自体が瀬戸内海国立公園に位置し、観光資源としての価値を有し
ていることから、これを継続的に維持管理していくことが重要であると共に、誘客を図るべき方策
を取る必要がある。現状は園内の多くの施設が休止している状況であることから、既存施設の
除却を含め、今後の大串半島の活性化をどのように進めていくかの検討を進めていきたい。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

3 点点

点16

点

点

4 点

3

15

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

2

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

4

評価点

点 3

実績値

評価点合計

点

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

実績値 10 実績値 10 実績値

実績値

3

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

実績値

30,000 計画値

実績値

30,000 計画値 30,000 計画値 30,000

15,485 実績値 30,483 実績値 25,043

10

活
動
指
標

人
計画値

大串自然公園関連広告数 無料広告を掲載することで、観光客の増加を目指すた
め、広告数とする

計画値

成
果
指
標

利用者数 公園利用者数を算出することで、市内外の観光施設と
の比較と推移結果から来場者数を把握し、これを誘客
力の成果とする

計画値

回

実績値

既存施設の修繕件数 公園機能の維持に着目し、修繕件数とする

件
計画値 計画値 6

6 計画値 6 計画値 6計画値 6

実績値4 実績値 8 実績値 8

単位 H27

6 計画値 6計画値6

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



2,3970 0

当初予算額 5,200 0 0 2,664

計画額 4,431 6,828

7,864

決算額

0.0当初予算額 5,200 0 0 3,417

4,568 0

8,617

計画額

決算額

0.2

8,391

0 2,397 6,965

5,442 0 0 2,949

7,106

5,562 0 0 2,330

当初予算額 5,049 0 0 3,159

4,709 0計画額

当初予算額 20,304

7,252

―

0 0 9,588

0.08,208

0.0

0 0 7,406 23,265

0 0 2,127 6,982

0

決算額

0.2

7,892

0 2,397

亀鶴公園内の軽微な修繕等を行い、利用者の安全及び快適
性に配慮をした。伐採・除草・清掃作業を行い、観光客が再度
訪れたいと思うような公園づくりを行った。以前よりも菖蒲の育
成が進むよう業者及び維持管理者と協議し、土壌改良工事を
行った。菖蒲の球根がやせ細っていたため、新たに菖蒲の苗
を購入し、植え替えを行った。

日常の清掃及び草刈業務を通じて、
園内の衛生面、景観面の向上に努め
た。土壌改良工事では、圃場の高さ
を変更した。来年度も菖蒲の苗を購
入し、多くの来園者が利用してもらえ
るように改善を行う。

決算額 4,855

28,151

―0 0 11,637 31,941

0 2,397 0.2

0 0 2,397

決算額 15,859

当初予算額 4,855

計画額 4,855

計画額 18,563

項 05

事業費（千円）

観光費

H28

亀鶴公園内の軽微な修繕を行う事で、利用者の安全性に配慮
するとともに、伐採・除草・清掃作業を行い、景観を保ち、観光
客が再度訪れたいと思うような公園づくりを実施する。また、花
しょうぶを３区画に分け、毎年１区画ごとに土壌改良工事を行
うことで、亀鶴公園の特徴である花しょうぶの維持管理を行う。

日常の清掃及び除草業務を通じて園
内の衛生面、景観面での向上に努め
た。花が平成２８年度も見劣りしたた
め、平成２９年度においても、圃場の
高さを調整するとともに、新たに苗を
購入し、景観の改善を行うこととした。

事
業
概
要

県立公園に指定されている亀鶴公園を多くの観光客に利用し
てもらうために施設の維持管理を行う。
面積19ha
・桜の名所約200本
・駐車場250台

県立公園に指定されている亀鶴公園
の維持管理を行い、地元の行事やイ
ベントを通して、多くの来園者に利用
してもらえるような取り組みを行う。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

7,252

具
体
的
取
組

亀鶴公園内の軽微な修繕を行う事で、利用者の安全性に配慮
するとともに、伐採・除草・清掃作業を行い、景観を保ち、観光
客が再度訪れたいと思うような公園づくりを実施した。花しょう
ぶ園の第３区画の土壌改良工事を行い、亀鶴公園の特徴であ
る、花しょうぶの維持管理を行った。

・日常の清掃及び除草業務を通じて
園内の衛生面、景観面での向上に努
めた。　　・花しょうぶの出来が以前と
比較し見劣りするものであったため、
平成２８年からは施肥を行うよう計画
を立てた。

H30

軽微な修繕等を行い、利用者の安全及び快適性に配慮する。
伐採、除草、清掃作業を行い景観保持に努める。
・照明機器取付業務（４月１日～桜の時期が終了まで）
・花しょうぶ園土壌改良工事
・菖蒲の苗購入業務

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ① ①魅力ある観光振興対策の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

15

商工費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 亀鶴公園整備事業 担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 平成30年6月15日

款 35 商工費

基本施策 5 (5) 観光の振興



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

2 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

県立亀鶴公園は香川県から公園内の清掃業務等の業務委託を受け、維持管理を行っておりま
す。また、花しょうぶ園を除く園内改修工事等の施設整備事業は香川県が実施主体であり、老
朽化に伴う大型修繕等につきましては香川県と協議を進めていきます。また、桜や菖蒲の花の
名所地かつ地域住民の憩いの場として、施設の安全性の確保及び花木の質を保てるよう適切
な環境整備を実施し、利用者が快適に過ごせる場所を提供します。

本市の花木の名所地として、桜や菖蒲の花の開花時期には、市内外から多くの人が訪れてい
るが、近年菖蒲の花の開花状況が良くないとの声があがっていることから、土壌改良工事業者
及び日常管理者と協議等を行い改善する必要がある。また、老朽化するベンチや防護柵等の
修繕、遊歩道の落葉落枝の除去等適切な維持管理を実施し、利用者が安心してゆっくりと快適
な時間を過ごせる場所を提供していく。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

4 点点

点14

点

点

3 点

3

16

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

4

評価点

点 3

実績値

評価点合計

点

１ → ２ → ３ → ４ → ５

2

実績値 実績値 実績値

実績値

3

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

実績値

150,000 計画値

実績値

150,000 計画値 150,000 計画値 150,000

154,800 実績値 151,300 実績値 185,750

活
動
指
標

人
計画値

計画値

成
果
指
標

利用者数 公園の利用者数を算出することで、類似施設との比較
を行うことが可能となる

計画値

実績値

広告回数 無料広告を掲載することで観光客の増加を目指す

回
計画値 計画値 5

計画値 計画値計画値

実績値15 実績値 15 実績値 10

単位 H27

5 計画値 5計画値5

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



5,7820 5

当初予算額 0 0 2 6,312

計画額 0 5,787

6,314

決算額

0.0当初予算額 0 0 2 5,853

0 0

5,855

計画額

決算額

0.2

5,634

5 5,782 5,787

0 0 2 5,632

5,787

0 0 3 5,644

当初予算額 0 0 2 5,756

0 0計画額

当初予算額 0

5,787

―

0 20 23,128

0.05,758

0.0

0 10 16,551 16,561

0 5 5,275 5,280

0

決算額

0.2

5,647

5 5,782

門入の郷の草刈・伐採・清掃作業を行い、景観保持に努め、
施設に不備があれば、安全性を考慮して修繕を実施した。トイ
レの維持管理も行い、散歩及びキャンプ等で訪れた人が快適
に過ごせするような公園づくりを実施した。キャンプの利用客
が増加しているため、ゴミの持ち帰りを促す看板を設置した。

公園環境を維持すること並びに利用
者の安全の確保に努めた。キャンプ
の利用者が増加し、ゴミ等の問題に
ついて対策が必要である。なお、利用
申請書については、運用形態を変更
する等再検討の必要がある。

決算額 0

23,148

―0 11 23,703 23,714

5 5,782 0.2

0 5 5,782

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

項 05

事業費（千円）

観光費

H28

門入の郷の草刈・伐採・清掃作業を行い、景観保持に努め、
施設に不備があれば、安全性を考慮して修繕を実施する。トイ
レの維持管理も行い、散歩に訪れた人等が快適に過ごせする
ような公園づくりを実施する。

限られた予算の中で公園環境を維持
すること、さらに、観光客の安全性の
確保に努めた。

事
業
概
要

門入の郷に訪れる多くの観光客に、自然豊かな癒しの場を提
供する。
面積約10ha
・トイレ4箇所
・芝生広場等
・三重の滝

公共施設としての防災面や景観面を
兼ね備えた門入の郷の良好な環境を
維持していくための除草・清掃や修繕
を行う。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

5,787

具
体
的
取
組

門入の郷の草刈・伐採・清掃作業を行い、景観保持に努める
とともに、施設に不備があれば、安全性を考慮して修繕を実施
した。トイレの維持管理を定期的に実施し、快適に過ごせする
ような公園づくりを目指した。また、使用されていない施設や場
所に「立入禁止」の張り紙をするど、危険性をなくすための取り
組みを行った。

特に業務の改善はないが、引き続き
限られた予算の中で公園環境を維持
することに努め、より多くの観光客が
訪れる公園を目指した。

H30

門入の郷の草刈、伐採、清掃作業を行い、施設に不備があれ
ば、修繕を実施する。トイレの維持管理も行い、訪れた人等が
快適に過ごせするような公園を目指す。
・椿の城周辺樹木伐採作業

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ① ①魅力ある観光振興対策の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

15

商工費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 門入の郷維持管理事業 担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 平成30年6月15日

款 35 商工費

基本施策 5 (5) 観光の振興



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

門入の郷はダム公園であり、本市の土地だけではなく香川県の土地等もあることから、維持管
理並びに運営形態に関して課題を抱えている公園です。また、近年のアウトドアブームでキャン
プの利用者が増加しており、既存施設の破損及び機器の故障、ゴミの放置が増えております。
今後は香川県とも協議を行いながら使用方法等の検討をしていきたいと考えております。

夏季のハイシーズンには、子供からお年寄りまで多くの人が訪れ、各々が自由に楽しんでいる
様子がうかがえる。特に、近年は水辺の広場に多くのテントが張られ、賑わいを見せている。し
かし、トイレ等の施設の故障やゴミの放置が増加しており、近隣住民にも影響が懸念される。今
後も利用者に対して、ゴミの持ち帰りを促すなど対策を講じていく。また、使用申請方法が曖昧
なため、使用に対する問い合わせの際に明確な回答ができないことから、使用方法について検
討していく。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

3 点点

点15

点

点

3 点

3

16

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

4

評価点

点 4

実績値

評価点合計

点

１ → ２ → ３ → ４ → ５

2

実績値 実績値 実績値

実績値

3

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

実績値

55,000 計画値

実績値

55,000 計画値 55,000 計画値 55,000

59,409 実績値 64,165 実績値 73,940

活
動
指
標

人
計画値

計画値

成
果
指
標

利用者数 公園の利用者数を算出する事で、類似施設との比較
を行うことが可能となる

計画値

実績値

広告回数 無料広告を掲載することで、観光客の増加を目指す

回
計画値 計画値 3

計画値 計画値計画値

実績値3 実績値 3 実績値 4

単位 H27

3 計画値 3計画値3

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



11,0130 8,157

当初予算額 0 0 7,440 11,916

計画額 0 19,170

19,356

決算額

1.0当初予算額 0 0 7,100 12,924

0 0

20,024

計画額

決算額

0.5

157,245

8,410 11,354 19,764

62,013 65,100 5,091 25,041

19,764

0 0 7,277 11,304

当初予算額 0 0 7,800 10,857

0 0計画額

当初予算額 0

19,764

―

0 33,387 45,075

1.018,657

1.0

65,100 20,073 47,356 194,542

0 7,705 11,011 18,716

0

決算額

0.4

18,581

8,410 11,354

みろく自然公園管理計画に基づき、公園利用者の安全性や利
便性を考慮し、維持管理を実施した。地方創生交付金を活用
し、みろく荘については、主に男女同時に宿泊できる合宿施設
として改修を実施した。バーベキューハウスについては、数十
人グループでの利用を想定し、既存よりも広いバーベキューハ
ウスに改築を行った。

公園管理員と連携し、年間を通して計
画的に維持管理を行った。施設の老
朽化が進んでおり、利用者が安全に
利用できない箇所がある。今後も緊
急度の高いものから修繕及び取り壊
しを行っていく必要がある。

決算額 0

78,462

―0 30,750 47,051 77,801

8,410 11,354 0.4

0 8,410 11,354

決算額 62,013

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

項 05

事業費（千円）

観光費

H28

施設の老朽化が進んでおり、みろく自然公園管理計画に基づ
きながら、維持管理を実施する。公園利用者の安全性や利便
性を十分に考慮して修繕を行い、再び訪れたいと思えるような
公園づくりを進める。

公園管理人と連携し、年間を通して計
画的に維持管理を行った。公園管理
計画に基づいて、利用者の安全性・
利便性を考慮し、緊急度の高いもの
から修繕を実施して行く。管理人の更
新作業を進めた。

事
業
概
要

自然豊かなみろく公園に市内外の子どもから高齢者までが訪
れる場を提供する。
面積約55ha
・球技場、球場、テニスコート等スポーツ施設
・キャンプ場
・イベントドーム等

日々の維持管理を効率的に行い、み
ろく自然公園の特徴である花木を多く
の来園者に安全で快適に見てもらえ
るよう整備する。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

19,764

具
体
的
取
組

みろく自然公園管理計画に基づき、公園利用者の安全性や利
便性を十分に考慮して修繕を行い、利用者が再び訪れたいと
思えるような公園づくりを進めた。突発的な修繕として、みろく
荘の高圧機器の動作不良が発覚したため、停電等を防ぐため
の修繕を実施した。

・公園管理人と連携し、年間を通して
計画的に維持管理を行った。平成２８
年度も引き続き、公園管理計画に基
づいて、利用者の安全性・利便性を
考慮し、緊急度の高いものから修繕
を実施して行く。

H30

みろく自然公園管理計画に基づき、公園利用者の安全性や利
便性を考慮し、維持管理を実施する。
・管理員更新業務
・パンフレット等製本
・スポーツトラクター等施設設備修繕
・公園内樹木伐採業務

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ① ①魅力ある観光振興対策の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

15

商工費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 みろく自然公園管理事業 担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 平成30年6月15日

款 35 商工費

基本施策 5 (5) 観光の振興



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

公園が開園しておおよそ４０年が経つため、各施設の修繕及び設備の取り換えが必要な箇所が
多くあります。公園内には１０の施設がありますが、全ての修繕及び取替えを実施することは難
しく、課題に優先順位を設け、できることとできないことを精査し、効率的な維持管理を実施して
いきます。なお、平成２９年度に地方創生拠点整備交付金を活用し、みろく荘の改修工事並びに
バーベキューテラスの改築工事を実施しました。今後はファミリー層並びに団体客の獲得を目
指し、イベント等行ってまいります。また、これまでと同様に、一年中たくさんの花木が散策でき
る自然公園としても尽力して参ります。

みろく自然公園は、広大な敷地に数多くの施設が整備されており、市民はもとより、周辺の市町
からも来園され、憩いの場となっている。特に、週末ともなれば、ちびっこ広場やバーベキューハ
ウスで楽しむ家族連れや若者で賑わっている。しかし、施設が整備され、約４０年が経過するこ
とから施設の老朽化が進み、修繕費が増大している現状である。そのような中、平成２９年度に
地方創生拠点整備交付金を活用してみろく荘の改修及びバーベキューハウスの改築を進めた
ことから、来園者の増加に繋げていく。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

4 点点

点19

点

点

3 点

4

17

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

5

評価点

点 3

実績値

評価点合計

点

１ → ２ → ３ → ４ → ５

2

実績値 実績値 5 実績値

実績値

4

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

実績値

200,000 計画値

実績値

200,000 計画値 200,000 計画値 200,000

214,703 実績値 205,338 実績値 180,864

13

活
動
指
標

人
計画値

広告回数 無料広告を掲載することで、観光客の増加を目指す
計画値

成
果
指
標

利用者数 公園利用者を計測することにより、公園整備の重点化
が図れる

計画値

回

実績値

環境整備 自然公園の特色を生かした環境整備を指標とする

㎥
計画値 計画値 500

5 計画値 5 計画値 5計画値 5

実績値500 実績値 500 実績値 500

単位 H27

500 計画値 500計画値500

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



9,4180 1,939

当初予算額 0 0 1,816 8,208

計画額 0 11,357

10,024

決算額

0.0当初予算額 0 0 2,002 6,414

0 0

8,416

計画額

決算額

0.2

8,243

1,939 9,418 11,357

0 0 1,819 6,424

11,357

0 0 1,776 8,890

当初予算額 0 0 2,220 10,962

0 0計画額

当初予算額 0

11,357

―

0 7,756 37,672

0.013,182

0.0

0 5,504 20,052 25,556

0 1,909 4,738 6,647

0

決算額

0.3

10,666

1,939 9,418

施設が老朽化しており、指定管理者や利用者に被害が及ばな
いための修繕を行うとともに、訪れた人が快適に利用できるよ
うな休息地としての道の駅づくりを実施した。

指定管理者と連携し、観光客が利用
しやすしよう景観を含め、維持管理を
行った。平成３０年度は道の駅みろく
の指定管理期間が終了するため、新
たに指定管理者の募集をかける必要
がある。

決算額 0

45,428

―0 7,977 35,002 42,979

1,939 9,418 0.3

0 1,939 9,418

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

項 05

事業費（千円）

観光費

H28

施設が老朽化しており、指定管理者や利用者に被害が及ばな
いための修繕を行うとともに、訪れた人が快適に利用できるよ
うな休息地としての道の駅づくりを実施する。

指定管理者と連携し、観光客が利用
しやすしよう景観を含め、維持管理を
行った。道の駅みろくの運営方法を見
直し、経営改善を行った。

事
業
概
要

道の駅において観光客が快適に利用できるよう指定管理者及
び香川県と連携を図り本市の観光振興に寄与するための事業
である。
道の駅「みろく」及び「ながお」

防災拠点や情報提供の場所、雇用の
場所であったりと様々な機能が注目
されている道の駅で、利用者が快適
に利用できるように施設管理を行う。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

11,357

具
体
的
取
組

施設が老朽化しており、指定管理者や利用者に被害が及ばな
いための修繕を行うとともに、訪れた人が快適に利用できるよ
うな休息地としての道の駅づくりを実施した。国の充電インフラ
整備事業の補助により、香川県と協議を重ね、道の駅2ケ所に
充電インフラを設置した。

・電気自動車利用者がどこでも安心し
て移動できるよう、２つの道の駅に充
電設備を設置した。　　・平成２８年度
から道の駅みろくの運営方法を見直
し、引き続き来駅者が快適に利用で
きる取組を実施していく。

H30

施設が老朽化しており、指定管理者や利用者に被害が及ばな
いための修繕を行うとともに、訪れた人が快適に利用できるよ
うな休息地としての道の駅づくりを実施する。
・各道の駅の修繕事業
・道の駅ながお周辺整備計画

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ① ①魅力ある観光振興対策の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

15

商工費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 道の駅管理事業 担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 平成30年6月15日

款 35 商工費

基本施策 5 (5) 観光の振興



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

近年の道の駅では、地域の産業振興や複合施設の併設など多様性を持った施設が人気を集め
ています。そのような中で、市内の道の駅においても、経営の見直しや施設のリュニューアル、
新たなイベントを行うなど来駅者の増加に向け取り組みを進めております。引き続き、ニーズの
把握に努め、集客につながる取り組みを実施していくとともに、施設の維持管理に努めます。

市内に整備された道の駅は、県内外からの観光客が訪れることから、快適かつ清潔な施設を提
供している。また、イベント等を企画するなど、賑わいづくりに取り組んでいる。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

4 点点

点17

点

点

3 点

3

16

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

4

評価点

点 3

実績値

評価点合計

点

１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

実績値 実績値 実績値

実績値

4

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

実績値

500,000 計画値

実績値

500,000 計画値 500,000 計画値 500,000

529,771 実績値 667,695 実績値 615,829

活
動
指
標

人
計画値

計画値

成
果
指
標

利用者数 来駅者数を指標とすることで、ほかの類似施設との比
較が可能となり、利用者の更なる増加を目指す

計画値

実績値

巡回回数 現場の安全や利用状態を確認し、何かあれば対応す
ることで、より良い道の駅づくりに役立てる

回
計画値 計画値 12

計画値 計画値計画値

実績値12 実績値 12 実績値 12

単位 H27

12 計画値 12計画値12

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

商工費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 シーサイドコリドール維持管理事業 担当課 商工観光課 記入日 平成30年6月15日

35

15 観光費

基本施策 5 (5) 観光の振興 項 05

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ① ①魅力ある観光振興対策の推進 目

Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款

商工費

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

29,456 19,724

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

瀬戸内海の素晴らしい景色を望むシーサイドコリドールのコ
テージ、オートキャンプサイト及び球技場の運営を行い、訪れ
る人に安らぎと憩いの場を提供するため、施設の維持管理を
継続的に行うものである。

素晴らしい眺望にふさわしい施設敷
地内の景観維持を目指すとともに、
施設利用者に対する接遇の質を向上
することで、リピーターの増加を期待
するものである。

―0 32,539 15,363

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H29

・接遇マニュアルを活かして、業務にあたることで、スタッフ毎
の受付業務の質にばらつきが出ないようにする。
・施設敷地内の除草、芝刈り、剪定等の作業については、ス
タッフ間で調整しながら、景観維持に努める。
・施設内の設備の更新を行うことにより、再訪を促すような施
設環境整備に努める。

IHコンロなど、年数の経過により、使
用に危険が生じるものが出てきてい
ることから、設備の更新を行った。翌
年度以降も順次、改修を進めていき
たい。

計画額

0

0

0

H28

・接遇マニュアルを活かして、業務にあたることで、スタッフ毎
の受付業務の質にばらつきが出ないようにする。
・施設敷地内の除草、芝刈り、剪定等の作業については、ス
タッフ間で調整しながら、景観維持に努める。

スタッフとの連携を緊密に取ること
で、キャンプ場内の景観保持に努め
た。平成29年度以降は、観光客の意
見を聞き、リピーターの増加につなが
るような取組を行いたい。

計画額

決算額

H30

当初予算額 0

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

0

当初予算額 0

0

当初予算額 3,197

0

・接遇マニュアルを活かして、業務にあたることで、スタッフ毎
の受付業務の質にばらつきが出ないようにする。
・施設敷地内の除草、芝刈り、剪定等の作業については、ス
タッフ間で調整しながら、景観維持に努める。
・IHコンロやシャワー設備など、利用者側からの要望に応じた
整備を進める。

決算額

シーサイドコリドールオートキャンプ場管理棟に勤務するスタッ
フの接遇の質を高めるため、接遇マニュアルを作成した。ス
タッフ全員が統一した接遇を行うことで、来場者が気持ちよく施
設を利用し、リピーターとして、また口コミによる来場者の増加
に期待したものである。

作成した接遇マニュアルに沿って講
習会を行い、実践を経て、自己評価と
他者評価を実施した。その後、評価
結果を公表し、スタッフの責任感や使
命感の向上を図った。

計画額 0

0

―

0 7,364 4,931

12,2954,931

8,816

49,180

12,295

0.2

47,902

0

0 7,364

0 11,917

9,722 907

11,2020 8,005

0

11,6510 8,490 3,161

12,754

0.0

0 27,633 6,345 33,978

3,101

0.2 0.0

10,629

12,2957,364 4,931

12,295

12,2957,364 4,931

0.0

当初予算額 0 0 8,680 4,074

0 9,095 2,337

計画額 0 0

0.4

11,432

7,364 4,931

決算額



H30

回
計画値 6

3

6 計画値 6

実績値 4

計画値 6

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

6 計画値 6
件

計画値 6 計画値

計画値
シーサイドコリドール関連
広告回数

単位 H27 H28 H29

6

実績値 6 実績値 5 実績値 10 実績値

実績値実績値 実績値

実績値 6 実績値
活
動
指
標

人
計画値

既存施設の修繕件数 施設機能の維持に着目し、修繕件数とする

無料広告を掲載することで、観光客の増加を目指すた
め、広告数とする

計画値

実績値

成
果
指
標

施設利用者数 施設利用者数を算出することで、市内外の観光施設と
の比較と推移結果から来場者数を把握し、これを誘客
力の成果とする

計画値 計画値

7,000 計画値

計画値

計画値 7,000 7,000

実績値 7,900 実績値 9,217 実績値 8,201 実績値

7,000 計画値

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

18
優先度高い

点 16 点

3 点

4 点

計画値

今
後
の
方
向
性

点

4 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

利用者の意見を聞くことで問題点の把握を行い、可能な限り改善を行うとともに、施設設備につ
いても、古くなっているものがあることから、更新を行うことにより、リピーターの増加が見込める
ような施設環境整備を進めていきたいと考えています。そのようなことから、平成29年度はコ
テージ内コンロの交換を行いましたが、今後も残りのコンロの交換を行うとともに、他の設備につ
いても計画的に更新を進めてまいりたいと考えています。

シーサイドコリドールは、利用者の安全確保のため、継続的な維持管理に取り組んでいるが、整
備後１３年が経過した施設はメンテナンスが必要となる時期に差し掛かっている。差し迫ったも
のから、更新を進めているところではあるが、今後は、キャンプ場全体の整備を着実に進めてい
くことで、更なる利用者の増加につなげていきたい。また、来場者への配慮の行き届いた施設に
することで、顧客を確保するとともに、天災などの危機に備えた取組を進めて行く必要がある。

／25点 3 点 ／25点
必要がある

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

商工費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 観光施設事業 担当課 商工観光課 記入日 平成30年6月15日

35

15 観光費

基本施策 5 (5) 観光の振興 項 05

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ① ①魅力ある観光振興対策の推進 目

Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款

商工費

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

66,484 194,848

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

観光客が安全かつ快適に利用できるよう観光施設の維持管
理を行うことを目的とした事業である。

観光施設の維持管理を行うことで、市
内外から訪れた観光客の再訪を促す
ことを目的とする。 ―0 34,611 111,345

計画額 1,636

当初予算額 1,708

決算額 1,273

H29

産業資料館・山上公園・女体山公園・大窪寺南公衆便所・四国
のみち・前山ダム公園・興津海水浴場・寺町公衆便所などの
施設の維持管理業務を行い、施設の故障箇所に対しては、速
やかに修繕を行う。

観光施設の老朽化により、設備の破
損なども数多く発生しているが、可能
な限り迅速に修繕対応を行った。

計画額

433

409

409

H28

産業資料館・山上公園・女体山公園・大窪寺南公衆便所・四国
のみち・前山ダム公園・興津海水浴場・寺町公衆便所などの
施設の維持管理業務を行い、施設の故障箇所に対しては、速
やかに修繕を行う。

逆打ちの年であり、例年よりも多くの
観光客が訪れたが、日常の維持管理
業務を適切に行うことや故障箇所に
対しては迅速に対応を行うことで、観
光客の来訪を促すよう努めた。

計画額

決算額

H30

当初予算額 409

決算額 407

H27

具
体
的
取
組

433

当初予算額 433

433

当初予算額 30,199

0

産業資料館・山上公園・女体山公園・大窪寺南公衆便所・四国
のみち・前山ダム公園・興津海水浴場・寺町公衆便所などの
施設の維持管理業務を行い、施設の故障箇所に対しては、速
やかに修繕を行う。

決算額

産業資料館・山上公園・女体山公園・大窪寺南公衆便所・四国
のみち・前山ダム公園・興津海水浴場・寺町公衆便所などの
施設の維持管理業務を行い、施設の故障箇所に対しては、速
やかに修繕を行う。

平成２８年は逆打ちの年に当たり、当
市に訪れる観光客の増加も見込まれ
るため、設備の故障箇所については
修繕対応を行った。

計画額 409

0

―

0 16,621 48,712

65,74248,712

16,656

262,968

65,742

0.5

147,664

0

0 16,621

0 65,836

16,634 30,092

47,2980 16,666

0

5,3890 677 4,279

29,235

0.0

0 33,898 83,175 118,346

48,773

0.4 0.0

47,159

65,74216,621 48,712

65,742

65,74216,621 48,712

0.0

当初予算額 433 0 647 28,155

0 608 4,310

計画額 409 0

0.4

5,351

16,621 48,712

決算額



H30

件
計画値 10

6

10 計画値 10

実績値 7

計画値 10

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値計画値 計画値

計画値
修繕件数

単位 H27 H28 H29

実績値 実績値 実績値 実績値

実績値実績値 実績値

実績値 10 実績値
活
動
指
標

人
計画値

施設に係る修繕件数

計画値

実績値

成
果
指
標

利用者数 該当施設の利用者数を算出する事で、どのくらいの人
が施設を利用しているか分かるため

計画値 計画値

440,000 計画値

計画値

計画値 440,000 440,000

実績値 447,900 実績値 585,000 実績値 236,400 実績値

440,000 計画値

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

13
優先度高い

点 13 点

3 点

2 点

計画値

今
後
の
方
向
性

点

3 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
2

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
3

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
2 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

観光施設の老朽化により、設備の破損なども数多く発生している状況です。発生した際には、迅
速に対応することとしていますが、定期的に施設の安全確認等を行うことで、発生する被害を無
くしたり減少させることが可能になると思います。今後、さぬき市においても国内外からの観光客
の増加が見込まれることから、施設の定期的な安全確認を行うことで、観光客の再訪を促すよう
な環境整備に努めます。

現在、四国遍路については、世界遺産への登録に向けた機運も高まっており、外国人巡礼者も
多くみられるようになった。今後、巡礼者が増加すれば、観光客の利用する公衆トイレといった
施設なども利用回数も増加することが見込まれる。その際に、施設の衛生環境が悪いということ
では、今後も訪れたいという人の増加は見込めない。維持管理の内容は、修繕、消耗品管理な
ど、目に見えて華やかな事業ではないが、今後、観光での誘客を図る際には、必ず必要となる
維持管理事業であることから、施設の安全点検を定期的に行うことで、利用者が満足できるよう
な環境を整える。

／25点 2 点 ／25点
必要がある

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

商工費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 観光協会事務局事業（観光振興対策関係） 担当課 商工観光課 記入日 平成30年6月15日

35

15 観光費

基本施策 5 (5) 観光の振興 項 05

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ① ①魅力ある観光振興対策の推進 目

Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款

商工費

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

96,348 23,169

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

県、市、市観光協会及び市商工会と連携して、観光事業の充
実、本市への誘致宣伝を図り地域の活性化を行うことを目的と
した事業である。

県、市、市観光協会及び市商工会と
連携して、観光事業の充実、本市へ
の誘致宣伝を図り地域の活性化を行
うことを目的とする。

―0 76,331 35,508

計画額 0

当初予算額 931

決算額 1,511

H29

さぬき市観光協会が実施する事業費への助成を行った。
興津海水浴場管理。　津田の松原美化清掃委託。　おへんろ
つかさ養成講座全７回実施。　３２団体（イベント・地域行事）へ
の助成の見直し。
※事業費は観光協会事業「観光宣伝事業」経費は除く。

市内観光施設の管理を行った。各イ
ベント行事への補助について考え、
将来的なさぬき市の観光を考え組織
改革の取り組みを行った。今後も関
係団体との協議を続ける。

計画額

0

0

0

H28

さぬき市観光協会が実施する事業費への助成を行った。
興津海水浴場管理。　津田の松原美化清掃委託。　おへんろ
つかさ養成講座全７回実施。　３８団体（イベント・地域行事）へ
の助成の見直し。
※事業費は観光協会事業「観光宣伝事業」経費は除く。

市内観光施設の管理を行った。各イ
ベント行事への助成の見直しを行い、
２９年度に向けて助成を４％カットす
る方向とし、観光宣伝事業費の比重
を重くすることで、さぬき市のＰＲ活動
をより多く行えることとした。

計画額

決算額

H30

当初予算額 0

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

1,511

当初予算額 931

0

当初予算額 5,443

0

さぬき市の観光振興及び市経済発展のため、さぬき市観光協
会が実施する事業費への助成を行う。

決算額

さぬき市観光協会が実施する事業費への助成を行った。
興津海水浴場管理。　津田の松原美化清掃委託。　おへんろ
つかさ養成講座全７回実施。　３９団体（イベント・地域行事）へ
助成。
※事業費は観光協会事業「観光宣伝事業」経費は除く。

施設管理や大串半島の遺跡、史跡の
案内看板を設置した。各イベント行事
への助成を行い、今後は観光対策と
して必要な事業であるかどうか、関係
団体と協議しながらよりよい観光振興
対策の推進を進めていく。

計画額 0

0

―

0 24,087 6,003

30,0906,003

24,087

119,517

30,090

0.3

112,770

0

0 24,087

0 30,025

14,849 14,750

29,8190 24,376

0

31,5200 13,750 16,839

21,341

0.0

0 50,973 37,497 89,981

5,938

0.2 0.0

29,599

29,80924,087 5,722

29,809

29,80924,087 5,722

0.0

当初予算額 14,118 7,223

12,037 16,809

計画額 0 0

0.1

30,357

24,087 5,722

決算額



H30

人
計画値 360

358

380 計画値 380

実績値 319

計画値 380

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値計画値 計画値

計画値
観光協会会員数

単位 H27 H28 H29

実績値 実績値 実績値 実績値

実績値実績値 実績値

実績値 354 実績値
活
動
指
標

千人
計画値

観光協会会員の数

計画値

実績値

成
果
指
標

観光地入込客数 市内の観光地、施設等に訪れた人数

計画値 計画値

4,500 計画値

計画値

計画値 4,500 4,500

実績値 4,397 実績値 4,374 実績値 4,041 実績値

4,500 計画値

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

14
優先度高い

点 15 点

3 点

2 点

計画値

今
後
の
方
向
性

点

3 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
2

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

さぬき市への将来にわたる賑わいづくりを観光の側面から考えるとき、観光協会内の予算配分
見直しは避けて通れない課題でした。平成２９年度は関係各所の理解と協力により２８年度と比
較してイベントへの補助金を削減し、観光協会の事業としてさぬき市をＰＲするための活動が従
来より手厚く行えることとなりました。今後もイベントや行事による地域活性化と、交流人口の増
加による賑わい創出のバランスを考え、関係各所と話し合いを続けながら長期的視点に立った
観光振興を検討する必要があると感じます。

従来から課題とされてきた、事業のほとんどがイベント行事への助成で構成されており市外へ
向けた情報発信や企画等を活発に行えているとはいえないことに対し、観光協会内の予算配分
を振り分けなおすことで一定の変化をもたらすことができた。観光協会内部のみならず関係団体
にとっても観光について見直す機会になったと思われる。今後も観光協会本来のあるべき姿を
考えながら、関係各所と協議し、長期的視野で事業効果を検証し精査していく。

／25点 2 点 ／25点
必要がある

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



67,4860 0

当初予算額 0 0 15,220 48,501

計画額 0 67,486

63,721

決算額

0.0当初予算額 0 0 15,220 45,586

0 0

60,806

計画額

決算額

0.5

60,762

0 67,486 67,486

0 0 15,220 45,542

66,086

0 0 14,500 85,518

当初予算額 0 0 14,500 86,380

0 0計画額

当初予算額 0

66,086

―

0 0 267,144

0.0100,880

0.0

0 44,220 182,640 226,860

0 14,500 51,580 66,080

0

決算額

0.3

100,018

0 66,086

市内６ヶ所の温泉施設について、施設の老朽化により、不具
合が生じるものが出てきているため、利用者の安全性や利便
性を考慮し、優先順位をつけて工事及び修繕を実施した。温
泉施設等検討委員会を開き、市内５つの温泉について今後の
在り方の議論を行う。

温泉施設の安全性や利便性を考慮し
ながら修繕を行った。カメリア温泉の
指定管理期間が終了したため、公募
を行い、新たに指定管理の契約を締
結をした。引き続き温泉施設等検討
委員会の議論を円滑に進めていく。

決算額 0

267,144

―0 44,940 246,553 291,493

0 66,086 0.3

0 0 66,086

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

項 05

事業費（千円）

温泉費

H28

市内６ヶ所の温泉施設について、施設の老朽化により、不具
合が生じるものが出てきているため、利用者の安全性や利便
性を考慮し、優先順位をつけて工事・修繕を実施する。

温泉施設の安全性や利便性を考慮し
ながら修繕を行った。春日温泉、ツイ
ンパルながお、ゆ～とぴあみろくの指
定管理期間が終了し、新たに指定管
理の契約を締結した。

事
業
概
要

市内温泉施設6箇所や道の駅津田の松原を管理・運営するこ
とにより、観光施設の充実、地域住民とのふれあいによる地域
活性化を図る。
・カメリア温泉・ゆーとぴあみろく温泉・春日温泉・クアタラソ津
田・クアパーク津田・ツインパルながお

市内６ヶ所の温泉施設の運営を指定
管理者に委託し、より多くの人が快適
に利用でき、再度訪れてもらえるため
の施設管理を行う。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

66,086

具
体
的
取
組

市内６ヶ所の温泉施設について、利用者の安全性や利便性を
考慮し、優先順位をつけて修繕を実施した。平成２７年度か
ら、さぬき市SA公社の指定管理料を増額し、指定管理者が効
率よく営業できるように事業を進めた。

・温泉施設の安全性や利便性を考慮
しながら修繕を行った。　　・クアパー
ク津田、クアタラソさぬき津田、道の
駅の指定管理期間が終了し、新たに
指定管理の契約を締結した。

H30

施設の老朽化により、不具合が生じるものが出てきているた
め、利用者の安全性や利便性を考慮し、優先順位をつけて工
事・修繕を実施する。
・温泉施設等検討委員会の実施
・各施設の修繕業務

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ① ①魅力ある観光振興対策の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

20

商工費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 温泉施設管理事業 担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 平成30年6月15日

款 35 商工費

基本施策 5 (5) 観光の振興



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

指定管理制度を活用して、カメリア温泉は株式会社門入カメリアへ、残り５ヶ所はさぬき市ＳＡ公
社へ運営を委託しています。利用者のニーズを考慮し集客につながる施策を実施するとともに、
施設の経年劣化による修繕について優先順位を立てながら実施しております。しかし、６ヶ所と
も老朽化による施設の不備が多く、修繕等の費用が毎年膨れ上がっている状況です。各温泉の
利用者数についても、利用者が減少してきていることから、温泉の在り方を再度考え、運営の継
続、中止といった今後の方向性を決定して参ります。

指定管理制度を活用し、利用者の増加を行っている。ツインパルながおにおいては、昨年より
ウォータースライダーを再開したことで集客が増加した。しかしながら、すべての温泉施設が老
朽化により、修繕等のランニングコストが増加している。今年度も引き続き温泉施設の在り方に
ついて検討委員会を実施し、運営の継続、中止といった方向性を決定していく。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

3 点点

点16

点

点

3 点

3

15

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

3

評価点

点 3

実績値

評価点合計

点

１ → ２ → ３ → ４ → ５

2

実績値 0 実績値 0 実績値

実績値

3

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

実績値

300,000 計画値

実績値

300,000 計画値 300,000 計画値 300,000

299,471 実績値 243,081 実績値 274,942

0

活
動
指
標

人
計画値

苦情件数 温泉施設の利用者に対するサービス向上として、利
用者からの苦情件数を指標とする

計画値

成
果
指
標

利用者数 温泉の利用者数を算出することで、類似施設との比較
を行うことが可能となる

計画値

件

実績値

修繕件数 温泉施設の安全性・利便性に着目し、修繕件数を指
標とする

件
計画値 計画値 10

0 計画値 0 計画値 0計画値 0

実績値13 実績値 24 実績値 12

単位 H27

10 計画値 10計画値10

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



総合計画上の位置付け 会計 55 観光事業特別会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 観光事業特別会計 担当課 商工観光課 記入日 平成30年6月15日

基本施策 5 (5) 観光の振興 項

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ① ①魅力ある観光振興対策の推進 目

Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

0 121,000

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

クアパーク津田の施設の管理上必要な維持管理業務を行う。 施設の維持管理を適切に行うことに
より、観光客が安心、安全に利用でき
るような環境を整える。 ―0 30,420 125,780

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H29

クアパーク津田の施設の管理上必要な維持管理業務を行う。
施設内の無線ＬＡＮ環境の整備を行うことにより、新規の利用
者の獲得、リピーターの増加を目指す。

無線LAN環境整備工事により、施設
内のネット環境整備を行い、利用者
の快適性の向上に努めた。

計画額

0

0

0

H28

クアパーク津田の施設の管理上必要な維持管理業務を行う。 宿泊施設として適切に運営できるよう
施設の管理運営上必要な維持管理
業務を指定管理者と連絡を取りなが
ら行った。

計画額

決算額

H30

当初予算額 0

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

0

当初予算額 0

0

当初予算額 42,100

0

クアパーク津田の施設の管理上必要な維持管理業務を行う。
多様な利用者のニーズに応えるため、６畳和室をユニットバス
完備のツインルームに改修を行う。

決算額

クアパーク津田の施設の管理上必要な維持管理業務を行う。 宿泊施設として適切に運営できるよう
施設の管理運営上必要な維持管理
業務を行った。

計画額 0

0

―

0 0 60,500

60,50060,500

0

121,000

60,500

0.1

156,200

0

0 0

0 60,433

0 42,068

42,1000 0

0

15,3000 15,210 90

38,300

0.0

0 14,916 102,501 117,417

60,433

0.1 0.0

42,068

60,5000 60,500

0

00 0

0.0

当初予算額 0 0 15,210 23,090

0 14,916 0

計画額 0 0

0.1

14,916

0 0

決算額



H30

回
計画値 12

12

12 計画値 12

実績値 12

計画値 12

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値計画値 計画値

計画値
巡回回数

単位 H27 H28 H29

実績値 実績値 実績値 実績値

実績値実績値 実績値

実績値 12 実績値
活
動
指
標

人
計画値

施設巡回回数

計画値

実績値

成
果
指
標

利用者数 該当施設の利用者数を算出する事で、どのくらいの人
が施設を利用しているか分かるため

計画値 計画値

20,000 計画値

計画値

計画値 20,000 20,000

実績値 21,343 実績値 21,625 実績値 17,136 実績値

20,000 計画値

実績値

優先度低い ⇒

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

13
優先度高い

点 15 点

2 点

1 点

計画値

今
後
の
方
向
性

点

4 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

2

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
3

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

当施設は、指定管理者制度を利用し、さぬき市ＳＡ公社にて管理運営を行っていますが、、指定
管理者と連携し、安全面、衛生面ともに施設の維持管理をこれまで以上に適切に行っていきま
す。加えて、平成29年度は、施設内の無線ＬＡＮ環境の整備工事の実施により、観光客が通信
費用や速度を気にすることなくインターネットを利用できるような環境を整えました。今後は、プラ
イバシーが保たれた空間づくりとしてのバスルーム設置や高齢者層を含めた身体に負担が少な
いベットルームを完備することにより、利用者のターゲット層の幅を広げ、外国人観光客の増加
や利用者などのニーズの変化に対応した取組を進めてまいりたいと考えています。

クアパーク津田は、県内有数の観光地である津田の松原海水浴場に面した宿泊施設であり、県
内外から多くの観光客の利用がある施設である。担当者記載のとおり、平成29年度は、施設内
の無線ＬＡＮ環境の整備を実施し、平成30年度は、６畳和室をユニットバス完備のツインルーム
に改修する予定である。今後も指定管理者との協議を重ねながら、魅力ある宿泊施設としての
環境整備を進める必要があると考えている。

／25点 3 点 ／25点
必要がある

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

商工費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 観光事業 担当課 商工観光課 記入日 平成30年6月15日

35

15 観光費

基本施策 5 (5) 観光の振興 項 05

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ② ②国内外に向けた観光ＰＲの強化 目

Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款

商工費

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

0 19,768

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

観光客の増加を目的に宣伝活動等を実施する。 観光客の増加を目的に宣伝活動等を
実施する。

―0 0 21,851

計画額 0

当初予算額 2,013

決算額 20,762

H29

○観光宣伝事業（さぬき市知名度向上プロモーション事業、雑
誌等各媒体へ広告掲載、パンフレット等印刷）
○さぬき市冬のうまいもんまつり実施
○奇想天外ミュージカルげんない高松凱旋公演鑑賞チケット
プレゼント事業

ラジオやブログ、ＳＮＳ等を活用し、知
名度向上プロモーション事業を実施。
ミュージカルげんないを鑑賞する機会
を提供することにより市内在住者に
平賀源内への関心を高めた。

計画額

0

0

0

H28

○さぬき市知名度向上プロモーション事業
○さぬき市大串半島活性化事業
○さぬき市冬のうまいもんまつり
○さぬき市山のうまいもんまつり
○さぬき市観光ビックデータ調査分析
○せとうちアートクルーズ

ラジオやブログ、ＳＮＳ等を活用し、知
名度向上プロモーション事業を実施。
大串カフェ、山のうまいもんまつりを
新規事業として実施した。さぬき市観
光ビックデータ調査分析で得た情報
を今後に生かす。

計画額

決算額

H30

当初予算額 0

決算額 7,668

H27

具
体
的
取
組

1,398

当初予算額 990

11,696

当初予算額 6,181

0

○観光宣伝事業
○美しい花のまちづくり推進事業
○さぬき市冬のうまいもんまつり実施
○東かがわ市との広域連携マップ作成
○自転車ハンガー設置

決算額

○観光宣伝事業（さぬき市知名度向上プロモーション事業、雑
誌等各媒体へ広告掲載、観光PRグッズ作成）
○美しい花のまちづくり推進事業
○さぬき市冬のうまいもんまつり実施
○地域体験ツアー（香川県労働者福祉協議会）
○俵札研究事業補助金交付

県内外へＰＲをするため、ラジオやブ
ログ、ＳＮＳ等を活用し、知名度向上
プロモーション事業を実施。また、当
市の観光コンテンツを活用した地域
体験ツアー、瀬戸内モニターガール
の起用等新たな取組を実施した。

計画額 0

0

―

0 0 4,942

4,9424,942

0

19,768

4,942

0.6

23,864

0

0 0

0 11,600

0 5,604

6,1810 0

0

6,5470 0 5,557

6,194

0.1

0 0 13,409 34,171

3,932

0.7 0.0

17,300

4,9420 4,942

4,942

4,9420 4,942

0.0

当初予算額 1,023 0 0 5,171

0 0 3,873

計画額 0 0

0.4

5,271

0 4,942

決算額



H30

回
計画値 80

85

80 計画値 80

実績値 86

計画値 80

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

15 計画値 20
個

計画値 10 計画値

計画値
テレビ、ラジオ、雑誌等へ
の出演、掲載回数

単位 H27 H28 H29

25

実績値 13 実績値 23 実績値 24 実績値

実績値実績値 39,126 実績値

実績値 88 実績値
活
動
指
標

さぬき市観光協会ホーム
ページアクセス数

さぬき市観光協会ホームページ「さぬき市観光ガイド」
へアクセスされた回数。

千人
計画値

着地型旅行商品の開発総
数

地域性の強い観光資源をもとにした観光コンテンツの
総数

さぬき市をＰＲするため、各メディアに出演、掲載した
回数

計画値

実績値

成
果
指
標

観光地入込客数 市内の観光地、施設等に訪れた人の数。

回
計画値 45,000 計画値

4,500 計画値

45,000 計画値

計画値 4,500 4,500

実績値 4,397 実績値 4,374 実績値 4,041 実績値

4,500 計画値

41,581 実績値 40,039

優先度低い ⇒

45,000

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

20
優先度高い

点 20 点

5 点

3 点

45,000 計画値

今
後
の
方
向
性

点

5 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

平成２９年度は、以前から続けているコスモスの面的栽培の奨励補助や当市の特産物を味わう
うまいもんまつりを開催した一方、さぬき市の周知に一定の成果をあげたＦＭ香川によるラジオ・
ブログ・ＳＮＳによるプロモーションは終了しブロガーとの個別契約によりブログ・ＳＮＳによる知
名度向上プロモーション事業を開始しました。平賀源内を市民に今一度周知し、観光振興の芽
を育てる取り組みとして奇想天外ミュージカルげんない高松凱旋公演鑑賞チケットプレゼント事
業を行い、賑わいへの新しいきっかけづくりを行いました。着地型観光については、遊学のスス
メ事業により市内事業者の魅力の発掘や事業者間のコラボにより新しい商品を市内外に向けて
発信することができました。着地型観光商品造成及び広域観光の推進により、相乗効果による
交流人口の増加が望めるのではないかと考えています。

ＦＭ香川でのラジオを軸とした観光情報発信が無くなったがブロガーとの契約によりＳＮＳなどに
より情報発信を続け、特にブログは多くの方にアクセスしていただいていることは意味がある。
今後もさぬき市の観光情報を求める方に届く情報提供を続けたい。恒例となった冬のうまいもん
まつりは、さぬき市の名産である牡蠣を求め遠方からも問い合わせや来客があった。地域なら
ではの味覚や特産物は市外の方にも届く魅力があることがうかがえる。今すでにあるさぬき市
の魅力の発掘とそれを魅力的に見せる働きかけにより着地型旅行商品は充実しうると考える。
今後も訪問者に何が望まれているのかを分析しつつ広報活動を行い、また、広域観光の取り組
みによりさぬき市を訪れてもらうきっかけの間口が広がると考えるため、引き続き関係機関との
連携を図りながら魅力ある観光資源の発掘と磨き上げを行っていきたい。

／25点 3 点 ／25点
必要がある

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

商工費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 観光協会事務局事業（観光ＰＲ関係） 担当課 商工観光課 記入日 平成30年6月15日

35

15 観光費

基本施策 5 (5) 観光の振興 項 05

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ② ②国内外に向けた観光ＰＲの強化 目

Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款

商工費

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

0 9,752

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

県、市、市観光協会及び市商工会と連携して、観光事業の充
実、本市への誘致宣伝を図り地域の活性化を行うことを目的と
した事業である。

※「観光協会事務局事業②③」事業費再掲

県、市、市観光協会及び市商工会と
連携して、観光事業の充実、本市へ
の誘致宣伝を図り地域の活性化を行
うことを目的とした事業である。

―0 0 25,154

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H29

さぬき市の観光振興及び市経済発展のため、さぬき市観光協
会が実施する事業費への助成を行う。
新たにインスタグラムでの観光アピールを行う。
県内外の観光事業に参加し、当市をＰＲする。

新たにインスタグラムの活用も開始
し、さぬき市の知名度向上に努めた。
マルシェで観光ＰＲブース出展回数を
前年より３倍増加し、さぬき市ＰＲを積
極的に行った。

計画額

0

0

0

H28

さぬき市の観光振興及び市経済発展のため、さぬき市観光協
会が実施する事業費への助成を行う。
観光PR用グッズ制作。さぬき市観光協会ホームページの更
新。フェイスブック活用。５団体へ助成。四国DC、ミュージカル
源内全国公演等観光PRブース出展。英語版総合パンフレット
制作。

新たにフェイスブックを活用し、さぬき
市の知名度向上に努めた。ミュージカ
ル源内全国公演や、マルシェで観光
ＰＲブースを出展した。ＰＲ用に英語
版総合パンフレット並びにさっきー
ちゃんシールを制作した。

計画額

決算額

H30

当初予算額 0

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

0

当初予算額 0

0

当初予算額 2,510

0

さぬき市の観光振興及び市経済発展のため、さぬき市観光協
会が実施する事業費への助成を行う。

決算額

さぬき市の観光振興及び市経済発展のため、さぬき市観光協
会が実施する事業費への助成を行った。
観光パンフレット及び観光PR用グッズ制作　　さぬき市観光協
会ホームページの更新　　５団体へ助成　　食の大博覧会へ観
光PRブース出展

高松市で開催された県内最大の食イ
ベントへＰＲブースの出展した。また、
H28年度に行われる四国DC全体会
議やミュージカル源内全国公演へ向
けて、新たにパンフレットとPRグッズ
を作成した。

計画額 0

0

―

0 0 2,582

2,5822,582

0

9,752

2,582

0.2

25,154

0

0 0

0 2,570

0 2,412

2,5100 0

0

6,6760 0 6,676

13,386

0.0

0 0 10,337 10,337

2,570

0.2 0.0

2,412

2,3900 2,390

2,390

2,3900 2,390

0.0

当初予算額 0 0 0 13,386

0 0 5,355

計画額 0 0

0.1

5,355

0 2,390

決算額



H30

回
計画値 1

5

2 計画値 2

実績値 17

計画値 2

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

20,000 計画値 20,000
部

計画値 20,000 計画値

計画値
県内外観光PRブース出展
回数

単位 H27 H28 H29

20,000

実績値 19,636 実績値 28,291 実績値 12,540 実績値

実績値実績値 39,126 実績値

実績値 1 実績値
活
動
指
標

さぬき市観光協会ホーム
ページアクセス数

さぬき市観光協会ホームページ「さぬき市観光ガイド」
へアクセスされた回数

千人
計画値

観光パンフレット及び観光
PRグッズ等配布数

各施設やイベント等にて配布した観光パンフレット及
び観光PRグッズの部数

観光PRを目的としたブースを出展した回数

計画値

実績値

成
果
指
標

観光地入込客数 市内の観光地、施設等に訪れた人の数

人
計画値 45,000 計画値

4,500 計画値

45,000 計画値

計画値 4,500 4,500

実績値 4,397 実績値 4,374 実績値 4,041 実績値

4,500 計画値

41,581 実績値 40,039

優先度低い ⇒

45,000

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

20
優先度高い

点 20 点

5 点

4 点

45,000 計画値

今
後
の
方
向
性

点

5 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
3

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

観光協会の事業の中で、市外への観光宣伝活動として、観光ＰＲブースの出展やパンフレット・
グッズの作成、配布のほか、ウェブ上での情報発信等を行っています。２８年度から開始した
フェイスブック活用に続き、２９年度はインスタグラムの活用を開始しました。２９年度アクセス数
は、さぬき市観光協会ホームページは減少したものの、フェイスブック８８，９２７件、インスタグラ
ム３，５２４件と健闘しました。互いにリンクを貼ることで引き続き観光ＰＲの相乗効果も狙い活動
を継続します。２９年度は観光協会内の予算配分を見直したことで積極的にマルシェ出展を行
え、さぬき市の特産物の販売とパンフレット配布を行えました。今後も当市の魅力をを伝える努
力を行うと同時に、さぬき市に興味を持って下さった方がスムーズに情報を得ることができるよ
う、情報発信の工夫が必要だと考えます。

時代と共に情報収集方法は変わっていくことから、当市観光協会も従来からの観光協会ホーム
ページだけではなく、フェイスブックやインスタグラムを活用するなど、より新鮮な情報を提供す
る試みを始めた。また、当市の知名度向上のために積極的に市外イベントに参加するよう活動
を変えつつある。交流人口の増加を図るには「まずは知ってもらうところから」の取っ掛りが必要
であるため、情勢を踏まえつつ、今後も積極的なＰＲ活動を続けることが望まれる。

／25点 3 点 ／25点
必要がある

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

商工費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 観光協会事務局事業（広域観光連携関係） 担当課 商工観光課 記入日 平成30年6月15日

35

15 観光費

基本施策 5 (5) 観光の振興 項 05

担当職員数(人）

基本目標

主要施策 ③ ③広域観光連携の推進 目

Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち 款

商工費

一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円）

0 9,752

財源内訳
事業費計 正規

(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他

H27
|

H30

事
業
概
要

県、市、市観光協会及び市商工会と連携して、観光事業の充
実、本市への誘致宣伝を図り地域の活性化を行うことを目的と
した事業である。

※「観光協会事務局事業②③」事業費再掲

県、市、市観光協会及び市商工会と
連携して、観光事業の充実、本市へ
の誘致宣伝を図り地域の活性化を行
うことを目的とした事業である。

―0 0 11,768

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

H29

広域的にＰＲできる観光プランを充実させる。
東かがわ市との広域連携事業により広域マップと旅行プランを
作成する。瀬戸・高松広域定住自立圏事業を活用し、「ぷち旅
プラン」に掲載できるコースを作成する。
なお、この事業は観光事業費に組み込まれるため２９年度で
事業終了する。

「ぷち旅プラン」に２回さぬき市の観光
情報を掲載し、県内外からさぬき市を
訪れてもらうきっかけを作ったほか、
広域連携事業で観光マップを制作し
た。

計画額

0

0

0

H28

広域的にＰＲできる観光プランを充実させるるため、瀬戸・高松
広域定住自立圏事業を活用し、「ぷち旅プラン」に掲載できる
コースを作成した。

「ぷち旅プラン」にさぬき市冬のうまい
もんまつりツアーと天体望遠鏡博物
館を目玉とするモデルコースを掲載
し、県内外からさぬき市を訪れてもら
うきっかけを作った。

計画額

決算額

H30

当初予算額 0

決算額 0

H27

具
体
的
取
組

0

当初予算額 0

0

当初予算額 2,510

0

※２９年度で事業終了。

決算額

広域的にＰＲできる観光プランを充実させるるため、瀬戸・高松
広域定住自立圏事業を活用し、ジオサイト船の旅（東讃ジオサ
イトツアー）を実施したほか、「ぷち旅プラン」に掲載できるコー
ス作成に取組んだ。

「ジオサイト船の旅」と題して志度～
引田間の瀬戸内海と大自然を活用し
たジオサイトツアーを実施したもの
の、「ぷち旅プラン」への掲載までに
は至らなかった。今後も積極的なＰＲ
を行う。

計画額 0

0

―

0 0 2,582

2,5822,582

0

9,752

2,582

0.1

11,768

0

0 0

0 2,570

0 2,412

2,5100 0

0

6,6760 0 6,676

0

0.0

0 0 10,337 10,337

2,570

0.3 0.0

2,412

2,3900 2,390

2,390

2,3900 2,390

0.0

当初予算額 0 0 0

0 0 5,355

計画額 0 0

0.3

5,355

0 2,390

決算額



H30

コース
計画値 10

11

10 計画値 10

実績値 11

計画値 10

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

20,000 計画値 20,000
部

計画値 20,000 計画値

計画値
モデルコース数

単位 H27 H28 H29

20,000

実績値 19,636 実績値 28,291 実績値 12,540 実績値

実績値実績値 0 実績値

実績値 9 実績値
活
動
指
標

ぷち旅プラン掲載数 瀬戸・高松広域定住自立圏事業を活用し、「ぷち旅プ
ラン」に掲載された回数

千人
計画値

観光パンフレット及び観光
PRグッズ等配布数

各施設やイベント等にて配布した観光パンフレット及
び観光PRグッズの部数

ホームページや観光パンフレット等で公表しているモ
デルコース数

計画値

実績値

成
果
指
標

観光地入込客数 市内の観光地、施設等に訪れた人の数

回
計画値 2 計画値

4,500 計画値

2 計画値

計画値 4,500 4,500

実績値 4,397 実績値 4,374 実績値 4,041 実績値

4,500 計画値

2 実績値 2

優先度低い ⇒

2

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

21
優先度高い

点 21 点

5 点

4 点

2 計画値

今
後
の
方
向
性

点

4 点

余地がある ⇒ 余地はない
４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

なっていない ⇒
点

点

点
評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

なっている
4

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

広域観光連携の推進として、市内または高松市から当市にかけてのモデルコースを展開、提供
することで県外から来る観光客が中心市街地から来訪しやすくなり、誘客が図れると考えられる
ため、継続して実施していくことが必要だと考えます。平成２９年度においては、高松観光コンベ
ンション・ビューローが発行する「ぷち旅プラン」に「紅葉の秋・へんろウォーキング～大窪寺編
～」と「第３回カメラレッスン＠天体望遠鏡博物館」を掲載できました。また、東かがわ市との広域
連携事業でさぬき市及び東かがわ市の広域マップを制作しました。このマップはサイクリストの
意見を盛り込んだことが特徴で、関西圏からのサイクリング客流入を目指しています。今後も広
域で連携して、高松方面からも徳島方面からも訪れてもらえるような情報提供を行ってまいりま
す。３０年度からは観光事業費内で活動継続します。

全国的にも広域的な観光連携は広まっており、各エリアで誘客をつのる観光事業が行われてい
る。従来より行われている瀬戸・高松広域定住自立圏事業の一環である「ぷち旅プラン」では、
さぬき市がかねてより補助してきたまちあるき事業が評価され、２年連続の掲載採用となったこ
とを評価したい。今後は観光ビジョンを共有できる市町や県と連携を図り、より魅力的な観光情
報を発信していくことが望ましい。遠方から来た観光客を誘導するような観光プランを作成する
ことと、週末に度々さぬき市に訪れてくれるような近隣住民への呼びかけとを両輪で考え、今後
一層広域的な観光のあり方を模索されたい。

／25点 4 点 ／25点
必要がある

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



3,1420 0

当初予算額 0 0 3,420 0

計画額 0 3,142

3,420

決算額

1.0当初予算額 1,753 0 1,768 0

0 0

3,521

計画額

決算額

0.2

3,184

0 3,142 3,142

0 0 3,182 2

3,142

3,186 0 0 20

当初予算額 0 0 0 0

0 0計画額

当初予算額 1,753

3,420

―

0 0 12,846

1.00

1.1

0 3,182 226 9,477

0 0 204 3,087

0

決算額

0.1

3,206

0 3,142

・求人者と求職者のマッチング、求職者への求人紹介
・企業訪問による求人開拓
・就職関連イベントへの参加及び実施　等
※紹介状発行件数８５件　※採用内定者数３７人　※登録事
業所数　２５５事業所（３月末）　※求人数　４４７人（３月末）

市広報誌と同時配布する求人情報誌
を発行し、センターの認知度向上と
マッチングする機会の創出に努めた。

決算額 2,883

12,846

―0 5,188 3,420 10,361

0 3,420 0.2

0 0 3,420

決算額 6,069

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

項 05

事業費（千円）

労働諸費

H28

・求人者と求職者のマッチング、求職者への求人紹介
・企業訪問による求人開拓
・就職関連イベントへの参加　等
※紹介状発行件数５３件　※採用内定者数２４人　※登録事
業所数　２１７事業所（３月末）　※求人数　２４３人（３月末）

※平成28年度については、平成27年
度補正予算計上分を全額繰越したこ
とから当初予算額を「0」としている。
平成29年度には、市広報誌と同時配
布する求人情報誌の発行により、セ
ンターの周知拡大を図る。

事
業
概
要

市民やUターン希望者などを対象に、市内並びに近隣市町の
事業所への就職あっせん業務のほか、就職相談や求人情報
の公開を行う。

市民やＵターン希望者などを対象に
就職あっせん等を行うことにより、若
年層の定住促進、市内事業所の人材
確保、市民の雇用拡大を図る。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

3,420

具
体
的
取
組

・求人者と求職者のマッチング、求職者への求人紹介
・企業訪問による求人開拓
・就職関連イベントへの参加　等
※紹介状発行件数８４件　※採用内定者数１４人　※登録事
業所数　１８７事業所（３月末）　※求人数　４２３人（３月末）

平成28年度より徳島文理大学香川校
の学生を対象とした出張就職相談や
職場見学バスツアーを実施するな
ど、学生の就職支援を強化することと
した。

H30

・求人者と求職者のマッチング、求職者への求人紹介
・企業訪問による求人開拓
・就職関連イベントへの参加及び実施　等

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ① ①就労支援の充実

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

05

労働費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 地域就職サポートセンター事業 担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 平成30年6月15日

款 25 労働費

基本施策 6 (6) 雇用の場の確保と労働環境の充実



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

若年層の定住促進、市内事業所の人材確保、市民の雇用拡大等を図ることを目的に、平成２６
年８月に「さぬき市地域就職サポートセンター」を開設し、採用内定者数、就職に関する相談件
数も年々増加しているところです。なお、平成２９年度は、市内企業の工場の閉所に伴い、離職
者のための就職あっせんが増加しましたが、本センターのきめ細やかな支援が採用内定者数
の増加につながったと考えます。近年の人手不足の状況の中、市内事業所の人材確保のため
にも、現状を維持していきたいと考えております。

「さぬき市地域就職サポートセンター」が開設して４年目を迎えたが、平成２９年度には市内企業
の工場閉所などの特殊事情はあったものの、就職内定者は年々増加している状況である。企業
の人材確保が困難な現在、市内事業所の人材不足の解消を支援していきたい。一方、平成２９
年度より、俗に言う「地方版ハローワーク」の制度が開始され、香川県においても「ワークサポー
トかがわ」を開設しており、国の公共職業安定所を含め、事業の継続について検討をしていきた
い。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

5 点点

点20

点

点

3 点

4

19

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

4

評価点

点 4

実績値

評価点合計

点

１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

実績値 実績値 実績値

実績値

5

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

実績値

14 計画値

実績値

16 計画値 18 計画値 20

14 実績値 24 実績値 37

活
動
指
標

人
計画値

計画値

成
果
指
標

地域就職サポートセンター
のマッチングにより就職し
た人数

地域就職サポートセンターのマッチングにより就職し
た人数

計画値

実績値

就職面接会等のイベント
に参加した回数

地域就職サポートセンター及び市内企業等をＰＲする
ために、香川県などが開催する就職面接会等のイベ
ントに参加した回数

回
計画値 計画値 7

計画値 計画値計画値

実績値7 実績値 10 実績値 9

単位 H27

7 計画値 7計画値7

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



9690 56,000

当初予算額 0 0 56,000 937

計画額 0 56,969

56,937

決算額

0.0当初予算額 0 0 56,000 937

0 0

56,937

計画額

決算額

0.1

56,937

56,000 969 56,969

0 0 56,001 936

56,969

0 0 56,000 937

当初予算額 0 0 56,000 937

0 0計画額

当初予算額 0

56,969

―

0 224,000 3,876

0.056,937

0.0

0 168,001 2,841 170,842

0 56,000 968 56,968

0

決算額

0.1

56,937

56,000 969

・労働基準協会大川支部への助成・東さぬきＪＳＣへの助成・
四国労働金庫への資金預託

従来通り労働環境整備に努めた。ま
た、四国労働金庫への資金預託につ
いては、預託金の一部を有利子とし
た。

決算額 0

227,876

―0 224,000 3,780 227,780

56,000 969 0.1

0 56,000 969

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

計画額 0

項 05

事業費（千円）

労働諸費

H28

・労働基準協会大川支部への助成・東さぬきＪＳＣへの助成・
四国労働金庫への資金預託

特に改善はないが、従来通り労働環
境整備に努めた。

事
業
概
要

労働者の雇用の安定と地位向上及び市内の労働力確保につ
なげるために関係団体への助成を行う。また、四国労働金庫
に資金を預託することにより、福祉、住宅資金等の低金利融
資を支援する。

労働者の保護と地位向上、福利厚生
面の向上を図る。

H27

財源内訳
事業費計

H27
|

H30

56,969

具
体
的
取
組

・労働基準協会大川支部への助成・東さぬきＪＳＣへの助成・
四国労働金庫への資金預託

特に改善はないが、従来通り労働環
境整備に努めた。

H30

・労働基準協会大川支部への助成・東さぬきＪＳＣへの助成・
四国労働金庫への資金預託

H29

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

担当職員数(人）

主要施策 ② ②働き続けられる労働環境の充実

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

05

労働費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 労働諸費事業 担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

記入日 平成30年6月15日

款 25 労働費

基本施策 6 (6) 雇用の場の確保と労働環境の充実



点 ／25点
必要はない

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒ 余地はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点

なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

労働者の雇用の安定と地位向上及び市内の労働力確保のために活動している関係団体への
財政支援を行うことは、地場産業の振興に加え、地域社会の発展に寄与するものと考えます。
また、四国労働金庫に資金預託することは、生活融資、住宅融資、災害特別融資などの勤労者
の生活向上に一定の役割を果たしています。これらのことから、今後も現状の財政支援や資金
預託を継続していく必要があるものと考えます。

香川労働基準協会大川支部や東さぬきＪＳＣの労働災害の防止、労働条件の向上、企業にお
ける快適な職場環境の推進、労働力の確保対策等は地域社会の発展に貢献していることか
ら、継続して財政支援を行う必要がある。また、四国労働金庫への資金預託は、地域の勤労者
の生活向上に寄与するものであることから、継続していく必要がある。

⇒必要がある

⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

必要性低い

優先度高い
3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

4 点点

点18

点

点

4 点

3

18

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

計画値 計画値

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計

3

評価点

点 3

実績値

評価点合計

点

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

実績値 実績値 実績値

実績値

4

なっていない ⇒

実績値

計画値

実績値 実績値

実績値

14 計画値

実績値

16 計画値 18 計画値 20

14 実績値 24 実績値 37

活
動
指
標

人
計画値

計画値

成
果
指
標

地域就職サポートセンター
のマッチングにより就職し
た人数

地域就職サポートセンターのマッチングにより就職し
た人数

計画値

実績値

東さぬきＪＳＣによる雇用
に関する研修会、説明会
等の開催回数

市民の就労支援や市内事業所の人材確保を目的に
開催される研修や説明会の開催回数

回
計画値 計画値 5

計画値 計画値計画値

実績値5 実績値 4 実績値 4

単位 H27

5 計画値 5計画値5

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

H28 H29 H30

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

平成30年6月15日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 7 (7) 定住促進対策 項 05

事業費（千円）

企画費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 定住促進事業①（移住促進関係） 担当課 政策課 記入日

担当職員数(人）

① ①移住・二地域居住の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

30主要施策

財源内訳

総務管理費

事業費計

款 10 総務費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

「移住体験ハウス」の運営を行うとともに、香川県移住交流推推
進協議会への参加等をとおして移住交流施策の推進を図る。

H29

・香川県移住フェア参加(2回　東京都、大阪府)
・香川県移住者交流会参加（1回　さぬき市）
・さぬき暮らし体験ツアー開催(4回)
・移住体験ハウス運営(利用日数10組、利用日数　196日)

香川県移住フェアにブースを出展した
ほか、移住コーディネーターによる相
談業務等きめ細やかな対応を図ると
もに移住促進サイト「ええとこさぬき
市」の更新頻度を高めるなど、情報発
信に努めた。

H28

・香川県移住フェア参加(2回　東京都、大阪府)
・香川県移住者交流会参加（1回　東かがわ市）
・移住体験ハウス運営(利用者11組、利用日数　176日)

香川県主催の移住フェアにブースを
出展した。また、移住コーディネーター
を設置し、相談業務等きめ細やかな
対応を図るともに移住促進サイト「え
えとこさぬき市」の更新頻度を高める
など、情報発信に努めた。

事
業
概
要

移住希望者が市内での暮らしを体験できる「移住体験ハウス」
の設置・運営をはじめ、香川県移住交流推推進協議会への参
加等をとおして移住交流施策を推進する。

人口減少局面にある本市において、
活力ある持続可能な自治体であり続
けるために不可欠な要素である移住・
二地域居住者を増加させることを目指
す事業である。

H27

具
体
的
取
組

・香川県移住フェア参加(2回　東京都、大阪府)
・香川県移住者交流会参加（1回　東かがわ市）
・さぬき暮らし体験ツアー開催(1回　28年2月)
・移住体験ハウス開設(27年10月)
・移住体験ハウス運営(利用者6組　63日)

本市への移住を促進するため、香川
県主催の移住フェアにブースを出展し
たほか、市独自の移住体験ツアーを
実施した。また、東讃地区では初めて
となる移住体験施設を津田町に開設
し、運用を開始した。

H27
|

H30

4,993

0.4

0 433 3,560

決算額 78

当初予算額 1,000

計画額 1,000

決算額 78

17,993

―0 1,378 16,233 18,611

計画額 2,000

当初予算額 1,000

0.0

0 1,183 11,798 13,059

0 438

0

1,719 0.1

―

0 1,633 14,360

1,906 2,422

0 433 3,560 4,993

0 340 2,950

計画額

決算額

0.4

3,290

400 3,600 5,000

0

0 405 6,942

当初予算額 0 0 345 1,374

1,000

0

4,056

計画額

決算額

0.3

7,347

400 3,600 4,000

0

3,6000 400

0.1当初予算額 0 0 300 3,756

0

当初予算額 0 0 300 7,543

計画額 0 4,000

7,843

決算額



回
計画値 2

実績値

2

H28 H29 H30単位 H27

2 計画値 2計画値

指標名 指標の説明
総合計画・

総合戦略指標

計画値
香川県移住フェア参加回
数

香川県が主催する移住フェアへのブース出展回数

回

活
動
指
標

実績値2 実績値 2 実績値 2

1

実績値 0 実績値

15

150

実績値

計画値

実績値 1

実績値 0 実績値

10 計画値 15 計画値10 計画値

さぬき暮らし体験ツアー開
催回数

さぬき市が主催する移住体験ツアーの開催回数

100 計画値

実績値

100 計画値 150 計画値

2

65 実績値 124 実績値 91

実績値

計画値 1 2計画値 2計画値

優先度低い

成
果
指
標

さぬき市への移住者数 転入届出者に対する窓口アンケートにおいて「香川県
外からの移住」と回答した世帯の世帯員数。

人
計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

さぬき暮らし体験ツアー参
加者数

さぬき市が主催する移住体験ツアーへの参加者数

人
計画値

実績値 3

21

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

3

⇒

5
必要性低い

優先度高い

21

5

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

評価点合計

点

5 点

点

点 5 点

実績値24

点

点 5

点

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

人口減少が著しい本市においては、地域社会を支える人材を確保することが重要な課題となって
います。このため、本市では香川県が主催する移住希望者を対象とした移住フェアや交流会に参
加するだけでなく、平成２７年度からは移住体験ハウスの開設、平成２８年度からは移住コーディ
ネーターを設置、平成２９年度からは、お試し滞在宿泊助成金制度やオーダーメイド型の移住ガ
イドツアーを実施するなど、積極的に移住促進策へ取り組んできました。
移住促進策が果たす人口減少抑止効果は限定的ではありますが、地域の活性化には欠かせな
い要素といえることから、切れ目のない取組の推進が不可欠であると考えています。

少子高齢化による人口減少が進行する本市において、市内への人の流れを取り戻すことは最重
要課題となっている。
平成２７年度に移住体験ハウスを開設し、運営してきたほか、、平成２８年度には移住促進家賃
等補助金、三世代同居・近居支援金の２つの制度を創設、また、平成２９年度からは、お試し滞
在宿泊助成金制度やオーダーメイド型の移住ガイドツアーを実施するなど、積極的に移住促進策
に取り組んできており、今後も引き続き、県外、市外からのUIJターンを、子育て世代から熟年世
代まで幅広く呼びかけ、人口の社会増を目指していく。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

平成30年6月15日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 7 (7) 定住促進対策 項 05

事業費（千円）

企画費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 定住促進事業②(定住支援関係） 担当課 政策課 記入日

担当職員数(人）

② ②定住支援の強化

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

30主要施策

財源内訳

総務管理費

事業費計

款 10 総務費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

定住促進策の制度周知及び交付事務を実施するとともに、そ
の政策効果を検証する。

H29

・定住奨励金（394件、11,713千円）
・結婚定住奨励事業（86組、8,600千円）
・三世代同居・近居支援金（38組、3,800千円）
・移住促進家賃等補助金（22組、4,081千円）
・広報事業（5件、情報誌②・駅構内広告・CATV・市広報）
・新規広報事例の検討

定住支援に係る個々の相談・問い合
わせに応じて回答したほか、、売買に
よる住宅取得者に制度周知文を送付
するなど、交付対象となる方の申請
漏れの防止に努めた。

H28

・定住奨励金（417件、12,593千円）
・結婚定住奨励事業（80組、8,000千円）
・三世代同居・近居支援金（11組、1,100千円）
・移住促進家賃等補助金（12組、1,954千円）
・広報事業（5件、情報誌②・駅構内広告・CATV・市広報）

平成27年度に創設した三世代同居・
近居支援金、移住促進家賃等補助金
に係る個々の相談・問い合わせに応
じて回答し、交付対象となる方の申請
漏れの防止に努めた。

事
業
概
要

人口減少を食い止めるための対策として、転出者の抑制及び
転入者の増加など定住促進に向けた取組を推進する。

人口減少局面にある本市において、
活力ある持続可能な自治体であり続
けるために不可欠な要素である定住
人口を確保するため、定住支援の強
化を目指す事業である。

H27

具
体
的
取
組

・定住奨励金（391件、11,753千円）
・結婚定住奨励事業（76組、7,600千円）
・広報事業（5件、情報誌②・駅構内広告・CATV・市広報）

定住支援施策の効果測定を行い、既
存事業の継続を決定するとともに、子
育て中の世帯や県外在住世帯を積
極的に本市へ呼び込むため、新たに
三世代同居・近居支援金、移住促進
家賃等補助金の両制度を創設した。

H27
|

H30

25,458

0.4

0 0 25,458

決算額 2,750

当初予算額 0

計画額 0

決算額 0

100,458

―0 0 121,977 134,677

計画額 0

当初予算額 12,700

0.1

0 0 66,175 68,925

0 0

0

39,587 0.1

―

0 0 100,458

19,933 19,933

0 0 25,458 25,458

0 0 23,433

計画額

決算額

0.4

24,263

0 25,000 25,000

830

0 0 22,809

当初予算額 4,500 0 0 35,087

0

0

35,616

計画額

決算額

0.2

24,729

0 25,000 25,000

1,920

25,0000 0

0.1当初予算額 4,500 0 0 31,116

0

当初予算額 3,700 0 0 30,316

計画額 0 25,000

34,016

決算額



件
計画値 5

実績値

6

H28 H29 H30単位 H27

5 計画値 6計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
定住支援施策の広報件数 本市定住促進施策の広報実績。（例　情報誌掲載、駅

構内広告掲示など）

件

活
動
指
標

実績値5 実績値 5 実績値 5

0

実績値 58 実績値

15

60

実績値

計画値

実績値 0

実績値 11 実績値

5 計画値 10 計画値0 計画値

三世代同居・近居支援金
に関する交付相談件数

さぬき市三世代同居・近居支援金に関する窓口相談・
問い合わせ件数。

48 計画値

実績値

52 計画値 56 計画値

42

68 実績値 74 実績値 78

実績値

計画値 10 30計画値 20計画値

優先度低い

成
果
指
標

結婚定住奨励事業におけ
る効果測定に関する設問
への肯定回答数

交付者を対象とする事業効果測定アンケートにおける
設問（定住促進を後押しする制度だと思いますか。）に
「はい」と回答した数。（交付計画値の８割を想定。）

組
計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

三世代同居・近居支援金
の交付数

さぬき市三世代同居・近居支援金交付要綱に基づく
交付数。（交付対象者は、親との三世代同居又は近
居を目的として本市へ転入した子育て世帯。）

組
計画値

実績値 0

21

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

3

⇒

5
必要性低い

優先度高い

21

5

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

評価点合計

点

5 点

点

点 5 点

実績値38

点

点 5

点

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

人口減少が著しい本市においては、地域社会を支える人材を確保することが重要な課題となっ
ています。
このため、平成２３年度から定住奨励金事業、平成２５年度から結婚定住奨励事業、平成２８年
度から三世代同居・近居支援金、移住促進家賃等補助金など各種ソフト事業を中心とした施策
を実施し、その結果として人口減少の度合いが若干鈍化するなど一定の事業効果が確認され
ています。
しかしながら、国などによる人口予測では今後も本市人口は減少すると見込まれていることか
ら、市民の生活満足度を維持・向上していくとともに、転出者を抑制し転入者の増加を目指すと
いう、定住促進に向けた切れ目のない取組を今後も推進していくことが不可欠であると考えてい
ます。

少子高齢化による人口減少が進行する本市において、将来子育てをする若い世代の市外への
流出を食い止め、市内への人の流れを取り戻すことが最重要課題となっている。
平成２３年度から定住促進奨励金制度、平成２５年度から結婚定住奨励金制度を創設するな
ど、定住促進施策を進めてきたところだが、平成２８年度からは、移住促進家賃等補助金、三世
代同居・近居支援金の２つの制度を創設し、県外、市外からのUIJターンにも積極的に取り組ん
できており、今後も引き続き、住宅リフォームや空き家活用などの施策とも組み合わせながら、
定住促進のための切れ目のない支援に取り組んでいく。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略



基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

平成30年6月15日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

基本施策 7 (7) 定住促進対策 項 05

事業費（千円）

企画費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 地域おこし協力隊・集落支援員事業 担当課 政策課 記入日

担当職員数(人）

③ ③まちの魅力発信と多様な交流活動の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

地方債 その他 一般財源

30主要施策

財源内訳

総務管理費

事業費計

款 10 総務費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

H30

・地域おこし協力隊員及び集落支援員の活動支援

H29

・地域おこし協力隊員及び集落支援員の活動支援 地域おこし協力隊：2名の協力隊員による
活動地域やテーマの特定、地域団体等と
の連携による活動を行った。集落支援員：
巡回後のフォローアップを行うとともに、移
住コーディネーターとしての役割を加え、
移住・定住の促進に関する活動を行った。

H28

・地域おこし協力隊員及び集落支援員の活動支援
・新たな地域おこし協力隊員及び集落支援員の募集

地域おこし協力隊：2名の協力隊員を採用
し、活動地域やテーマを特定し、地域団体
等と連携しながら活動した。集落支援員：
巡回後のフォローアップを行うとともに、移
住コーディネーターとしての役割を加え、
移住・定住の促進に関する活動を行った。

事
業
概
要

地域おこし協力隊：市内の特産品の情報発信及び志度地区・
多和地区の活性化
集落支援員：過疎地域の集落巡回を行い、集落の状況と課題
の整理及び空き家の有効利用及び移住・定住の促進

都会からの若者を受け入れて、柔軟
な地域おこし施策による地域活性化
と過疎集落の課題整理を行うことが
目的の事業である。

H27

具
体
的
取
組

・地域おこし協力隊員及び集落支援員の活動支援
・新たな地域おこし協力隊員の募集
・集落支援員の活動項目の追加

地域おこし協力隊員：市内の特産品
をマルシェやピザ焼き体験を通じ市
内外へ情報発信した。また生産者の
意識向上を図った。　　集落支援員：
集落巡回から見えてきた課題に対す
る取組を新たな活動に加えた。

H27
|

H30

14,951

0.1

0 72 14,879

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

決算額 0

59,804

―0 168 52,824 52,992

計画額 0

当初予算額 0

3.0

0 64 31,674 31,738

0 48

0

14,996 4.0

―

0 288 59,516

9,007 9,055

0 72 14,879 14,951

0 16 10,041

計画額

決算額

0.1

10,057

72 14,879 14,951

0

0 0 12,626

当初予算額 0 0 96 14,900

0

0

15,090

計画額

決算額

0.1

12,626

72 14,879 14,951

0

14,8790 72

4.0当初予算額 0 0 0 15,090

0

当初予算額 0 0 0 7,955

計画額 0 14,951

7,955

決算額



回
計画値 12

実績値

12

H28 H29 H30単位 H27

12 計画値 12計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値
活動報告掲載回数（広報
紙）

隊員及び支援員の活動報告の広報掲載回数（広報さ
ぬき）

活
動
指
標

実績値12 実績値 12 実績値 12

実績値 実績値

80

実績値

計画値

実績値

実績値 実績値

計画値 計画値計画値

50 計画値

実績値

60 計画値 70 計画値

65 実績値 124 実績値 91

実績値

計画値 計画値計画値

優先度低い

成
果
指
標

移住者数 移住者数（志度・多和地区に限定することが理想だ
が、データがないため、市全体の移住者数とする。）

計画値

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

なっている

人
計画値

実績値

18

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
なっていない

点 ／25点
必要がある

⇒

3

⇒

4
必要性低い

優先度高い

18

4

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

評価点合計

点

4 点

点

点 4 点

実績値

点

点 4

点

点

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

平成28年10月から第2期となる隊員2名を委嘱し、活動内容をそれぞれ「多和地区活性化」と「源
内改革プロジェクトの推進」とし活動を行っている。地域団体との連携により、地域に根ざした取
組を推進していくことが不可欠だと考えています。

制度導入から3年が経過し、地域おこし協力隊及び集落支援員ともに任期満了を迎えることか
ら、28年度の募集に際し、活動内容等の見直しを行った。
地域おこし協力隊員については、全国的な需要増に伴い、人材の確保が難しくなってきているこ
とから、活動テーマを「多和地区活性化」と「源内の改革プロジェクト推進」の2つに絞り、地域密
着型の取組を推進することにより、外部人材の円滑な導入と活動の定着を図った。
集落支援員については、従来の集落支援活動に、移住コーディネーターとしての役割を加え、
空き家の活用や移住・定住の促進等を絡めながら、地方創生時代にふさわしい地域づくりに取
り組んでおり、今後も引き続き、こうした外部人材を有効に活用し、地域の活性化に取り組んで
いく。

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略

総合計画

総合戦略


